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高浜市公共施設あり方計画策定にあたって 

（市民とともに公共施設のあり方を検討します） 

 

本市では、平成２３年４月より、「思いやり 支えあい 手と手をつなぐ大家族たかはま」

を将来の都市像とした第６次高浜市総合計画をスタートしました。 

この計画実現に向け、「市民は高浜市のまちづくりの共同経営者」として、「協働自治」

の観点に立ち、市の個性や課題について市民と行政が共通認識を持ち、解決策をともに考

え、実現に向けた行動をすることとしており、この総合計画に「公共施設の今後のあり方

を市民とともに考えます。」を掲げております。 

 

公共施設は、住民の福祉を増進することを目的として、市民生活に必要なサービスを提

供する場として、また、集いの場、交流の場、学習の場など、それぞれの設置目的に沿っ

て、多くの市民の皆様が利用する拠点であり、市民全体の貴重な財産であります。 

 

高浜市では、１９６０年代の高度経済成長期の急激な人口増加や社会環境の変化、市民

ニーズの多様化に応える形で、教育文化施設やコミュニティ施設などをはじめ、多くの公

共施設の整備を進めてきました。しかし、この時期に整備された施設は、建築後すでに相

当の年数が経過しており、建替えの一つの目安とされる建築後３０年を経過した公共施設

が多く存在し、老朽の程度から維持をするうえで、大規模な改修・修繕が必要となる時期

が到来しています。そこで、今後の市の経営を改善する鍵は、この公共施設と行政サービ

スにかかるコストを総合的に見直し、有効活用していく点にあると考え、中・長期的な視

点に立って、今後の行政サービスのあり方や公共施設マネジメントの全体方針となる「高

浜市公共施設あり方計画」を策定することとしました。 

 

平成２４年度では、平成２３年度に策定しました「高浜市公共施設マネジメント白書」

から見えてきました現状と課題をもとに、学識経験者や市民で構成する「公共施設あり方

検討委員会」を設置し、「公共施設マネジメント基本方針」及び「公共施設改善計画（案）」

をとりまとめ、提言という形で報告書が提出されました。 

 

このたび、提言されました内容を踏まえ、平成２６年５月に作成しました「公共施設保

全計画」を含め、今後の公共施設マネジメントにかかる市としての方針を、「高浜市公共施

設あり方計画」としてとりまとめました。 

 

 本計画は、多くの市民の方々が利用する公共施設について、行政サービスを低下させず

に、機能を重視した計画としています。景気の低迷、また、少子高齢化の進行により、生

活保護費や医療の給付金等の扶助費の増加が避けられない状況にあるなど、厳しい市の財

政状況のもと、すべての公共施設を維持・更新していくことは、一方で必要な行政サービ

スが提供できなくなるなど、市政運営に影響を及ぼすことになります。このままの状況が

続きますと、次世代の市民に多くの負担を強いることになります。本計画は、単に公共施

設の数を減らすということを示した計画ではありません。施設があるからサービスを提供

するというのではなく、サービスを提供する場として公共施設があるという考えのもと、

 

  



将来にわたって多くの市民の方々に、サービスを継続して提供できるよう、その方針をと

りまとめています。計画を実現するためには、市民と行政とが互いに知恵と工夫を出し合

い、協働で進めていくことが必要となります。 

 

公共施設マネジメントを進めていくにあたっては、これまで施設を利用されていた方々

にはご不便をおかけする場合もありますが、機能の複合化などにより、これまで利用され

ていたサービスに、他のサービスを合わせて提供することで、これまで以上のサービスを

利用者の方々に提供できるよう検討してまいります。 

 

 

平成２６年６月         

高浜市長 吉 岡 初 浩  
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第１章 高浜市公共施設あり方計画について       
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１．高浜市公共施設あり方計画策定の趣旨 

現在、高浜市の一部の公共施設は、老朽化が顕著で建替えや大規模改修が急務な状況となっ

ています。近年の厳しい財政状況の中では、計画的に財源を確保し、他の施策への影響を考慮

しながら進めていく必要があります。 

そこで、「高浜市公共施設マネジメント白書」から見えてきた公共施設の現状と課題を踏まえ、

今後４０年間を見据え、安定して行政サービスが維持・提供していけるよう留意しながら、公

共施設の総量圧縮、長寿命化、機能移転等を踏まえた全体方針や改善策をとりまとめます。ま

た、公共施設の具体的な維持管理や効率的かつ効果的な保全を行うため、建物の実態把握と劣

化状況の調査を行い、この調査結果から設定した保全優先度を踏まえ、コストの平準化を図っ

たスケジュールをとりまとめるなど、今後の行政サービスのあり方や公共施設マネジメントの

全体方針となる「高浜市公共施設あり方計画」を策定します。 

 

 

【高浜市公共施設あり方計画の位置付け】 

高浜市公共施設あり方計画は、高浜市が行う全ての政策・施策・事業の根幹となる最上位の

行政計画、市政運営の根幹となる総合計画を下支えする計画であり、また、他の行政計画との

整合を図りながら、今後の公共施設のあり方を進めていくための計画です。 

 

【計画期間】 

 本計画の計画期間は、平成 26 年度（2014 年）を初年度に、最終年度を平成 63 年度（2051

年）としています。 

 本計画は、公共施設マネジメント白書を基に全体方針を定めていることもあり、公共施設マ

ネジメント白書に合わせて最終年度を平成 63 年度までの４０年間としています。 
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２．計画の構成と内容 

高浜市公共施設あり方計画は、「公共施設マネジメント基本方針」、「公共施設改善編」及び「公

共施設保全編」で構成し、その内容は次のとおりです。 

 

（１）公共施設マネジメント基本方針 

・将来に向けた公共施設の改善策等を取りまとめた全体方針、用途や地域の区分に応じた

方向性等を定めます。 

（２）公共施設改善編 

・公共施設マネジメント基本方針に基づき、今後も維持していく施設と複合化・集約化、

機能移転等により施設の総量圧縮を図る施設の棲み分け及び削減目標を定めます。 

（３）公共施設保全編 

・公共施設改善編で今後も維持していくとした施設に対して、耐用年数の長寿命化、コス

トの平準化を考慮した保全スケジュール等を取りまとめます。 

（４）その他 

・公共施設あり方計画を推進するため、複合化や機能移転等を行う施設の検討時期を示し

た「公共施設改善モデルプラン」と、建替え、大規模改修を行う施設の更新時期、更新

費用を明確化した「公共施設保全アクションプラン」をとりまとめた「公共施設あり方

計画推進プラン」を作成します。推進プランでは、総合計画の基本計画の計画期間と合

わせ、１次の期間を４年と定め、計画期間である平成６３年度までを第１次から第１０

次に設定します。ただし、第１０次の期間は２年とします。 
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第２章 高浜市の公共施設の現状と課題       
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１．人口・ニ－ズの現状と課題 

■ 国・県・市の人口推計 

今後の人口推計について、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口」に

よると、我が国の人口は、平成２２年の 1 億 2,810 万人をピークに減少し始め、平成 52 年に

は 1 億 730 万人（約 16％減）になると推計されています。また、愛知県の人口推計では、平

成２７年の 747 万人をピークに減少に転じ始め、平成 52年には 686 万人（約 8％減）になる

と推計されており、国の推計に比べて緩やかな減少傾向にあるといえます。 

一方、高浜市の人口推計は、今後も増加傾向を示しており、平成５２年には 4 万 8,700 人（平

成２２年から平成５２年までの増加率は約 10％増）に達すると推計されています。これは、市

内や近隣市に製造業を中心とした企業が多数点在していることが要因であると推測されます。高

浜市の人口は、今後も緩やかに増加することが期待されますが、第２次産業の就業率が高いとい

う地域特性から、景気の動向に左右されやすいという特徴があります。 

 

図 1  国・愛知県・高浜市の人口推計比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考 「日本の地域別将来推計人口」） 

■ 高浜市の将来人口推計が公共施設にもたらす影響 

 高浜市の将来人口推計は、国や県の推計が減少傾向にある中、今後も増加していくという結果

になっています。これを年齢別の３つの区分で見ると、年少人口（0 歳～14 歳）及び生産年齢

人口（15歳～64 歳）は僅かに減少傾向で、高齢者人口（65 歳以上）は増加傾向となっている

ことから、生産年齢人口の減少による税収の減少、高齢者人口の増加による医療給付金や介護費

などの支出の増大が見込まれます。 

こうした状況の中、高浜市の公共施設の多くは更新時期が到来しており、あらゆる社会的要請

に対応しながら持続可能な財政運営を行っていくためには、現在の公共施設をすべて更新してい

くことは困難な状況にあります。 

 このため、公共施設の総量を圧縮させつつ、将来人口を踏まえた公共施設のあり方を検討して

いく必要があります。 
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また、高浜市の年少人口（0 歳～14 歳）は、今後も大幅な減少は見込まれないことから、小

中学校や幼保園については、現状の面積を今後も維持していく必要があることから、こうした施

設を各地域の拠点として位置付けていくことが考えられます。一方、高齢者人口については、今

後も増加傾向にある中、行政サービスの維持・向上を目指すとともに、持続可能な財政運営を行

う観点から、施設機能の複合化や集約化を推進する必要があります。 

 

図 2  高浜市の今後の人口推計 

 

 
（参考 「日本の地域別将来推計人口」） 
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■地域特性と地区別将来人口の変化 

①小学校区の特性 

高浜市では、総合計画や防災等まちづくりを考えていく上で、小学校区を単位として考えて

います。各小学校区の特徴をまとめると以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

本郷町・論地町・向山町・清水町

人口 ：7,645人 ❹
面積 ：2.43k㎡ ❷
人口密度 ：3146.1人／k㎡ ❸
市街化区域：1.40k㎡

通勤・通学先：
高浜市内 周辺市

居住年数：
19年以内 20年以上

26.1% 28.6%

57.6%

47.3% 52.7%

碧海町・二池町・田戸町

人口 ：6,380人 ❺
面積 ：2.35k㎡ ❸
人口密度 ：2714.9人／k㎡ ❺
市街化区域：2.35k㎡

通勤・通学先：
高浜市内 周辺市

居住年数：
19年以内 20年以上

79.1%

24.1% 24.7%

41.1% 58.9%

湯山町・神明町・豊田町

人口 ：9,237人 ❸
面積 ：2.17k㎡ ❹
人口密度 ：4256.7人／k㎡ ❷
市街化区域：2.03 k㎡

通勤・通学先：
高浜市内 周辺市

居住年数：
19年以内 20年以上

93.5%

22.4% 29.9%

56.0% 43.5%

人口 ：12,223人 ❶
面積 ：3.91k㎡ ❶
人口密度 ：3126.1人／k㎡ ❹
市街化区域：2.99 k㎡

通勤・通学先：
高浜市内 周辺市

居住年数：
19年以内 20年以上

八幡町・新田町・小池町・屋敷町・呉竹町・芳川町

76.5%

27.0% 28.9%

46.6% 52.4%

春日町・沢渡町・青木町・稗田町

人口 ：10,176人 ❷
面積 ：2.14k㎡ ❺
人口密度 ：4755.1人／k㎡ ❶
市街化区域：1.84 k㎡

通勤・通学先：
高浜市内 周辺市

居住年数：
19年以内 20年以上

86.0%

30.7% 27.4%

38.9％ 59.7%

市内へ 
通勤通学が多い 

２０年以上の 
居住者が多い 

周辺への 
通勤通学が多い 

市街化区域の 
面積割合が高い 

周辺市への 
通勤通学が多い 

１９年以内の 
居住者が多い 

20 年以上の 
居住者が多い 

市街化区域の 
面積割合が低い 

周辺市への 
通勤通学が多い 

人口密度が高い 

人口密度が高い 

人口密度が低い 

１校区 6,380 人～1.2 万人 
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②地域特性のまとめ 

① 高浜小学校区 

 【人口】 

・人口密度が最も高く、人口は吉浜に次いで

多くなっています。また、市内への通勤・

通学者が多く、居住年数の長い世帯が多い

傾向にあります。 

・人口は増加傾向にありますが、その伸びは

鈍く将来は減少の見通しとなっています。

高齢化率も市内では最も高くなっていま

す。 

 【施設】 

・市役所、かわら美術館等があり、公共施設

が最も集中している地区といえます。 

 【地域】 

・中学校区が高浜中学校と南中学校に分かれ

ています。  

 

② 吉浜小学校区 

 【人口】 

・人口が最も多く、面積も最も広大です。 

・人口は順調に増加しており、古くからの居

住者と新規居住者が混在しています。 

・刈谷市に接しており、周辺市への通勤通学

者が多くなっています。 

 【施設】 

・域内に広域対応施設はありません。 

 【地域】 

・「第6 次高浜市総合計画の策定に向けた市

民意識調査（平成20 年 8 月）」によると、

まちづくり協議会の認知度が最も高い地

区といえます。 

・農地から住宅用地への土地利用変化が顕著

となっています。 

・本地域の北東部には一団の農地が残されて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 翼小学校区 

 【人口】 

・地区内人口は３番目で、新規居住者の流入

によって人口は増加傾向にあります。 

・年少人口の割合が市内では最も高く、高齢

者人口の割合は最も少なくなっています。 

・安城市と接しており、周辺市への通勤通学

者が多くなっています。 

 【施設】 

・居住年数 19 年以内の世帯が多く、平成

14 年に翼小学校を開設しています。 

・広域対応施設は、女性文化センター（集会

施設）が立地しています。 

 【地域】 

・この地域は、土地区画整理事業によりニュ

ータウンとして開発された経緯があり、

市街化された区域の面積割合も高くなっ

ています。 

・衣浦大橋（半田方面）から安城市方面に国

道 419 号が伸び、沿道は商業地となって

います。 

・農地から都市的土地利用への転換が顕著と

なっています。 

・地域の西側には土地区画整理事業によって

基盤整備された住宅地があります。 

・衣浦豊田線（国道 419号）・主要地方道で

ある碧南高浜環状線沿道にはロードサイド

型の郊外型商業施設が進出しています。 
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④ 港小学校区 

【人口】 

・人口が最も少なく、人口密度も低くなって

います。また、居住年数が長い世帯が多

いことも特徴です。 

・人口は増加傾向にありますが、その伸びは

鈍く、高齢化率も高浜地域に次いで高く

なっています。 

 【施設】 

・体育センター、武道館等のスポーツ施設が

立地しています。 

 【地域】 

・衣浦湾に接し、半田市方面への衣浦大橋が

あるため、渋滞が発生しやすくなってい

ます。 

・高浜川河口付近は海抜２ｍ以下の低地もあ

り、図書館、体育センターは海抜約3ｍの

土地に立地しています。 

・工業用地・商業用地から住宅用地への転換

が進んでおり、土地利用の適切な再編が

必要です。 

・住工混在型の土地利用になっているととも

に、商業地に減少が見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 高取小学校区 

 【人口】 

・安城市及び碧南市と接し、周辺市への通勤

通学者が多くなっています。 

・新規居住者の流入によって人口は増加傾向

にあり、年少人口の割合は翼地域に次い

で高く、高齢者人口比率は翼地域に次い

で少なくなっています。 

 【施設】 

・県立高浜高校が立地しています。 

 【地域】 

・市街化された区域の面積割合が最も低く、

碧南高浜環状線（県道 304 号）の東側に

田園地帯が広がっています。 

・市街化区域内では商業・工業用地から住宅

用地へ土地利用転換が進みつつあります。 

・本地域の東部一帯には一団の農地が残され

ています。 

・中学校区が高浜中学校と南中学校に分かれ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考：高浜市都市計画マスタープラン） 

 吉浜 

高浜 

港 

翼 

高取 

将来 

将来 
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２．財政の現状と課題 

■ 厳しい財政見通し・抑制が続いている投資的経費 

高浜市の財政状況は、平成20年のリ－マンショックに端を発する世界的な経済危機の影響から、

歳入の根幹である税収は大幅な減収となり、「第 6 次高浜市総合計画元年」である平成 23 年度当

初予算編成にあたっては、財政調整基金の取り崩しで凌ぐなど厳しい編成を迫られました。景気は

持ち直し傾向にありますが、財政調整基金の残高は、平成 21 年度末時点では約 20 億円であった

のに対し、平成 2５年度末では約 1０億円までに大きく減少しています。 

今後を見据えても、市税収入は大幅な増収は見込まれず、引き続き厳しい見通しにあり、また、

歳出面では、景気の低迷や高齢化の進行等により、生活保護費や医療の給付金等の扶助費の増加が

避けられない状況にあります。 

公共施設の更新を考えた場合、過去１０年間の投資的経費は、平成 1５年度の１４億円が最高で、

その後は減少し、平成 2４年度においては約６億円となっています。 

 

図３ 歳出の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【投資的経費】その支出の効果が資本の形成のためのものであり、将来に残る施設等を整備するための経費。普通建設事業費等 
【消費的経費】支出の効果が単年度の短期間で終わる性質の経費（人件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助費等） 
【扶助費】社会保障制度の一環として、現金や物品等で支給される費用。生活保護法・児童福祉法・老人福祉法等の法令に基づくも

ののほか、乳幼児医療の公費負担など市の施策として行うものも含まれる。 
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３．施設の現状と課題 

■ 保有する公共施設は 12.6 万㎡ 

高浜市は、総延床面積で約 12.6 万㎡の公共施設を保有しています。これは、市民１人あたり延

べ床面積で約 2.8７㎡の公共施設を保有していることになります。 

施設の内訳としては、学校施設が最も多く施設全体の約 42%を占めており、幼保・こども園や

幼児・児童施設を合わせると、約半数を教育施設関係が占めています。それから、公民館やコミュ

ニティプラザ等の集会施設が約９％、市庁舎等が約 8%を占めるという状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 施設全体の約 43%の施設が築 30年以上・約 9%の施設が耐震対策未実施 

高浜市が保有している施設は、全体に老朽化が進行しており、施設全体のうち約 43%の施設が

築 30 年以上経過しています。中でも学校施設は、74%の施設で築 30 年以上経過しており深刻

な課題となっています。一般的に築 30 年を経過すると大規模改修、築 60 年を経過すると建替え

が必要になると言われていることから、今まさに全国の自治体で問題となっている「公共施設の老

朽化問題」が高浜市には訪れています。 

高浜市では、阪神淡路大震災後に学校施設を最優先に耐震化対策に取り組んできました。このた

め、耐震化対策に膨大な費用がかかり、学校施設以外の公共施設約 9%で耐震性の確保が十分でな

い状況にあります。その施設の中には、震災時の災害対策本部としての重要な役割を持つ市役所の

本庁舎も含まれており、これらの施設の耐震化対策は急務となっています。 

 

 

 

図４ 公共施設の建物総延床面積 12.6 万㎡の内訳 

 

集会施設

8.9%

図書館 1.4%

博物館等 3.8%

スポーツ施設 2.0%

学校

41.8%
幼保・こども園

6.1%

幼児・児童施設 1.9%

高齢福祉施設 5.1%

障害福祉施設 0.3%

保健施設 0.7%

庁舎等

8.4%

消防施設 1.8%

公営住宅

8.3%

公園 0.5%

その他

8.8%

市民１人当たりの延床面積 

約 2.87 ㎡ 
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図６ 公共建築の耐震化状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図５ 公共施設の築年別整備状況 
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■ 施設の更新費用 522.5 億円 

高浜市公共施設マネジメント白書では、保有する全ての施設を更新すると、投資的経費が今後

40 年間で 522.5 億円必要になるという試算結果となっています。これを単純に 1 年あたりに換

算すると、毎年 13.1 億円の投資的経費が必要になることになり、現在の公共施設に係る投資的経

費である 2.6億円（H19～H23 の平均値）の5 倍以上となります。 

 

図７ 公共建築の更新費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、高浜市の現在の歳入歳出見通しで人口推移を加味せず、毎年必要となる更新費用の 13.1

億円から、現在の投資的経費である 2.6 億円を除く 11 億円を仮に毎年起債により対応すると、５

年後には、起債の償還額が増加することにより財政運営に影響を及ぼすこととなります。 
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耐震改修 大規模修繕

築31年以上50年未満の公共施設の大規模修繕 維持補修

既存更新分 新規整備分

既存更新分(5箇年度平均) 既存更新分+新規整備分(5箇年度平均)

既存更新分+新規整備分+用地取得分(5箇年度平均)

直近5年間平均

公共施設にかかる投資的経費

約2.6億円

更新費用の試算

13.1億円

現在までのストック

12.6万㎡

40年間の更新費用総額 522.5億円
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積算条件 

①耐用年数 60 年での更新を前提に、整備年度ごとの延床面積に更新単価を乗じ、積算を行っている。  

②60 年間の中間である建築 30年後において、大規模改修を行うこととしている。（■で表示） 

③本来大規模改修を行う 30 年を経過し、かつ 50 年未満の建築で、大規模改修を未実施の建築は、 

2019（H31）年までの 10 年間において、大規模改修を行うこととしている。（■で表示） 

 

大規模改修 



  

16 

 

４．施設用途別の現状と課題 

(1) 集会施設 

 

実態把握①：同じ集会機能を持つ施設が多くあります。（16 施設） 

 

■女性文化センター・勤労青少年ホーム・高浜エコハウス・春日庵・高取農業センター・東海会館 

 
スポーツ

施設
幼保

こども園
幼児児童

施設
その他

1 女性文化センター 湯山町六丁目６番地４ 752 平成6 ●
婦人会
事務局

広域 中央公民館と隣接

2
勤労青少年ホーム
（ふらっとホーム）

論地町五丁目６番地４ 694 昭和49 ● ● 全市域

3 高浜エコハウス 沢渡町四丁目６番地２ 1,001 平成20 ● 全市域 中央公民館と隣接

4 春日庵 春日町三丁目２番地２１ 124 平成2 ● 全市域

5 高取農業センター 向山町二丁目１番地３１ 544 昭和57 ● ● 地域

6 東海会館 田戸町二丁目２番地５９ 211 昭和61 ● ● 地域
東海児童センターと
複合

3,326

備考

合　　計

名称 住所
延床
面積
（㎡）

建築
年度

併設施設
集会
施設

対象
範囲

 

 

■公民館 

 

図書室 その他

1
中央公民館
（市民センター）

湯山町六丁目７番地３ 4,091 昭和55 ● 商工会 全市域
女性文化センター・

エコハウスと隣接

2 吉浜公民館 屋敷町五丁目１２番地８ 1,147 昭和44 ● ● 地域

3 高取公民館 向山町一丁目２１４番地４ 771 平成7 ● ●
まちづくり

協議会
地域

4 大山公民館 春日町二丁目１番地１ 621 昭和60 ● 地域

5 高浜南部公民館 碧海町三丁目５番地４ 478 昭和56 ● 地域

7,108

対象
範囲

備考

合　　計

名称 住所
延床
面積
（㎡）

建築
年度

公民館
併設施設

 

 

■コミュニティプラザ 

公民館 その他

1 南部ふれあいプラザ 二池町一丁目８番地５ 385 昭和54 地域 H17改修工事

2 翼ふれあい
プラザ 神明町二丁目１８番地１３ 764 平成7 ●
たかはま

夢・未来館
地域 H20改修工事

3 高浜ふれあいプラザ 青木町四丁目２番地１６ 237 昭和51 地域 H21改修工事

4 吉浜ふれあいプラザ 屋敷町二丁目３番地１５ 348 平成21 地域 H21新築工事

5 高取ふれあいプラザ
向山町一丁目２１４番地４
高取公民館内

― ― ● 地域 　高取公民館を共用

1,349

備考

合　　計

名称 住所
延床
面積
（㎡）

建築
年度

併設施設
対象
範囲
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実態把握②：利用率が全体に低く、利用状況が低い状態です。 

 

■女性文化センター・勤労青少年ホーム・高浜エコハウス・春日庵・高取農業センター・東海会館 

全ての施設が利用率３0％を下回っています。勤労青少年ホーム、春日庵と東海会館は 10％

以下となっています。 

図 8 施設別利用率 
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【11,094コマ】
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0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000 18,000 20,000

女性文化センター

勤労青少年ホーム

高浜エコハウス

春日庵

高取農業センター

東海会館

（コマ）

ホール

会議・集会

和室

調理講習室

ごみ分別学習エリア

軽運動室

空きコマ計

可能コマ計

稼動率

40%以下

稼動率

60%以上

 

■公民館 

全ての施設が 30％以下となっています。利用率が最も高い諸室は全施設で会議室（講座室等

も含む）となっています。 

図 9 施設ごとの機能別利用率 

1,377

1,473

1,717

5,820

4,081

4,942

2,238

1,921

13%

20%

28%

13%

22%

【28,002コマ】

【28,002コマ】

【14,001コマ】

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

中央公民館

吉浜公民館

高取公民館

大山公民館

高浜南部公民館

（コマ）

ホール

料理実習室

託児室

情報研修室

視聴覚室

図書室

展示コーナー

資料室

全体稼働率

空きコマ計

集会・会議

稼動率

40%以下

稼動率

60%以上

【74,672コマ】

【37,336コマ】

 

■コミュニティプラザ 

吉浜、翼、高浜ふれあいプラザは約 10％、南部ふれあいプラザは 44％となっています。 

971

1,463

4,116

1,471

44.1%

10.5%

10.4%

10.4%

【9,334コマ】

【14,001コマ】

【9,334コマ】

【14,001コマ】

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

南部

ふれあいプラザ

翼

ふれあいプラザ

高浜

ふれあいプラザ

吉浜

ふれあいプラザ

（コマ）

多目的

会議・集会

稼動率

40%以下

稼動率

60%以上

 

 
利用が低い 

 

 
利用が低い 

 

 
利用が低い 

 

図 10 施設別利用

率 
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■課題 

●集会機能の重複が見られ、施設の利用率が低いことから、施設の集約化・複合化の

検討が必要です。 
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(2) 図書館 

 

図書館本館には、郷土資料館が併設されています。分室の吉浜図書室及び高取図書室は、そ

れぞれ吉浜公民館、高取公民館に併設されています。閲覧することができる蔵書は、図書館本

館、吉浜図書室、高取図書室の蔵書のほか、愛知県図書館、愛知県内の市町村の図書館、岐阜・ 

三重県内の図書館、南山大学名古屋図書館、国立国会図書館等の蔵書を借りることができます。

市内図書館 3 施設のほか、市内 1３か所にある受渡拠点（いつでもどこでも図書館）でも借りる

ことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

実態把握①：図書館本館の蔵書数は１９.１万冊で、吉浜図書室・高取図書室は 4 千冊～1

万冊に留まっています。平成 2４年度の蔵書数は、約２０.３万冊です。また、

蔵書の９４％が本館の蔵書となっています。 

図１1 施設別蔵書数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

併設機能

公民館

1 図書館・郷土資料館 碧海町五丁目１番地５ 1,707 昭和54 ● ●

2 吉浜図書室 屋敷町五丁目１２番地８ 49 昭和44 ● ●

3 高取図書室 向山町一丁目２１４番地４ 28 平成7 ● ●

1,784 ―

備考

合　　計

名称 住所
延床
面積
（㎡）

建築
年度

図書館 資料館

 

 

 
 

平成24年度　施設別蔵書数 単位：冊

図書館・
郷土資料館

吉浜図書館 高取図書館
いつでもどこでも
図書館

一般書(a) 131,935 1,527 686 1,052

児童書(b) 57,090 4,724 3,445 27

図書資料計(a)+(b) 189,025 6,251 4,131 1,079

視聴覚資料（c) 2,238 0 0 0

合計(a)+(b)+（c) 191,263 6,251 4,131 1,079
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実態把握②：貸出者数・貸出冊数とも吉浜、高取図書室の利用が低い状況です。 

 

■年間貸出者数・貸出冊数 

平成 2４年度の年間貸出冊数は 19 万 4,747冊、貸出者数は 3 万 8,754 人です。1人当た

りの貸出冊数は 5.0冊です。図書館本館の年間貸出冊数は 17 万 3,125 冊、貸出者数は 3万

3,082 人です。1人当たりの貸出冊数は 5.2冊です。吉浜、高取等図書室、貸出拠点での貸出

冊数は、2万 1,622 件、利用者数は 5,672 人です。1 人当たりの貸出件数は 3.8 件となって

います。リクエスト件数の総数は４,462 件です。 

 

図１2 年間貸出者数・貸出冊数とリクエスト件数 

 

      

     

年間貸出冊数・リクエスト数等（Ｈ２４）

年間貸出
冊数（冊）

リクエスト数
（件）

1日当たり
貸出件数
（件）

1日当たり
貸出者数
（人）

図書館・
郷土資料館

173,442 4,462 580 111

吉浜図書室 9,951 0 0 9

高取図書室 11,354 0 38 10

いつでも
どこでも図書館

317 0 0 0
 

 

■課題

●図書館の蔵書数は、書架等の状況から約 20 万冊で推移していくと想定されま

す。今後の図書館のあり方や、現在の立地が低地にあることから、災害に対し

する検討の必要があります。 
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(3)スポーツ施設 

 

施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実態把握①：体育センターは、耐震安全性が確保されていません。 

 

体育センター及び武道館は、建築後 30年以上を経過しており、旧耐震基準で建てられた建物で

す。この 2施設に対し耐震診断を行った結果、武道館は耐震安全性が確認されましたが、体育セン

ターは、耐震補強等の対応が必要となっています。 

 

■耐震化状況 

 耐震診断 耐震補強工事 判断基準/対応 

体育センター 実施済み 未実施 対応が必要 

武道館 実施済み 不要 耐震強度を保持 

漕艇センター 不要 不要 新耐震基準のため 

 

実態把握②：武道館は、老朽化への対応が必要となっています。 

 

体育センターと武道館は築30年以上となっていますが、大規模改修は未実施となっています。

いずれも早急な対応が必要です。 

 

■老朽化状況 

34

31

14

0

0

0

0

0

24

34

16

32

32

33

35

41

41

39

32

41

42

40

31

38

体育センター

武道館

漕艇センター

築年 更新まで 30年 60年

 

 

体育室 柔道場 剣道場 艇庫
グランド
（野球
場）

テニス
コート

1 体育センター 碧海町二丁目７番地８ 3,786 1,260 昭和52 ●

2 武道館 碧海町二丁目６番地１ 1,800 598 昭和54 ● ●

3 漕艇センター 碧海町一丁目２番地地内 448 448 平成9 ●

4 碧海グランド 碧海町二丁目６番地１ 14,422 ●

5 流作グランド 新田町四丁目１番地５ 12,000 ●

6 五反田グランド 向山町二丁目１番地８ 5,958 ●

7 五反田第二グランド 向山町二丁目１番地３ 8,601 ●

8 碧海テニスコート 碧海町二丁目６番地１ 1,786 ●

9 南テニスコート 論地町五丁目６番地５５ 8,495 ●

57,296 2,306

利用種目
敷地
面積
（㎡）

合　　計

名称 住所
延床
面積
（㎡）

建築
年度

屋
内
施
設

グ
ラ
ン
ド
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3,187

906

1,374

1,507

1,626

1,317

871

9,073

34%

19%

12%

13%

34%

28%

7%

39%

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 

高浜市体育センター

武道館

碧海グランド

流作グランド

五反田グランド

五反田第二グランド

碧海テニスコート

南テニスコート

【9,334コマ】

【11,680コマ】

（コマ）

【4,667コマ】

【11,680コマ】

【4,745コマ】

【4,745コマ】

【11,680コマ】

【22,976コマ】

稼働率

60%以上

稼働率

40%以下

屋内施設の稼働率

グランド等の稼働率

実態把握③：体育センターは利用率 34％で、武道館は 19％です。 

    グランドの平均利用率は 18％です。 

 

■利用率 

全施設が 40％以下となっています。全施設平均は 24.4％で、グランドの平均利用率は

17.7％ですが、スポーツ施設は、施設の利用が土曜日、日曜日が主であることから、利用率が

低くなっています。 

 

図１３ 施設別利用率 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■課題 

●耐震化未実施施設の早急な対応が必要です。 

 

 

屋内施設の利用率 

グランド等の利用率 
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(4)学校施設 

 

実態把握①：小学校５校、中学校２校の耐震安全性が確保されています。 

学校施設の７４％が築３０年以上となっています。 

 

■築年別整備状況 

学校施設の 74％が築 30 年以上となっており、老朽化に対する対策が急務となっています。 

図１４ 築年別整備状況 
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築後20年未満

1,052㎡
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12,747㎡
24%

26,482㎡

50%

12,531㎡
24%

築後30年以上 築後20年以上築後40年以上
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小

翼
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浜
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吉
浜
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港
小

南
中

高
浜
中
（
武
）

南
中
（
武
）

 

 

■耐震化状況 

昭和５7 年以降は新耐震基準 

 耐震診断 耐震補強工事 判断基準 

高浜小学校 実施済み 実施済み  

吉浜小学校 実施済み 実施済み  

高取小学校 実施済み 実施済み  

港小学校 実施済み 実施済み  

翼小学校 不要 不要 新耐震基準のため 

高浜中学校 実施済み 実施済み  

南中学校 実施済み 実施済み  

 

 

 

 

 

 

 
老朽化対策が必要 

 

築 30 年 

 

※耐震改修促進法において、Is値 0.6以上についての安全性とは「地震の震動及び衝撃に対し倒壊し、または崩壊す

る危険性が低い」と評価されています。文部科学省では学校施設の耐震性能として、割り増しをした Is値 0.7以上の

安全性を求められています。 
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実態把握②：全国的な少子化の中で、高浜市の児童生徒数は、ピーク時に対して 80％と

減少は少ない状況です。 

 

児童生徒数は、昭和 51年の 5,289 人をピークに減少しています。平成 4 年から 12 年ま

では横ばい傾向が続き、平成1３年頃からは増加しています。小学校児童数は、平成1５年か

ら 2４年まで 287 人増加、中学校生徒数は同年間で 161 人増加しています。 

このように、児童生徒数は近年増加傾向にある一方、将来予測ではほぼ横ばい状況であり、

ピーク時と比較すると 84%程度となっています。 

図１５ 小学校児童数と中学校生徒数推移、1校あたりの学級数・1学級当たりの児童（生徒）数 
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■児童生徒１人当たりの学校施設床面積 

各学校施設の延床面積を児童生徒数で除した値、すなわち児童生徒 1 人当たりの床面積を比

較すると、小学校は最大値が翼小の 14.１㎡/人、最小値は吉浜小の 8.5 ㎡/人で、約 1.6 倍の差

があります。 

図１6 児童生徒一人当たりの学校施設床面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■課題 

 

 

 

●築３０年以上の施設が 74％と老朽化が進行しており、早急な対応が必要です。 

●児童生徒一人当たりの床面積が 11.8 ㎡となっており、空きが少ない状況です。 

 

児童生徒一人あたりの学校施設床面積（Ｈ２４）

延床面積
（㎡）

児童生徒数
（人）

児童生徒１人
当たり床面積
（㎡/人）

学級数
１学級当たり

床面積
（㎡/人）

高浜小学校 7,841 611 12.8 20 392.1

吉浜小学校 6,390 749 8.5 24 266.3

高取小学校 6,061 609 10.0 21 288.6

港小学校 4,898 371 13.2 15 326.5

翼小学校 9,729 690 14.1 22 442.2

高浜中学校 10,320 909 11.4 27 382.2

南中学校 7,573 571 13.3 18 420.7

小中学校計 52,812 4,510 11.7 147 359.3
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(5)幼稚園・保育園・こども園 

 

幼稚園4園、保育園 6園、認定こども園2園の計 12園があります。幼稚園 4園はすべて市

営となっており、翼地区を除く、高浜、吉浜、高取、港地区に各 1園ずつ配置されています。 

保育園は、6 園のうち２園が市営、４園が民営となっています。高浜市では多様化する保育

ニーズに対応するため、民間園が持つ柔軟性、機能性を活用し、保育サービスの充実を図って

います。吉浜保育園を平成 24 年度に、中央保育園を平成 25年度に民営化しています。 

 

住所
延床
面積
（㎡）

建築
年度

保育開始
年齢
（歳）

開園時間 運営
施設
保有

土地
保有

1 高浜幼稚園 青木町六丁目１番地１５ 757 平成1 3歳 8：30-14：30 市 市 市

2 吉浜幼稚園 屋敷町五丁目９番地２ 1,066 昭和47 3歳 8：30-14：30 市 市
市

（一部民間）

3 高取幼稚園 本郷町六丁目６番地３５ 658 昭和48 3歳 8：30-14：30 市 市 市

4 高浜南部
幼稚園 碧海町四丁目６番地１３ 625 昭和53 3歳 8：30-14：30 市 市 市

3,106

1 吉浜保育園 呉竹町三丁目８番地２０ 800 平成7 生後6ヶ月 7：00-19：00 市☆ 市 市

2 高取保育園 向山町二丁目１番地１５ 860 昭和53 1歳 7：30-18：00 市 市 市

3 高浜南部保育園 田戸町三丁目５番地２６ 1,048 平成10 生後6ヶ月 7：30-19：00 民間 市 市

4 吉浜北部保育園 八幡町四丁目８番地４ 727 昭和52 1歳 7：30-18：00 市 市 市

5 中央保育園 稗田町二丁目３番地７ 1,236 平成4 生後6ヶ月 7：30-19：00 市★ 市 市

6 よしいけ保育園 湯山町四丁目７番地１３ 835 平成15 生後6ヶ月 7：00-19：00 民間 民間 市

5,506

1 翼幼保園 神明町二丁目８番地２ 1,219 平成18 生後6ヶ月 7：30-19：00 民間 民間 民間

2 ひかり 清水町六丁目６番地３７ 2,203 平成13 生後6ヶ月 7：30-19：00 民間 民間 民間

3,422

12,034

※1 ☆

※2 ★

認定こども園 計

 合計

平成24年4月1日から「民間」運営。

平成25年4月1日から「民間」運営。

分園面積も含みます

平成24年4月1日から。それ以前は7：30-18：00。

高取保育園及び高浜南部保育園の延床面積には

名称

幼
稚
園

保
育
園

認定
こど
も園

幼稚園 計

保育園 計

※2

※2

※1
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実態把握①：増加を続けた園児数は今後も増加傾向にあります。平成 19 年に幼稚園児数

より保育園児数が多くなり、今後も同じ傾向が続きます。 

 

公立あるいは私立の幼稚園に通園する園児数は、平成 19 年度の 885 人をピークに減少傾向

にあります。私立幼稚園の園児数は、平成２２年度まで増加してきましたが、今後年少人口がほ

ぼ横ばいで推移する中、幼稚園の園児数もほぼ横ばいの予測がされます。 

公立あるいは私立の保育園に通園する園児数は、平成２３年度まで増加してきましたが、今

後年少人口がほぼ横ばいで推移する中、保育園の園児数は増加傾向にあります。保育需要の高ま

りを受け、保育園に通園する園児数は増加しています。 

 

図１7 園児数（幼稚園、保育園、合計）・1 園当たりの園児数の推移 

 

 

実態把握②：市立幼稚園は全園が定員に達していないが、保育園はニーズが高く、 

市立、私立とも、定員を超過した園があります。 

 

幼稚園の定員数は 995人（こども園含む）、平成 2４年の園児数は 816 人となっています。

公立幼稚園は定員を満たしていませんが、高浜ひかり幼稚園（私立）は定員を超えています。 

保育園の定員数は（こども園含む）は 1,009人、園児数は 1,025 人です。民営の保育園およ

び翼幼保園は定員を超えた弾力運用を実施しており、公立園とひかりこども園も定員の 90％以

上に達しています。 
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図 18 定員に対する園児数の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●多くの施設で老朽化が進行しています。地域ニーズの変化に対する対応が必要です。 
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(6)高齢福祉施設  

 

実態把握①：19 施設中 4 施設を除いた全ての施設が築 30 年以上で老朽化しています。 

 

■宅老所 

 

 

 

 

 

 

 

 

■介護予防拠点施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

■老人憩の家 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宅老所 公民館

1 高浜北部老人憩の家 春日町二丁目１番地１ 76 昭和50 ● ●

2 高浜中部老人憩の家 青木町七丁目６番地４１ 78 昭和45 ●

3 高浜南部老人憩の家 田戸町七丁目７番地２４ 68 昭和49 ●

4 吉浜北部老人憩の家 屋敷町三丁目５番地１６ 76 昭和48 ●

5 吉浜南部老人憩の家 屋敷町七丁目7番地２６ 69 昭和52 ●

6 高取北部老人憩の家 本郷町五丁目１番地１５ 67 昭和47 ●

7 高取南部老人憩の家 論地町二丁目２番地８０ 69 昭和52 ●

8 高浜老人ふれあいの家 青木町九丁目２番地５ 163 昭和38 ● ●

9 湯山老人憩の家 湯山町四丁目１１番地１ 81 昭和50 ●

747

建築年度
（年度）

備考

併設施設
高齢
福祉
施設

合　　計

名称 住所
延床面積

（㎡）

 
介護予防
拠点施設

宅老所 その他
幼児・

児童施設
障がい

福祉施設

1 宅老所「じぃ＆ばぁ」 青木町四丁目７番地１ 221 昭和35 ●

2 宅老所「いっぷく」 青木町九丁目２番地５ 161 昭和38 ●

3 宅老所「あっぽ」 田戸町三丁目８番地２１ 548 昭和30 ●

4 宅老所「こっこちゃん」 呉竹町二丁目２番地２ 129 昭和44 ●
●

家庭的保育

5 宅老所「悠々たかとり」 本郷町六丁目６番地１５ 358 平成12 ●
●

家庭的保育 ●
みどり学園、となりのおばちゃん
と同敷地、高取小隣接

6 ものづくり工房「あかおにどん」 青木町九丁目６番地５ 208 昭和48 ● 平成12年より借用

7 サロン赤窯 青木町九丁目７番地２８ 250 平成14 ●

8 ＩＴ工房「くりっく」 青木町三丁目５番地１５ 155 昭和51 ●
●

家庭的保育 平成13年より借用

9 全世代楽習館 本郷町六丁目１１番地１５ 180 平成15 ●
●

児童クラブ

10
生きがいセンター
（シルバー人材センター）

湯山町六丁目２番地６ 512 昭和60

2,722

☆改修年度

備考

合　　計

名称 住所
延床
面積
（㎡）

建築
年度

（年度）

併設施設高齢福祉施設

☆

 
介護予防
拠点施設

宅老所 その他
幼児・

児童施設
障がい

福祉施設

1 宅老所「じぃ＆ばぁ」 青木町四丁目７番地１ 221 昭和35 ●

2 宅老所「いっぷく」 青木町九丁目２番地５ 161 昭和38 ●

3 宅老所「あっぽ」 田戸町三丁目８番地２１ 548 昭和30 ●

4 宅老所「こっこちゃん」 呉竹町二丁目２番地２ 129 昭和44 ●
●

家庭的保育

5 宅老所「悠々たかとり」 本郷町六丁目６番地１５ 358 平成12 ●
●

家庭的保育 ●
みどり学園、となりのおばちゃん
と同敷地、高取小隣接

6 ものづくり工房「あかおにどん」 青木町九丁目６番地５ 208 昭和48 ● 平成12年より借用

7 サロン赤窯 青木町九丁目７番地２８ 250 平成14 ●

8 ＩＴ工房「くりっく」 青木町三丁目５番地１５ 155 昭和51 ●
●

家庭的保育 平成13年より借用

9 全世代楽習館 本郷町六丁目１１番地１５ 180 平成15 ●
●

児童クラブ

10
生きがいセンター
（シルバー人材センター）

湯山町六丁目２番地６ 512 昭和60

2,722

☆改修年度

備考

合　　計

名称 住所
延床
面積
（㎡）

建築
年度

（年度）

併設施設高齢福祉施設

☆

 
介護予防
拠点施設

宅老所 その他
幼児・

児童施設
障がい

福祉施設

1 宅老所「じぃ＆ばぁ」 青木町四丁目７番地１ 221 昭和35 ●

2 宅老所「いっぷく」 青木町九丁目２番地５ 161 昭和38 ●

3 宅老所「あっぽ」 田戸町三丁目８番地２１ 548 昭和30 ●

4 宅老所「こっこちゃん」 呉竹町二丁目２番地２ 129 昭和44 ●
●

家庭的保育

5 宅老所「悠々たかとり」 本郷町六丁目６番地１５ 358 平成12 ●
●

家庭的保育 ●
みどり学園、となりのおばちゃん
と同敷地、高取小隣接

6 ものづくり工房「あかおにどん」 青木町九丁目６番地５ 208 昭和48 ● 平成12年より借用

7 サロン赤窯 青木町九丁目７番地２８ 250 平成14 ●

8 ＩＴ工房「くりっく」 青木町三丁目５番地１５ 155 昭和51 ●
●

家庭的保育 平成13年より借用

9 全世代楽習館 本郷町六丁目１１番地１５ 180 平成15 ●
●

児童クラブ

10
生きがいセンター
（シルバー人材センター）

湯山町六丁目２番地６ 512 昭和60

2,722

☆改修年度

備考

合　　計

名称 住所
延床
面積
（㎡）

建築
年度

（年度）

併設施設高齢福祉施設

☆

 

 

 
介護予防
拠点施設

宅老所 その他
幼児・

児童施設
障がい

福祉施設

1 宅老所「じぃ＆ばぁ」 青木町四丁目７番地１ 221 昭和35 ●

2 宅老所「いっぷく」 青木町九丁目２番地５ 161 昭和38 ●

3 宅老所「あっぽ」 田戸町三丁目８番地２１ 548 昭和30 ●

4 宅老所「こっこちゃん」 呉竹町二丁目２番地２ 129 昭和44 ●
●

家庭的保育

5 宅老所「悠々たかとり」 本郷町六丁目６番地１５ 358 平成12 ●
●

家庭的保育 ●
みどり学園、となりのおばちゃん
と同敷地、高取小隣接

6 ものづくり工房「あかおにどん」 青木町九丁目６番地５ 208 昭和48 ● 平成12年より借用

7 サロン赤窯 青木町九丁目７番地２８ 250 平成14 ●

8 ＩＴ工房「くりっく」 青木町三丁目５番地１５ 155 昭和51 ●
●

家庭的保育 平成13年より借用

9 全世代楽習館 本郷町六丁目１１番地１５ 180 平成15 ●
●

児童クラブ

10
生きがいセンター
（シルバー人材センター）

湯山町六丁目２番地６ 512 昭和60

2,722

☆改修年度

備考

合　　計

名称 住所
延床
面積
（㎡）

建築
年度

（年度）

併設施設高齢福祉施設

☆
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実態把握②：19 施設中 3 施設を除いた全ての施設で耐震化未実施です。 

 

 

■宅老所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■介護予防拠点施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■老人憩の家 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■課題 

 耐震診断 耐震補強工事 対応 

高浜北部老人憩の家 未実施 未実施 早急な対応が必要 

高浜中部老人憩の家 未実施 未実施 早急な対応が必要 

高浜南部老人憩の家 未実施 未実施 早急な対応が必要 

吉浜北部老人憩の家 未実施 未実施 早急な対応が必要 

吉浜南部老人憩の家 未実施 未実施 早急な対応が必要 

高取北部老人憩の家 未実施 未実施 早急な対応が必要 

高取南部老人憩の家 未実施 未実施 早急な対応が必要 

高浜老人ふれあいの家 未実施 未実施 早急な対応が必要 

湯山老人憩の家 未実施 未実施 早急な対応が必要 

 

 耐震診断 耐震補強工事 判断基準/対応 

宅老所「じぃ＆ばぁ」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

宅老所「いっぷく」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

宅老所「あっぽ」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

宅老所「こっこちゃん」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

宅老所「悠遊たかとり」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

ものづくり工房「あかおにどん」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

サロン赤窯 不要 不要 新耐震基準のため 

ＩＴ工房「くりっく」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

全世代楽習館 不要 不要 新耐震基準のため 

生きがいセンター 不要 不要 新耐震基準のため 

 

耐震安全性確保が済んでいない施設 全施設 

 

 耐震診断 耐震補強工事 判断基準/対応 

宅老所「じぃ＆ばぁ」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

宅老所「いっぷく」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

宅老所「あっぽ」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

宅老所「こっこちゃん」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

宅老所「悠遊たかとり」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

ものづくり工房「あかおにどん」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

サロン赤窯 不要 不要 新耐震基準のため 

ＩＴ工房「くりっく」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

全世代楽習館 不要 不要 新耐震基準のため 

生きがいセンター 不要 不要 新耐震基準のため 

 

 耐震診断 耐震補強工事 判断基準/対応 

宅老所「じぃ＆ばぁ」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

宅老所「いっぷく」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

宅老所「あっぽ」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

宅老所「こっこちゃん」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

宅老所「悠遊たかとり」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

ものづくり工房「あかおにどん」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

サロン赤窯 不要 不要 新耐震基準のため 

ＩＴ工房「くりっく」 未実施 未実施 早急な対応が必要 

全世代楽習館 不要 不要 新耐震基準のため 

生きがいセンター 不要 不要 新耐震基準のため 

 

●耐震化未実施・老朽化施設が存在しています。老人憩の家は全て耐震化未実施･

老朽化が進行しており、早急な対応が必要です。  

 

耐震安全性確保が済んでいない施設 ２施設 

 

耐震安全性確保が済んでいない施設 全施設 
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■ 課題整理 

高浜市公共施設マネジメント白書より抽出される課題は、以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●人口 

 

■ 市全体の将来人口は増加の予測 

■ 地域によって人口動態に差異が発生 

■ 少子高齢化が進行 

 

●財政 

 

■ 今後の厳しい財政見通し、抑制が続

いている投資的経費の確保が困難

（扶助費の増加、税収先行き不透

明、人件費抑制の限界） 

 

●施設 

＜市全体＞ 

■ 保有する公共施設は１２．６万㎡。施設全体の約４３%の施設が築３０年以上・約９％

の施設が耐震対策未実施 

■ 今後４０年間に５２２．５億円（１３．１億円/年）の投資的経費が必要 

 

＜用途別＞ 

■ 集会施設 ： 集会機能の重複。利用率の低い施設が多い 

■ 図書館 ： 書架等の状況から蔵書数は約 20 万冊で推移。立地状況から災害に対する 

 検討が必要 

■ スポーツ施設 ： 耐震化未実施施設が存在。利用率の低い施設がある 

■ 学校施設 ： 築３０年以上の施設が７４％と老朽化が進行。整備レベルの向上が必要 

■ 幼保・子育て支援センター ： 老巧化施設が存在。地域ニーズの変化に対する対応が 

必要 

■ 高齢福祉施設 ： 耐震化未実施・老朽化施設が存在し老朽化が進行中。早急な対応が 

必要 

■ 庁舎等 ： 本庁舎の耐震化未実施 

 

●公共施設マネジメントが必要 

 

■ 保有施設の有効活用が必要 

■ 老朽化した施設が多く、維持、改修コストの大幅な増加への対応が必要 

■ 財源の確保が重要 

■ 全庁的なデータの整理・収集・管理体制整備が必要 

■ 施設の有効活用が必要 

■ 社会状況の変化に対応するために、市民との情報共有、民間活力の導入が必要 

 



  

32 

 



  

33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 公共施設マネジメントの必要性      
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１．公共施設の維持・改修コストの大幅な増加への対応 

高浜市では、1960 年代の高度経済成長期の急激な人口増加や社会環境の変化、市民ニーズ

の多様化等に応える形で、教育文化施設等をはじめ、多くの公共施設を整備してきました。こ

の結果、公共施設の老朽化における大規模改修や建替えの大きな波が訪れており、改修や建替

えなどの更新費用が莫大となることから、このままでは、施設にかかる投資費用が集中するこ

とにより市の財政が破綻します。また、これまでのように施設機能の不具合が生じてから修繕

を行う対処療法的な施設管理では、修繕が必要な施設に対して適切な予算措置ができず、老朽

化した建物の崩壊による事故や、災害時の避難拠点としての機能不全等、行政サービスに重大

な影響を及ぼすことが懸念されます。 

このことから、人口動態・財政状況・施設の利用実態等の分析結果を踏まえ、中・長期的な

視点により、公共施設の総量の圧縮や建替えから大規模改修への転換、財政的負担の平準化を

考慮した計画を早期に検討する必要があります。 

 

 

２．全庁的なデータの整理・収集、管理体制整備の必要性 

公共施設マネジメントを行うには、公共施設の維持・改修、管理・運営に関するコストに加

え、利用・効果に関する状況等のデータについても、的確に把握・分析をする必要があります。

しかし、現在の施設の管理形態は、担当グループがそれぞれ所管している施設の維持管理等を

行っています。また、これまで「持続可能な基礎自治体」を目指し、業務のアウトソーシング

を進めてきており、施設の運営形態として、業務委託や指定管理者制度を活用して運営してい

る状況です。そのため、市が所有する建築物の敷地・建物規模・建築年月日・設備等の施設に

関するデータ、年間の利用者数等の利用状況に関するデータは、それぞれ施設を所管するグル

ープが管理をしていることから、統一化されていない状況にあります。 

今後の公共施設のあり方を検討する上では、これらのデータを統一的に整理・把握、また、

所管グループの横断的な対応ができる体制整備等、全庁的なデータの整理・収集、管理体制を

整備する必要があります。 
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３．総合的な視点での優先順位付け、選択と集中の必要性 

高浜市が所有している施設は、全体的に老朽化が進行しています。また、稼働率が低い施設

や同一機能を有する施設が重複している施設もあります。 

高浜市の今後の財政見通しとして、歳入面では市税収入の大幅な増収は見込めず、歳出面で

は、扶助費等の増加等が避けられない状況にあります。こうした中、既存の公共施設のすべて

を現状のまま維持することは困難であるため、市の長期財政見通し、人口動態や市民ニーズの

変化に伴う行政サービス需要の変化、公共施設の配置のバランス、各公共施設の機能等を踏ま

え、総合的な視点での優先順位付け、選択と集中により限られた資源を効果的に活用すること

を考える必要があります。 

 

 

４．市民との情報・問題意識の共有、民間活力の導入の必要性 

今後の公共施設のあり方を検討する上では、これまでの考え方から脱却した発想のもと、機

能移転等による施設の総量圧縮を図った公共施設マネジメントを行う必要があります。そのた

めには、市民と公共施設の実態に関する情報を共有し、問題意識を共有しながら推進すること

が重要であり、市民の皆さんも経営者の視点に立って考えることが求められます。また、民間

のノウハウや活力を取り入れ、より効果的かつ効率的な公共施設マネジメントの実現を図るこ

とが重要です。 
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第４章 公共施設あり方計画の内容          
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Ⅰ．公共施設マネジメント基本方針 
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 １．対象施設 

高浜市が保有し、または借上げている１14の施設（土地を含む。）を対象とします。 

 

２．大方針 

 
高浜市の次世代に向けた公共施設マネジメントの確立・発信 
 

 ※マネジメントとは、今ある資源・資産を最大限有効活用して、コスト削減とサービスの維持・
向上を図るための“行政経営”を行うことを意味しています。 

 

■ 高浜市の地域特性を反映した公共施設マネジメント 

①小学校区の特性 

高浜市は、総合計画、防災等まちづくりを考えていく上で、小学校区を単位として考えてい

ます。長期的な視点に立って、それぞれの地域の特性を踏まえた公共施設のあり方を検討しま

す。 

②地域による人口動態の差異 

高浜市の将来予測人口は増加傾向である一方、児童・生徒等の年少人口は横ばいとなってい

ます。今後の人口予測では、人口の増減が地区ごとに違いがあることから、それぞれの人口構

成を踏まえた公共施設のあり方を検討します。 

③地勢を考慮した再配置 

高浜市は、臨海部に位置し、海岸部の一部では標高が約２ｍの低地や埋め立てにより造成さ

れた場所があります。今後、公共サービスを安心・安全かつ安定的に提供するため、防災上の

観点を踏まえ、標高や地質等高浜市の地勢を考慮した公共施設のあり方を検討します。 

④周辺地域との連携（衣浦東部広域行政圏、衣浦定住自立圏） 

高浜市は、碧南市、刈谷市、安城市、知立市の 5 市を管轄する衣浦東部広域行政圏にあり、

図書館や市民ホール等の文化施設、グラウンドやコート等のスポーツ施設において相互利用が

されています。また、消防活動を担っている衣浦東部広域連合においても、この圏域で組織し

ています。さらに刈谷市を「中心市」とする衣浦定住自立圏を形成しています。今後、更なる

近隣市との連携を踏まえながら、市民の利便性の向上を目指した取り組みを検討します。 

 

■ 新たな取組みによる公共施設マネジメント 

①すべての公共施設を対象 

高浜市が保有または借用している土地に建物が建築され、目的を持って使用している施設を

対象としています。ただし、道路、上下水道など社会的インフラを除きます。 

②トップマネジメントによる推進 

組織の縦割りを越えて、総合的、長期的な視点で検討するため、市長をトップに各部局長で

構成する「公共施設あり方推進本部」を核として、全庁を挙げて横断的な推進体制を整備しま

す。 

③数値目標を明示 

公共施設の現状や実態を把握するとともに、利用頻度に対する目標を数値で明示し、進行管

理を行います。 
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④財政との連動 

公共施設の将来コストの試算・財政推計との連動を考慮しながら、財政負担の軽減と平準化

等に向けた取り組みを検討します。 

⑤モデルケースを推進力とする 

施設機能に応じた今後の方向性を具体化するため、公共施設の中でモデルケースを取り上げ、

市民の合意を含めたあり方を作成、その検証を行い、これを他の施設への推進力とします。 

⑥市民と問題意識を共有・協働 

高浜市公共施設マネジメント白書を定期的に更新し、施設の現状と課題について問題意識を

共有し、市民が市民サービスの受益者という立場だけでなく、行政と共に知恵を出し合って公

共施設のあり方を検討します。 

 

３．大方針実現に向けての５つの柱 

（１） 中長期的な視点からのマネジメント 

①あるべき姿を踏まえた計画的・戦略的なマネジメント 

高浜市が目指す都市将来像を実現するためのまちづくりに向けて、総合計画や他の行政計画

との整合性を踏まえ、今後どうあるべきかを考え、公共施設の必要性を精査したうえで、施設

の改修・改築、統廃合等の改善策の優先順位を検討します。なお、必要性が低いものについて

は、廃止若しくは別機能の活用方法を検討します。 

②地域区分等を踏まえたマネジメント 

高浜市は、公共施設のあり方を検討するにあたり、徒歩圏が維持できるというコンパクトな

地域特性を考慮し、既成の地域区分を尊重しつつも、長期的視点に立って地域の特性を見据え

た配置を検討します。 

③人口動態・人口構成の変化による需要・ニーズの変化に対応したマネジメント 

地域の人口動態や将来人口の構成の変化による市民ニーズからの量と質の変化、人口増加に

伴う行政サービス全体の需要量の変化を想定し、身の丈にあった適切な公共施設のあり方を検

討します。また、長期間にわたる中で時代の変化に対応できるよう、適宜、見直しが行える体

制を検討します。 

④地勢を考慮したマネジメント 

公共サービスを安心・安全かつ安定的に提供するため、防災上の観点を踏まえ、施設の立地

状況等に留意したあり方を検討する必要があります。特に高浜市の臨海部には、標高約２ｍの

低地や埋め立てにより造成された場所があるという高浜市の地勢を考慮した公共施設のあり

方を検討します。 

⑤ライフサイクルコストの把握・管理に基づく、長期的なマネジメント 

公共施設の将来にわたる人件費を含めた維持管理費や修繕費等、長期的な視点でコストを把

握し、これを縮減、平準化するため、総量の圧縮、建替えから大規模改修を検討します。 

⑥施設の長寿命化（建物の維持・更新のあり方の見直し、機能転用等既存施設の有効活用） 

施設を安心・安全に利用できる状態を保つためには、建物や設備の劣化状況等を把握し、計

画的かつ段階的な修繕が必要となります。そのため、これまでの建物の維持・更新のあり方を

見直すとともに、財政負担の軽減と計画的な財政支出を図るため、建物の維持・改修への継続
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的投資による施設の延命を図る長寿命化を検討します。また、機能転用等や民間活力の導入も

視野に入れた既存施設の有効活用を検討します。 

⑦時代の要請に対応したマネジメント 

設計・運営における環境への配慮、バリアフリー対応や防災対応等、時代の要請に対応した

公共施設の活用及び整備を実現するため、整備手法や維持管理手法等を検討します。 

 

（２） 施設の実態を踏まえ、「機能の複合化」・「単一目的施設から多目的化」に転換する 

マネジメント 

①「施設重視型」から「機能重視型」に転換するマネジメント 

施設があるからサービスが提供できるという施設先行型の考え方ではなく、サービスを提供

するために施設があることを踏まえ、施設の機能を重視し、機能は極力維持するという考え方

で検討します。なお、類似した機能の施設については、機能の統合化も含めて検討します。 

②施設の実態を踏まえたマネジメント 

利用率の低い施設や老朽化等、高浜市公共施設マネジメント白書で整理した各公共施設の現

状と課題を踏まえ、今後の利活用について具体的な方向性を検討します。 

③適切な評価指標を用いたマネジメント 

公共施設の配置、利用・運営状況、コストの状況から各施設を評価し、費用対効果の比較や

施設の整備目的と利用実態の適合性について、評価指標を用いて検討します。 

④システム化等による一元化したマネジメント 

施設状況を把握するため、所管グループが個別に管理している公共施設に関するデータを一

元管理するための固定資産台帳等を活用しマネジメントに生かすとともに、そのデータの収

集・更新をシステム化して、施設の改修・建替え等にあたっての優先順位や全体方針との調整

等、全庁で統一した考え方に基づいた推進体制、状況に応じた見直しができる体制を検討しま

す。 

⑤「機能複合化」「用途見直し」を含むマネジメント 

各公共施設の利用率や空きスペースなどを考慮し、既存施設の有効活用を図るため、他の用

途への転換や複合化、同じ機能の統合化等を検討します。 

また、民間活力を活用した有効活用や近隣市との相互利用等を視野に入れ、各施設が連携し、

補完し合うことによって、公共サービスが提供できる仕組みを検討します。 

 

（３） 市民・民間事業者との問題意識の共有･協働を推進するマネジメント 

①市民等との問題意識の共有を踏まえたマネジメント 

高浜市公共施設マネジメント白書により、市民等に公共施設の現状と課題を公表し、問題意

識を共有することにより、市民サービスの受益者という立場だけでなく、サービスの供給者の

視点で、行政と共に知恵を出し合って公共施設の利用率を上げるなどの体制の構築を検討しま

す。 

②受益者負担と管理方法のバランスを図るマネジメント 

公共施設の利用料金と人件費を含めた維持管理コストについて、施設の目的や利用状況に応

じた受益者負担になっているか確認するとともに、料金設定や減免制度の見直し等使用料の基



  

43 

 

本方針との整合性を図りつつ、施設利用者だけでなく幅広い市民の意見を聞きながら、受益者

負担と管理方法のバランスを踏まえたあり方を検討します。 

③施設の管理・運営に市民参加を促進するマネジメント 

既に施設の管理運営に市民の参加が進められていますが、公共施設の利用率の向上を目指し、

市民や地域団体に施設の管理・運営を更に促す手法について検討します。 

④ＰＰＰの推進によるマネジメント 

公共施設の整備、管理・運営において、指定管理者制度やＰＦＩ等の PPP 手法（公民連携）

を導入するなど、民間活力を活用し、より効果的かつ効率的なサービスを提供することを検討

します。 

⑤民間施設の活用を含めた施設の再配置 

公共施設の全てを公共で賄うのではなく、維持管理に関するコスト等を比較検討したうえで、

民間施設の活用も視野に入れた公共施設のあり方を検討します。 

 

（４） 近隣自治体との連携・相互利用の拡大 

①近隣自治体の公共施設の相互利用を前提とした施設の再配置 

衣浦東部広域行政圏内、衣浦定住自立圏内の近隣自治体とは、既に公共施設の相互利用を実

施していますが、更に近隣自治体と連携した相互利用の検討や相互利用を前提とした施設のあ

り方を検討する必要があります。 

②「フルスペック型」から「ネットワーク型」に転換するマネジメント 

各地区に全ての施設機能を均一に配置するのではなく、狭隘なまちであるという特性を活か

し、効果的かつ効率的な機能を実現するため、施設間の連携を考慮した施設配置を検討します。 

 

（５） 全庁を挙げた問題意識の共有・体制整備と財政と連動したマネジメント 

①トップマネジメントによる推進 

組織の縦割りを越えて、総合的、長期的な視点で、市長をトップに各部局長で構成する「公

共施設あり方推進本部」を核として、施設の改修等の優先順位付けの決定や全体方針との調整

等トップマネジメントによる推進体制を整備します。 

②数値目標の明示による現状把握と問題意識の共有 

利用頻度に対する目標等具体的な数値目標を明示し、公共施設マネジメントの必要性や緊急

性を庁内で共有することにより、各施設の現状を把握するとともに、庁内一丸となって、より

適切な公共施設のあり方の知恵を出し合い共有します。また、目標の達成状況を管理し、継続

的な改善につなげる進行管理ができる体制を検討します。 

③財政制約を意識した優先順位付け 

第２次産業の就業率が高い本市では、今後の景気動向、産業構造の変化、人口推移等により

税収が大きく影響されます。また、扶助費の増加等による影響により、投資的経費が圧縮され

ている状況にあります。こうした要因を踏まえ、財政負担の平準化や財源の確保を検討すると

ともに、施設の改修や建替えにあたっての優先順位付けを検討します。 
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４．公共施設マネジメント基本方針のまとめ 
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Ⅱ．公共施設改善編 
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１．公共施設改善編の内容 

  公共施設マネジメント基本方針では、公共施設マネジメント白書から見えてきた現状と課題か

ら、市が保有する公共施設について、厳しい財政状況のもと、限られた財源の中で将来に向けた

改善策等の全体方針や方向性をまとめています。 

  公共施設改善編では、公共施設マネジメント基本方針に基づき、 

 

  原則 「新たな公共施設はつくらない」 という考えのもと 

 

施設の総量圧縮、機能移転等、今後の公共施設マネジメントを進めていくための改善案や公共施

設の具体的な方向性を示しております。 

改善案の基本的な考え方は、市民の方々にサービスを提供するために施設を活用するとして、

機能を重視しており、施設の大規模改修や建替え等の更新時期に合わせて、機能の複合化や機能

の集約化を図ることにより、サービスを低下させることなく、これまで以上のサービスが提供で

きるようにすることとしています。 

これまで、公共施設は市民のニーズに応える形でサービスを提供してきましたが、時代の変化

により、その利用のされ方も変化してきております。また、今後の社会情勢の変化の中では、公

共施設が果たす役割も変わってくることが想定されます。そうした時代の変化に対応していける

よう、定期的に見直しを行いながら進めていきます。 
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２.改善案検討の考え方 

改善案については、公共施設マネジメント基本方針をもとに、高浜市公共施設マネジメント白

書で示した次の 8 つの視点により検討します。 

 

＜財産の有効活用に関する検討項目＞ 

① 

 使用形態・利用形態

の見直し等による

効率的利用 

・各部門横断的利用 

・利用機能の見直し 

・多用途への転用 

・遊休施設の外部利用 

⑤ 

 建物のライフサイ

クルを通じた効率

化等 

・整備方針の見直し 

・優先度判定 

（建替・改修の判断） 

（事業方針等の判断） 

・維持管理コスト削減 

② 

 保有形態の見直し

等による効率化 

(新規整備時･継続整備時) 

・自ら所有 

・賃借 

⑥ 

 集約化・合同化等に

よる効率化 

・施設の集約化・合同化 

・統廃合 

・総量の圧縮 

③ 

 運営面の効率化 

 （業務改善） 

・自ら運営 

・一部アウトソーシング 

・運営の外部化 

（指定管理者制度等） 

⑦ 

 情報化等による効

率化 
・ＩＴ化による業務の変化 

・ＩＴ化による施設変化 

④ 

 スペースの効率的

利活用 

・スペースの有効活用 

・共用化、集約化 

⑧ 

 予算面 
・重点投入すべき分野の明

確化 

・評価結果の予算への反映 

 

上記の検討項目を踏まえ、主に施設の用途・機能別の改善案、改善方策の検討、改善効果等の検

討を行った結果は次のとおりです。なお、５２ページの「３．公共施設マップによる改善項目の抽

出」で改善案をマップに示すとともに、５４ページの「４．主な改善案」で具体的な改善案のイメ

ージを示しています。 

 

■改善の方向性 

対象施設 改善案 改善方策 改善効果 

集会施設 ◆利用率の低い施設

の複合化・集約化 

◆保有形態の見直し

による効率化 

○利用率が低い、又は老朽化が進行している集

会施設は、機能が異なる施設との複合化や類

似施設との集約化により総量の圧縮を図る。 

○保有形態の見直しによる効率化を図る。 

△81.1％ 

図書館 ◆機能の複合化、近隣

自治体との連携・相

互利用の拡大 

◆ネットワークシス

テム等による効率

化 

○図書館は、高浜小学校等に図書機能を移転さ

せ、複合施設とする。 

○専門書は市外の図書館を利用するなど、近隣

自治体との連携・相互利用の拡大による効率

化を図る。 

○学校図書室をネットワーク化し、情報化等に

よる効率化を図る。 

△4.3％ 

博物館等 ◆大規模修繕による

長寿命化 

◆保有形態の見直し

による効率化 

○地域文化の発信拠点であることから施設の

延命化を図り、現行の指定管理を継続し、よ

り効率的かつ市民サービスの向上を目指し

た管理運営を図る。 

○保有形態の見直しによる効率化を図る。 

0％ 
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ス ポ ー ツ

施設 

◆機能の集約化・機能

移転と複合化による

スペースの効率的利

活用 

○老朽化している施設は、学校開放の拡充によ

り、施設を廃止し総量圧縮を図る。 

○重複する機能は、機能の集約化により、総量

の圧縮を図る。 

△80.6％ 

学校施設 ◆学校の複合化 

◆災害時の拠点機能

の充実 

○高浜小学校の施設更新にあわせて、図書館や

スポーツ施設等周辺機能との複合化を図る。

【モデル事業】 

○災害時の拠点施設として、シャワー室・更衣

室・非常用電源装置等の機能充実を図る。 

0％ 

幼稚園 ◆認定こども園化を

推進 
○認定こども園化の推進を検討する。 

0％ 

保育園 ◆民営化の推進 ○保育園の民営化の推進を検討する。 △66.1% 

子 育 て 支

援 セ ン タ

ー 

◆民営化の推進 

◆機能移転による複

合化 

○民営化が図れる施設については、民営化の推

進を図る。 

○施設の更新、大規模修繕を行わないものと

し、他施設への機能移転を図る。 

△100％ 

幼児・児童

施設 

◆民営化の推進 ○民営化が図れる施設については、民営化の推

進を検討する。 

△34.7％ 

高 齢 福 祉

施設(介護

予防拠点) 

◆機能移転による複

合化 

○機能が異なる施設との複合化により総量の

圧縮を図る。 

△51.6％ 

高齢福祉施

設 (老人憩

の家) 

◆機能移転による複合

化 

○老朽化した施設の更新時には建替えは行わ

ず、機能が異なる施設との複合化により総量の

圧縮を図る。 

△100％ 

高 齢 福 祉

施設(介護

サービス) 

◆民間事業者との費

用負担の調整 

○大規模修繕費等の費用負担について民間事

業者と協議を行う。 

△39.0％ 

障 が い 福

祉施設 

◆機能の集約化、機能

移転による複合化 

○老朽化した施設の更新時には建替えは行わ

ず、他の施設への機能移転を図る。 

△100％ 

保健施設 ◆施設の集約化 分割されている施設を集約する。 △100％ 

市営住宅 ◆大規模修繕による

長寿命化 

◆民間施設の活用 

○大規模修繕等による長寿命化を図る。 

○老朽化した施設の更新時には建替えは行わ

ず、施設の廃止、又は民間施設の活用を検討す

る。 

△100％ 

庁舎等 ◆他の公共施設との

複合化や保有形態の

見直しによる効率化 

○老朽化及び耐震未実施の庁舎は、集会機能等

の他の公共施設との複合化や、民間施設を賃貸

するなどの保有形態の見直しを検討する。 

△56.1％ 

施設延床面積圧縮率 合計 △37.7％ 
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３.公共施設マップによる改善項目の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

•利用率の低い施設
の複合化・集約化

• 機能の複合化

• 近隣自治体との連
携・相互利用の拡大

• ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ等によ
る効率化

周辺市の図書館

•機能の集約化・機
能移転と複合化に
よるスペースの効
率的利活用

•学校の複合化

•災害時の拠点機能
の充実

建替え

【モデル事業】
高浜小の多目的利用
・図書館等との複合化
・防災拠点として整備

•保育園の民営化推進

•幼稚園の認定こども園
化推進

• 民営化の推進
• 機能移転による複合化

• 民営化の推進

•機能移転によ
る複合化

•大規模修繕による長
寿命化

• 他の公共施設との複
合化や保有形態の見
直しによる効率化

•施設の集約化

•大規模修繕による
長寿命化

大規模
改修

大規模
改修

大規模
改修

•民間事業者との
費用負担調整

周辺市のスポーツ施設

・民間活力による見直し 
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•利用率の低い施設
の複合化・集約化

• 機能の複合化

• 近隣自治体との連
携・相互利用の拡大

• ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ等によ
る効率化

周辺市の図書館

•機能の集約化・機
能移転と複合化に
よるスペースの効
率的利活用

•学校の複合化

•災害時の拠点機能
の充実

建替え

【モデル事業】
高浜小の多目的利用
・図書館等との複合化
・防災拠点として整備

•保育園の民営化推進

•幼稚園の認定こども園
化推進

• 民営化の推進
• 機能移転による複合化

• 民営化の推進

•機能移転によ
る複合化

•大規模修繕による長
寿命化

• 他の公共施設との複
合化や保有形態の見
直しによる効率化

•施設の集約化

•大規模修繕による
長寿命化

大規模
改修

大規模
改修

大規模
改修

•民間事業者との
費用負担調整

周辺市のスポーツ施設
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４.主な改善案 

改善案①：集会機能 

利用率の低い施設の複合化・集約化 

○ 利用率が低い、又は老朽化が進行している集会施設は、機能が異なる施設との複合化や類似

施設との集約化により施設の総量圧縮を図る。 

 

 

 

改善案②：図書館 

機能の複合化、近隣自治体との連携・相互利用の拡大、ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ等による効率化 

○ 図書館は、高浜小学校等に図書機能を合築させ、複合施設とする。 

○ 専門書は市外の図書館を利用するなど、近隣自治体との連携・相互利用の拡大による効率化

を図る。 

○ 学校図書室をネットワーク化し、情報化等による効率化を図る。 

 広
域
対
応
施
設

図書館

学校への複合化【モデル事業】

地
域
対
応
施
設

図書室

中学校

小学校
専門書は市外
図書館を利用

学校図書室の

ネットワーク化

近隣市
図書館相互利用

合築

機能移転
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改善案③：スポーツ機能 

機能の集約化・機能移転と複合化によるスペースの効率的利活用 

○ 老朽化している施設は、学校開放の拡充により施設の総量圧縮を図る。 

○ 重複する機能は、機能の集約化により、施設の総量圧縮を図る。 

 

 

改善案④：高齢者福祉施設＜介護予防拠点・老人憩の家＞ 

機能移転による複合化 

○ 老朽化した施設は更新時には建替えは行わず、機能が異なる施設との複合化や類似した施設

との集約化により施設の総量圧縮を図る。 

 

広
域
対
応
施
設

テニスコート

体育センター
武道館

中学校

小学校

学校開放の拡充による機能移転

機能移転

機能移転地
域
対
応
施
設
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（モデルケースイメージ） 

 

 

○ 高浜小学校の施設更新にあわせて、図書館やスポーツ施設等との複合化を図る。 

○ 災害時の拠点施設として、シャワー室・更衣室・非常用電源装置等の機能充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

改善案⑤：モデル事業＜高浜小学校の複合化及び防災拠点整備＞ 

学校の複合化、災害時の拠点機能の充実 

 

●学校施設の多目的利用（周辺機能の導入）

≪学校施設の複合化≫

≪災害時のモデル避難所拠点施設としての提案≫

●避難所の拠点施設として機能するように、災害時対応設備の充実化

（シャワ－室、更衣室、非常用電源装置等）

校舎
体育館

周辺機能

(集会施設・図書館等)

機能導入

合築

機能導入

機能導入

周辺機能

(スポ－ツ施設)

シャワ－室・更衣室・非

常用電源装置等の災害

時対応設備の充実

学校の

多目的活用

イメ－ジ図（案）
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５．削減目標の設定 

■コストシミュレーションの結果 

 高浜市公共施設マネジメント白書から、高浜市における公共施設の保有面積は 12.6 万㎡、市民

1 人当たりに換算すると 2.87 ㎡を保有しています。また、投資的経費額は、市民 1 人当たり約

0.6 万円です。今後すべての公共施設の維持・更新にかかるコストは、年平均 13.1 億円となる試

算結果となっています。 

これを総量（施設数）とコスト（投資的経費）の視点から見てみますと、まず、ストーリー１と

して、今後も現状の保有面積（12.6 万㎡）を維持した場合、更新費用を年平均で 13.1 億円とす

ると、市民 1 人当たりの投資的経費額は 5 倍の約 3 万円となります。つまり、市民 1 人当たり年

間 2.4 万円も増額することになります。 

一方、ストーリー2 として、現状の投資的経費の年平均 2.6 億円で今後も推移した場合、更新で

きる保有面積が今ある施設の２０％、2.5 万㎡しか更新できないことになり、10.1 万㎡の施設が

維持できないということになります。高浜市の小中学校全７校を合わせると約 5.3 万㎡ですので、

全学校の半分しか更新できなくなることから、相当の公共施設の総量圧縮をしなければならないこ

とになります。 

 

 

 

  現実的には、 

実現不可。 
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■改善項目による取組み 

  公共施設が抱える課題を解決するには、「コストシミュレーションの結果」で述べたようなス

トーリー1・2 は、行政サービス面や財政面からもいずれも実際には不可能と言えます。課題解決

のためには、公共施設マネジメントを通して行政サービスの見直しも行いながら、様々な手法を用

いて改善していくとともに、数値目標を設定し明示する必要があります。 

そこで、公共施設にかかるトータルコストに着目して、公共施設マネジメント基本方針から導き

出された改善項目による取り組みから、目標値を設定することとしました。 

まず、対象施設として、広域施設、土地・建物のいずれも民間である施設及び既に廃止された施

設を除いた１１４施設の施設から、民間所有施設（他団体施設）、グランド、施設更新を民間に委

ねていくとした施設などを除いた７8 の施設について、公共施設マネジメント基本方針を踏まえ、

今後も継続して維持していく施設と複合化や機能移転等により施設の総量圧縮を図る施設の棲み

分けを行います。棲み分けにあたっては、年少人口が今後ほぼ横ばいで推移するという人口推計か

ら、学校や子育て関連施設は今後も維持していくこととし、学校を核として周辺の機能を複合化す

ることができないか、また、高齢化が進行する中、地域の利便性を考慮しながら、効率化・機能の

複合化・保有形態の見直し等によりコストの縮減を図るといった考え方により棲み分けを行います。 

この棲み分けをした施設について、施設の長寿命化（改善項目①）や施設の総量圧縮（改善項目

②）による削減額を検討します。 

なお、表中の時期は次の期間を示しています。 

  第１次  2014 年（平成 26 年）～ 2017 年（平成 29 年） 

  第２次  2018 年（平成 30 年）～ 2021 年（平成 33 年） 

  第３次  2022 年（平成 34 年）～ 2025 年（平成 37 年） 

  第４次  2026 年（平成 38 年）～ 2029 年（平成 41 年） 

  第５次  2030 年（平成 42 年）～ 2033 年（平成 45 年） 

  第６次  2034 年（平成 46 年）～ 2037 年（平成 49 年） 

  第７次  2038 年（平成 50 年）～ 2041 年（平成 53 年） 

  第８次  2042 年（平成 54 年）～ 2045 年（平成 57 年） 

  第９次  2046 年（平成 58 年）～ 2049 年（平成 61 年） 

  第 10 次 2050 年（平成 62 年）～ 2051 年（平成 63 年） 

 

（１）保全の取組み対象施設一覧 

今後も継続して維持していく施設は、下記の３７施設になります。 

保全対象施設一覧 

№ 施設名 用途 建築年度 

市保有施

設延床面

積（㎡） 

時期 

1 南部ふれあいプラザ 集会施設 S54 385  第９次 

2 吉浜ふれあいプラザ 集会施設 H21 348  第８次 

3 高浜ふれあいプラザ 集会施設 S51 404  第９次 

4 高浜エコハウス 集会施設 H20 1,001  第８次 

5 かわら美術館 美術館 H5 4,669  第４次 
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6 高浜市漕艇センター スポーツ施設 H9 448  第５次 

7 高浜小学校 学校施設 S34 7,841  第１次 

8 吉浜小学校 学校施設 S44 6,390  第２次 

9 高取小学校 学校施設 S40 6,061  第２次 

10 港小学校 学校施設 S50 4,898  第３次 

11 翼小学校 学校施設 H13 9,729  第６次 

12 高浜中学校 学校施設 S44 10,320  第３次 

13 南中学校 学校施設 S52 7,573  第４次 

14 高浜幼稚園 幼稚園 S63 757  第３次 

15 吉浜幼稚園 幼稚園 S46 992  第２次 

16 高浜南部幼稚園 幼稚園 S52 625  第２次 

17 高取幼稚園 幼稚園 S47 658  第２次 

18 吉浜北部保育園 保育園 S52 727  第２次 

19 高取保育園 保育園 S53 860  第２次 

20 東海児童センター 幼児・児童施設 S61 326  第２次 

21 翼児童センター 幼児・児童施設 H13 671  第６次 

22 東海児童クラブ 幼児・児童施設 S61 23  第２次 

23 翼児童クラブ 幼児・児童施設 H13 82  第６次 

24 高取児童クラブ 幼児・児童施設 S40 129  第２次 

25 楽習館児童クラブ 幼児・児童施設 S38 89  第５次 

26 となりのおばちゃん 幼児・児童施設 H12 20  第５次 

27 生きがいセンター 
高齢福祉施設 

（介護予防拠点） 
S60 512  第２次 

28 宅老所「いっぷく」 
高齢福祉施設 

（介護予防拠点） 
S38 161  第５次 

29 宅老所「悠遊たかとり」 
高齢福祉施設 

（介護予防拠点） 
H12 161  第５次 

30 
小規模多機能居宅介護支援事業 

オリーブ 

高齢福祉施設 

（介護サービス） 
S50 285  第８次 

31 南部デイサービスセンター 
高齢福祉施設 

（介護サービス） 
H10 496  第５次 

32 アサヒサンクリーン高浜ケアハウス 
高齢福祉施設 

（介護サービス） 
H15 1,817  第６次 

33 いきいき広場 庁舎等 H7 6,011  第５次 

34 第一分団詰所 その他施設 H4 129  第４次 

35 第二分団詰所 その他施設 H9 130  第５次 

36 第三分団詰所 その他施設 H7 130  第５次 

37 第四分団詰所 その他施設 H11 130  第５次 
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（２）改善の取組み対象施設一覧 

複合化や機能移転等により施設の総量圧縮を図る対象施設は、下記の４１施設です。 

改善対象施設一覧 

№ 施設名 用途 
 

市保有 

施設延 

床面積

（㎡） 

時期 

1 勤労青少年ホーム 集会施設 S49 694  第４次 

2 春日庵 集会施設 H3 124  第１次 

3 高取農業センター 集会施設 S57 381  第２次 

4 東海会館 集会施設 S61 211  第２次 

5 女性文化センター 集会施設 H6 752  第３次 

6 大山公民館 集会施設 S60 621  第１次 

7 吉浜公民館 集会施設 S44 1,098  第２次 

8 高浜南部公民館 集会施設 S56 478  第３次 

9 高取公民館 集会施設 H7 743  第２次 

10 中央公民館(市民センター) 集会施設 S55 4,091  第２次 

11 市立図書館・郷土資料館 図書館 S54 1,707  第１次 

12 吉浜図書室 図書館 S44 49  第２次 

13 高取図書室 図書館 H7 28  第２次 

14 武道館 スポーツ施設 S54 598  第２次 

15 高浜市体育センター スポーツ施設 S52 1,259  第１次 

16 碧海テニスコート スポーツ施設 S52 － 第２次 

17 いちごプラザ 子育て支援センター S50 307  第２次 

18 全世代楽習館 
高齢福祉施設 

（介護予防拠点） 
S38 91  第５次 

19 サロン赤窯 
高齢福祉施設 

（介護予防拠点） 
H14 250  第１次 

20 ものづくり工房「あかおにどん」 
高齢福祉施設 

（介護予防拠点） 
S48 － 第１次 

21 高取南部老人憩の家 
高齢福祉施設 

（老人憩の家） 
S52 69  第２次 

22 高取北部老人憩の家 
高齢福祉施設 

（老人憩の家） 
S47 67  第１次 

23 高浜中部老人憩の家 
高齢福祉施設 

（老人憩の家） 
S45 78  第１次 

24 高浜南部老人憩の家 
高齢福祉施設 

（老人憩の家） 
S49 68  第２次 

25 高浜北部老人憩の家 
高齢福祉施設 

（老人憩の家） 
S50 76  第１次 

26 湯山老人憩の家 
高齢福祉施設 

（老人憩の家） 
S50 81  第２次 

27 吉浜南部老人憩の家 
高齢福祉施設 

（老人憩の家） 
S52 69  第２次 

28 吉浜北部老人憩の家 
高齢福祉施設 

（老人憩の家） 
S48 76  第２次 

29 高浜老人ふれあいの家 高齢福祉施設 S38 163  第１次 
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（老人憩の家） 

30 障害者地域生活支援施設「みんなの家」 障がい福祉施設 H15 133  第７次 

31 みどり学園 障がい福祉施設 H12 177  第５次 

32 保健センター 保健施設 S54 831  第２次 

33 市役所 庁舎等 S52 7,673  第１次 

34 東海住宅 市営住宅 S61 3,693  第２次 

35 稗田住宅 市営住宅 Ｈ１ 1,569  第３次 

36 湯山住宅 市営住宅 S58 3,305  第２次 

37 芳川住宅 市営住宅 S56 1,581  第２次 

38 葭池住宅 市営住宅 S39 320  第６次 

39 地域安心安全ステーション その他施設 S47 67  第２次 

40 三河高浜駅西駐車場 その他施設 H7 4,145  第３次 

41 シルバー作業所（旧福祉作業所） その他施設 S56 140  第２次 
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改善項目① 長寿命化（建替えから大規模改修へ） 

１１４の対象施設から、民間所有施設（他団体施設）、グランド、施設更新を民間に委ねていく

とした施設などを除いた７8 の公共施設に対して、長寿命化による削減効果を試算します。 

これまでの不具合が生じてから修繕するというのではなく、不具合が生じる前に計画的な修繕や

大規模改修を行うとともに、適正な維持管理を実施するなど、公共施設の延命化を図ることにより

コスト削減を図ります。長寿命化案として、大規模改修時期を建築後 35 年、建て替え時期を建築

後 70 年とすると、総額で 46１億円（年平均１２.１億円）となり、８％のコスト削減となる試算

結果となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

公共施設の長寿命化による更新費用試算（大規模改修３５年、建替え７０年） 

更新費用総額 約４６1 億円（年平均約１２.1 億円） 

【長寿命化による効果】 

114 施設を長寿命化しない場合の試算額 約５０２億円（年平均約 13.2 億円）より → 約８％削減 
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改善項目② 機能の複合化・運営の見直し・統廃合等による総量の圧縮 

改善項目①の試算結果では、市の財政状況を考慮すると、まだ公共施設を維持していくことは困

難です。そこで、改善項目②では、さらにコストを削減するために、機能の複合化や機能移転等に

よって施設の総量圧縮を図る施設と、今後も維持していくとした施設の棲み分けを行い、削減効果

を試算します。施設の総量の圧縮を図った場合、更新費用がかからなくなることから、総額 46１

億円が２９９億円（年平均 7.9 億円）となり、約３５％の削減結果になります。さらに、機能の複

合化、機能移転等による運営面での効率化を考慮すると、総額２９９億円が 209 億円（年平均 5.5

億円）となり、約３０％の削減結果になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施設の総量圧縮についての考え方は、現状の耐用年数をもとに、施設の年数が経過した段階で周

辺施設への機能移転を図る、また、大規模改修や建替えなどの更新する施設に合わせて機能移転を

図ることを基本としています。総量圧縮については、施設の利用状況を踏まえ、当該施設の更新時

期が来る前の段階において、総量圧縮に向けた具体的な検討を進めていきます。 
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機能の複合化や集約化等総量圧縮による更新費用試算 

【総量圧縮（面積 3８％削減）による効果】  改善項目①より → 約３５％削減 

【総量圧縮に伴う運営費用削減効果】 上記削減効果よりさらに → 約３０％削減 

更新費用総額 ２０9 億円（年平均約 5.5 億円） 
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改善項目③ 財政シミュレーション（長期財政見通し） 

改善項目①と②による試算結果に対し、その試算結果及び中期基本計画に係る財政計画を踏まえ、

今後市の財政がどのように推移していくかのシミュレーションを行いました。 

シミュレーションした結果、公共施設建替え・改修費用が集中する時期として、大規模改修を行

う施設が集中する平成２８年度～平成３６年度までの間（第 1 期集中期）と、建替えを行う施設が

集中する平成４６年度～平成６０年度までの間（第２期集中期）の大きく分けて、２度到来するこ

とになります。 

しかし、第１期集中期において、市債による借入や、基金の取り崩しを行うなど、最大限努力し

ても、第１期集中期の後期には基金の残高が枯渇する結果となりますが、第 2 期集中期では、さら

に費用の波がより高く集中することから、第２期集中期に備えた財源の確保を行う必要があります。

そのためには、補助金の活用等による保全対象施設の費用負担の軽減や、改善モデルプランを早期

に実施するなど、積極的に取り組むことが求められます。 

なお、試算結果の詳細については、附属資料の「Ⅵ．高浜市 長期財政見通し（平成 26 年度～

平成 63 年度）」に掲載しています。 

 

図 19 今後の投資的経費見込額  
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■改善項目のまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１１４施設 

平成６３年度まで維持した場合の試算結果 

総額 50２億円（年平均 13.2 億円） 

改善項目① 78 施設 
公共施設の長寿命化による更新費用 

総額 461 億円（年平均 12.1 億円） 

改善項目②  

・今後も維持していく 37 施設の更新費用 

 総額 299 億円（年平均 7.9 億円） 

・総量圧縮を図る 41 施設の更新費用 

  総額 △162 億円（約３５％削減） 

総量圧縮した施設の維持管理・運営費用 

総額 △ 90 億円（約３０％削減）   

 

 行政サービス 

を維持してい 

 くために 

削減目標額 252 億円（約５５％削減） 

維持していく施設と総量圧縮

を図る施設の棲み分けにより 

民間所有施設、グランドなどを除く７８施設を対象 
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Ⅲ．公共施設保全編 
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１．公共施設保全編の内容 

■公共施設保全編の目的 

  公共施設保全編は、公共施設マネジメント基本方針及び公共施設改善編に基づき、今後も維持

していくとした公共施設の耐用年数の長寿命化やコスト平準化を考慮した保全スケジュールな

どをとりまとめ、市民の貴重な財産である公共施設を安心・安全に継続して利用できるよう、具

体的な維持管理や効率的かつ効果的な保全を行うための考え方をまとめています。 

  保全スケジュールは、今後の社会情勢の変化や市民ニーズの変化等に対応できるよう定期的に

見直しを行います。 

 

■公共施設保全編の流れ 

  公共施設保全編では、まず、施設に関する建物ごとの基本的な情報及び耐震診断、建築基準法

による定期報告、設計図書及び修繕履歴等の既存データを整理し、施設一覧を作成するとともに、

劣化状況調査を実施し、劣化状況を総合的に判断します。次に、施設一覧及び建物の劣化状況か

ら、施設の長寿命化の検討、整備レベルの設定、保全の優先度の考え方などを整理するとともに、

投資的経費の把握を行い、財政計画と連動した財政シミュレーション（長期財政見通し）をまと

めています。 
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２．建物の劣化状況評価 

■劣化状況調査の目的と実施方法 

（１）劣化状況調査の目的 

建物は、年数の経過によって不具合や劣化が現われてきます。 

劣化の状況は目に見えてはっきり見えるものから、外からではわからない隠れた不具合、建物

の造り方の問題による不具合、劣化予備軍まで様々ですが、現状の建物の劣化がどの程度進んで

いるかを把握するために必要となるのが建物劣化状況調査です。 

限られた財源の中で公共施設の保全を推進していくためには、適切な基準に基づくコスト平準

化を考慮した保全スケジュールを設定する必要があります。 

本調査は、目視を主体とした劣化状況調査を実施し、調査結果の中で、劣化が激しく早急に修

繕の必要がある建物の抽出を行うとともに、計画期間におけるコスト平準化のための基準の１つ

として実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）劣化状況調査の流れ 

① 調査対象施設 

    劣化状況調査は、保全対象施設とした１１４施設１６４棟のうち、資材倉庫やトイレ、小

規模施設を除いた公共施設に対して、専門技術者及び市職員による現地調査を実施しました。 

    専門技術者による現地調査は、小学校区・施設用途・築３０年以上経過している建物、構

造、避難所等を考慮し、５５施設５９棟を抽出して調査を実施しました。また、専門技術者

による現地調査以外の４２施設４１棟については、市職員が調査を実施しました。 

（横軸）総合劣化度（横軸）総合劣化度

（
縦
軸
）
施
設
重
要
度

（
縦
軸
）
施
設
重
要
度

保全優先度の設定保全優先度の設定

防災計画に
おける

避難所指定
等

防災計画に
おける

避難所指定
等

劣化状況評価一覧劣化状況評価一覧

修繕コスト
算出

修繕コスト
算出

Ｄ評価の屋根・外壁
に対して
現状仕様・数量×修繕単価
により緊急修繕費を算出

部位ごとの劣化評価（ＡＢＣＤ評価）より
部位の重要度や築後年数を加味して
定量化（劣化度算出）

総合劣化度

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

65点以上 55点以上65点未満 45点以上55点未満 45点未満

・O南中学校
（特別教室棟）

・Y西中学校（普通教室棟1）
・O東中学校（体育館）
・O北中学校（普通教室棟）
・OM小学校（普通教室棟1）
・O北小学校（特別・普通教室棟）
・O小学校（普通教室棟）
・他 計177棟
・○○庁舎

（第二別館）
・I公民館（本館棟）
・C消防署（既存本棟）
・M公民館
・C区役所（本館）
・他 計21棟

・K小学校（普通教室棟）
・O南小学校（特別・普通教室棟）
・西U小学校（特別・普通教室棟）
・K中学校（特別教室棟）
・O西小学校（特別・普通教室棟）
・U北小学校（特別・普通教室棟）
・U小学校（普通教室棟）
・北U小学校（管理・普通教室棟）
・他 計350棟

・I本町保育園（保育室棟）
・N西保育園
・A保育園
・東N保育園
・OM保育園
・Tコミュニティセンター
・NPコミュニティセンター
・K保育園
・他 計12棟

・○○市役所（本館高層棟）
・M公民館
・H公民館
・O中部公民館
・O北公民館
・C区役所（別館）
・I消防署（食堂他）
・○○市役所（本館低層棟）
・他 計34棟

・S保育園
・T保育園
・K保育園
・M保育園（保育室棟）
・M保育園（遊戯室棟）
・M保育園（渡り廊下棟）
・W保育園
・ON保育園（本棟）
・他 計37棟

・K小学校（給食室）
・Y小学校（普通教室棟2）
・N小学校（特別教室棟）
・T小学校（給食室）
・N小学校（体育館）
・Y中学校（体育館）
・M中学校（体育館）
・J小学校（特別教室棟）
・他 計86棟

・T支所
・N公民館（講座室棟）
・S東公民館
・O公民館
・I本丸公民館
・U公民館
・N公民館
・T公民館
・他 計21棟

・OM小学校（特別・普通教室棟）
・Y南中学校（体育館・武道場）
・H小学校（体育館,武道場,プー
ル）

・R中学校（体育館）
・W中学校（体育館）
・U中学校（体育館）
・J小学校（体育館）
・他 計116棟

・HO保育園
・K保育園
・M西保育園
・M保育園
・西部文化センター
・MY保育園（休憩室棟）
・西Yコミュニティホール
・南U保育園
・他 計12棟

・O東公民館
・北消防署（既存棟）
・M消防署
・C消防署
・南K公民館
・U消防署K出張所
・B公民館
・M区役所
・他 計28棟

・OS保育園
・N保育園
・H保育園
・O保育園
・O工房館
・O保育園
・Nコミュニティセンター
・M保育園
・他 計19棟

高 低

施
設
重
要
度

低

1

高

優先度

２

２

優先度 優先度 優先度

３

３

３

４

４

４

優先度

５

５

優先度

６
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  ② 調査結果の集計 

    調査結果は、施設ごとに各部位の仕様や劣化状況等を施設カルテとしてとりまとめ、一覧

表によって各部位の劣化状況の分析・評価を実施しました。 

 

図２0 劣化状況調査の流れ 
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保全対象施設

164棟 119,939㎡

技術者による
現地調査

市職員による
現地調査

調査対象外
Ｗ
Ｅ
Ｂ
調
査
ツ
ー
ル
で
対
応

59棟 41棟 64棟

•築浅の建物
•小規模な建物

施設カルテ
（部位別総括）

仕様 劣化
工事
履歴

施設カルテ
（部位別総括）

仕様 劣化
工事
履歴

問診票調査

市保有施設延床面積

計124,443㎡

対象外 4,504㎡は、
資材倉庫、備蓄倉庫、
公園トイレ等

一覧表による集計・分析・評価

現況写真

問診票等

現地調査
相談窓口

施設一覧

データの
一時保管

（建築年）
（延床面積）等

データ編集

メール・電話
Ｑ＆Ａ

デジタルカメラ

現地調査
マニュアル

記入マニュアル

更新ルール

PC・ﾀﾌﾞﾚｯﾄ等

操作画面（例）

（各部の劣化状況）
（仕様）（工事履歴）

（目視による調査）
（各部の劣化状況・仕様）

チェック形式の簡易
な操作で入力可能

現況写真もコメント
付きで共有可能

劣化状況評価一覧 2013 基準年 外壁全面積＝√［延床面積÷（地上＋地下階数）］×110％×4辺×（4ｍ×地上階数＋1ｍ）

赤字：部位重要度 現況劣化度＝評価点の和÷評価部位数 外壁面積＝外壁全面積×70％

現況劣化度の順 1.00 1.00 1.00 0.50 0.25 0.75 0.50 0.50 0.25 0.25 総合劣化度＝現況劣化度＋築年数 開口部面積＝外壁全面積×30％

調査区分　①現地調査　②市職員による調査　③調査対象外 劣化状況 評価 仕様・数量

建物概要 屋根・屋上 外壁 外部開口部

No. 施設名 棟名 用途
建築
年度

構造
種別

地
上

地
下

延床
面積

仕様 屋根㎡ 仕様 外壁㎡ 仕様 開口㎡

62 港小学校 校舎 学校 1975 RC造 4 3,578 D D D D C C C C D C 38 533 10 53 91 1 2 2 保護防水 984
吹付け、塗

装 1,566 アルミ製 671 54,442,900

30 高浜小学校 南校舎 学校 1959 RC造 3 2,873 D D D C C C D A A C 54 473 10 47 101 1 2 2 露出防水 1,053
吹付け、塗

装 1,239 アルミ製 531 40,141,800

31 高浜小学校 北校舎 学校 1966 RC造 3 2,002 D D D D D C C A A A 47 463 10 46 93 1 2 2
瓦、ｽﾚｰ
ﾄ、ｼﾝｸﾞﾙ

等

734
吹付け、塗

装
1,034 アルミ製 443 27,356,500

80 高浜中学校 南校舎 学校 1969 RC造 3 2,588 D D D D C C C A A A 44 455 10 46 90 1 2 2 露出防水 949
吹付け、塗

装
1,176 アルミ製 504 37,495,200

83 高浜中学校 北校舎 学校 1972 RC造 5 4,765 D D D B C C D A A A 41 440 10 44 85 1 2 2 露出防水 1,048
吹付け、塗

装 1,997 アルミ製 856 56,911,700

114
吉浜北部保
育園

園舎
幼稚園・保育
園・こども園

1977 RC造 2 0 719 C D D C D C A C A A 36 418 10 42 78 1 1 1 露出防水 946
吹付け、塗

装 526 アルミ製 225 23,022,300

20
高浜市体育
センター

体育館 ｽﾎﾟｰﾂ施設 1977 SRC造 1 0 1,259 D C D A C D D A A A 36 413 10 41 77 1 2 2
瓦、ｽﾚｰ
ﾄ、ｼﾝｸﾞﾙ

等

1,385
吹付け、塗

装 546 アルミ製 234 12,121,200

40 吉浜小学校 南校舎 学校 1978 RC造 3 3,094 D D D C C C A A A A 35 405 10 41 76 1 2 2 保護防水 1,134
吹付け、塗

装 1,286 アルミ製 551 51,226,900

4
中央公民館
(市民セン
ター)

集会所 集会施設 1980 SRC造 4 1 4,091 C D C D C C C A A A 33 395 10 40 73 1 1 1 保護防水 900 タイル貼り 1,498
カーテン
ウォール 642 18,000,000

19 武道館 武道館 ｽﾎﾟｰﾂ施設 1979 RC造 1 0 598 D D C B C C C A A A 34 395 10 40 74 1 2 2
瓦、ｽﾚｰ
ﾄ、ｼﾝｸﾞﾙ

等

658
吹付け、塗

装
377 アルミ製 161 3,948,000

113 高取保育園 園舎
幼稚園・保育
園・こども園

1978 RC造 2 0 697 D D C D C C A A A A 35 390 10 39 74 1 2 2 露出防水 383
吹付け、塗

装
517 アルミ製 222 4,596,000

空
調
設
備

そ
の
他
設
備

外
構

修繕費（円）
（屋根・屋上・外
壁・開口部のＤ

評価対応）
築年

評価
点の
和

評価
部位
数

現況
劣化
度

総合
劣化
度

劣
化
度
区
分

施
設
重
要
度

保全
優先
度

躯
体

内
部
仕
上
げ

電
気
設
備

給
排
水
衛
生

屋
根
・
屋
上

外
壁

外
部
開
口
部

調査 
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（３）調査評価基準 

① 調査項目 

調査にあたっては、建物の性能及び機能を維持していく上で、必要かつ重要と考えられる

部位を調査項目とし、目視を主体とした調査を実施しました。 

 

表２１ 調査項目 

部 位 主な調査項目 

躯体 
 基礎部分の劣化状況 

 特殊な構造部の有無 

外部仕上げ 

 屋根・屋上の仕上げ 

 外壁の仕上げ（仕上げが異なる場合は仕上げごとの割合） 

 外部開口部の仕上げ（アルミサッシ・スチール・木等） 

 外部雑（外部階段の有無、屋上手すり等の鉄部） 

内部仕上げ 
 一般に利用される各部屋、廊下、便所の床・壁・天井の仕上げ 

 内部開口部の仕上げ（木・ﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ・鋼製） 

電気設備 

 受変電機器のラベル写真（キュービクル等） 

 自家発電等特殊電源の有無 

 放送設備の有無（一般放送・非常用のみ） 

 防災設備の有無（防排煙連動機器、避雷針、非常コンセント等） 

給排水 

衛生設備 

 給水方式（受水槽、高架水槽の有無、ポンプの有無） 

 給湯方式（中央・局所） 

 ガス設備の有無 

 消火設備の種類（消火栓、スプリンクラー、連結送水管、その他消火設備等） 

空調換気 

排煙設備 

 冷暖房方式（中央方式・個別）（ＦＦ式ストーブ・ルームエアコン・ビルマル等） 

 換気方式（自然換気、換気扇等） 

その他設備  昇降機の有無（エレベーター、小荷物専用昇降機等） 

敷地  アプローチ、駐車場・駐輪場、グラウンド、門、フェンス 

 

② 目視による評価基準 

調査の評価基準として、物理的な状態及び機能的な状態について把握し、ＡからＤの４段

階で評価しました。 

 

表２２ 評価基準 

評価 目視による評価基準 

Ａ 概ね良好である 

Ｂ 局所的に劣化が見られる 

Ｃ 広範囲に劣化が見られる 

Ｄ 劣化の程度が大きく、早急に対応する必要がある 
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（４）劣化状況調査に伴う施設カルテの作成 

本調査では、簡易な設問項目にチェックを行いながら劣化状況等を確認し、建物の状況を整

理します。また、各部位の劣化状況の判断基準を写真等により視覚的に整理しておくことで、

判断基準の統一化を行います。調査結果は、建物の状況を把握するための簡易カルテ及び工事

履歴などを網羅し、今後の改修内容やコストを試算するための詳細カルテの 2 つのカルテから

なる施設カルテをまとめました。 

 
  

詳細カルテ
1 調査日

○○小学校　○○校舎 記入者

年 種類
回数

か所数 仕様 劣化

基礎・杭 直接基礎 ① ―

地下 ― ― ―

地上 鉄筋コンクリート造 ② Ａ

屋根・屋上 露出防水 屋上面積 868 ㎡ 雨漏り痕 3 ② Ｃ

外壁 吹付・塗装 外壁仕上 5,308 ㎡ 剥がれ・漏水 3 ① Ｂ

外部開口部 アルミ製 開口面積 3,540 ㎡ 錆 5 ② Ｃ

その他 庇 ひび 1 ― Ｄ

受変電設備 キュービクル有り ② Ｂ

電灯ｺﾝｾﾝﾄ設備 器具故障 1 ― Ｄ

通信設備 非常放送 ② Ｂ

防災設備 火災報知機 ② Ｂ

その他 ④ Ｂ

給水設備 高架水槽 給水難 1 ① Ｄ

給湯設備 局所方式 ① Ｃ

排水設備 下水道直結 ② Ａ

衛生器具設備 ― Ｃ

ガス設備 都市ガス ① Ａ

消火設備 屋内消火栓 ② Ｂ

その他 ― ―

空調設備 個別方式 H20 新設 ② Ａ

換気設備 全熱交換器 H20 新設 ② Ａ

その他 ― ―

昇降機設備 ＥＶ台数 台 ― ―

機械駐車設備 機械駐車 台 ― ―

その他 ― ―

舗装 舗装面積 ㎡ ― ―

雨水排水 ― ―

門及びﾌｪﾝｽ 敷地外周 ｍ ― ―

植栽 植栽面積 ㎡ ― ―

その他 ― ―
そ
の
他

教室 木質系内装 床面積 ㎡ ③ Ｂ

廊下 ㎡ ― Ｂ

便所 湿式 ㎡ ① Ｃ

その他 剥がれ 3 ― ―

― ―

現況劣化度

平成25年5月1日

○○

65

評価劣化状況

施設番号

建物名（棟名）

そ
の
他

外
構

空
調
設
備

躯
体

外
部
仕
上
げ

電
気
設
備

給
排
水
衛
生
設
備

主
要
室

工事履歴
部位 主な仕様・数量

簡易カルテ

詳細なレベルで仕様・数量・劣化状況・工
事履歴を把握し、改修内容・改修コストに
つなげる。

劣化問診票の結果とともに、部位別の仕
様・劣化状況・現況写真を整理し、建物の
状況を把握できる。

劣化問診票 現地調査（劣化状況調査）年度）

造 ㎡ 地上 2 階 地下 0 階

部位ごとに、劣化状況と仕様を選択（■）し、故障回数・劣化か所数を「数」欄に、及び直近の工事履歴を記入して下さい。

1 ■ 降雨時に雨漏りがある □ 保護防水（屋上に常時出られる）

■ 天井等に雨漏り痕がある ■ 上記以外の屋上（露出防水等）

■ 屋根や屋上の防水層に膨れ・ ■ 金属板葺き等の屋根

破れ等がある □ その他の屋根（ ）

2 □ 石やタイルが剥がれている □ 石またはタイル張りがある

（落下の危険性がある） （壁全面または落下の危険性が

■ 大きな亀裂がある あるような部分に限る）

■ 外壁から漏水がある ■ 吹付け

□ 鉄筋が見えているところがある □ その他（ ）

3 ■ 窓・ドアの廻りで漏水がある □ アルミ製のサッシ

□ 窓・ドアに錆が多くみられる ■ 鉄製、木製等のサッシ

4 □ 天井落下の危険性がある ■ 高い天井の大空間（ホールや

■ 壁・天井に大きなひび等がある 体育室等）がある

5 □ 機器が全面的に錆びている □ 照明器具の改修をしたことがある

■ 点灯しない照明器具がある ■ 特殊な電気設備（自家発電設備、

■ 使えないコンセントがある 高圧引込等）がある

□ 機器が頻繁に故障する

■ 業者や行政庁から指摘がある

6 □ 赤水が頻繁にでる □ 直結方式（ポンプ、水槽等が無い）

□ 水の出が悪いところがある ■ ポンプ、受水槽、高置水槽がある

■ ポンプで異音、漏水がある

7 排水 ■ 流れにくい、臭いがある ■ 下水道接続

■ 衛生器具や水栓で故障がある □ 浄化槽がある

8 □ 機器が頻繁に故障する □ 個別方式（パッケージ空調機）

□ 機器に異音、異臭がある ■ 中央方式である（空調機械室

■ 配管で漏水がある または屋外に大型の機器がある）

9 □ 機器が頻繁に故障する ■ エレベーター等の昇降機がある

□ 業者や行政庁から指摘がある □ 機械式の駐車設備がある

その他の不具合等があれば自由に記入して下さい。

外壁改修工
事

延床面積

棟名

日光総合会館

日光観光課

5,679W造

施設名

主管課名

外壁

写真番号

外部建具

H23
ホール天井
改修工事

2

1

3

1

保全通しＮｏ

2007

建
築
設
備

年度

記入者

仕様
（該当する場合のみ）

H16
屋上防水改
修工事

工事内容

日光市日光総合会館

屋根・屋上

内部

構造種別

平成25年9月25日

建築年度 平成19

調査日

階数

年度（

直近の工事履歴

2

2

1

数

（窓・ドア）

部位
劣化状況

（複数回答可）

建
築

3

1

2

空調

1

1

（床・壁・天井）

電気

給水

H10

・ホール前及び地下駐車場入口付近が地盤沈下している。  ・館内デジタル交換設備が設置して２０年以上経ち修理部品の調達が困難となっている。  ・舞台機構設備各所に経年劣化による交換の必要が認められる。  ・映写機３５㎜は設置して４０年を経過し、交換時期となっている。

819

14

その他

1

 

（１）建物全般・敷地状況 

 ① 地上躯体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）建物の外部 

 ① 金属 

 

  （以下、省略） 

（1）建物全般・敷地の状況について　
地上躯体の状況
Ｂ評価 Ｃ評価

Ｃ評価 Ｄ評価

Ｄ評価

エフロレッセンス（別名は白華現象：ｺﾝｸﾘｰﾄの
ごく表面で生じる現象。ｺﾝｸﾘｰﾄの強度には問題
ない。生成物も無害）が見られる。

ひび割れ、錆び汁が見られる。 コンクリート部分が欠け落ち。

外壁部分のひび割れ。ひびの幅が0.2ｍｍ以上
（テレフォンカードと同厚み）ある。

鉄筋の錆びによる爆裂でコンクリート部分が欠け
落ち錆びた鉄筋が剥きだしの状態。

（２）建物の外部について　
屋上・屋根（金属屋根）
Ｂ評価 Ｃ評価

錆が見られる。 錆が進行している。

拡大

（1）建物全般・敷地の状況について　
地上躯体の状況
Ｂ評価 Ｃ評価

Ｃ評価 Ｄ評価

Ｄ評価

エフロレッセンス（別名は白華現象：ｺﾝｸﾘｰﾄの
ごく表面で生じる現象。ｺﾝｸﾘｰﾄの強度には問題
ない。生成物も無害）が見られる。

ひび割れ、錆び汁が見られる。 コンクリート部分が欠け落ち。

外壁部分のひび割れ。ひびの幅が0.2ｍｍ以上
（テレフォンカードと同厚み）ある。

鉄筋の錆びによる爆裂でコンクリート部分が欠け
落ち錆びた鉄筋が剥きだしの状態。

目視による評価基準 

評価 目視による評価基準 

Ａ 概ね良好である 

Ｂ 局所的に劣化が見られる 

Ｃ 広範囲に劣化が見られる 

Ｄ 劣化の程度が大きく、早急に対応する必要がある 

 

高浜市青木町六丁目１番地１５

学校経営G

学校

延床面積 2,873 ㎡

階　数 3F

管理・普通教室棟

評価

1 D

2 D

3 D

4 C

5 C

6 C

7 D

8 A

9 ―

10 C

築後年数 54 現況劣化度 47

総合劣化度 101

実
態

部位 劣化状況 仕様

躯体 欠損（爆裂）
（旧耐震）
耐震補強済み

屋根・屋上

給排水設備

空調設備 良好 個別方式

所
見

その他 該当なし

外構 良好

電気設備
機器が頻繁に故障
あり

高圧受電

錆や汚れあり
高置水槽
下水接続

内部

基
本
情
報

所在地

1 高浜小学校（南校舎）

外壁 外壁から漏水 吹付け

褪色剥がれ

ひび割れ
剥落

露出防水

外部開口部 接合材不良 アルミサッシ

コンクリートの爆裂が多数見られる。
屋上の防水層の孔開き・磨耗が著しい。
スチール製の外部階段は手すりが低く、錆の進行も著しい。
高置水槽は躯体利用となっているため現行法規の6面点検が出
来ない。

2013(H25)年8月26日 調査

所管課

用途

建築年度

構造

備考

1959(S34)年度

ＲＣ

躯体の欠落（随所）

天井の漏水痕

鉄部の錆

全景

キャノピー軒裏の露筋

施 設 カ ル テ 
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■現地調査結果 

（１）総評 

 

 海が近いこともあり、塩害の影響で鉄筋コンクリートの爆裂箇所が多数見られた。 

 外部のスチール製品の錆の進行も著しいが、腐食までしているケースは少ない。 

 施設によっては、空調の室外機に塩害仕様を整備している。 

 瓦屋根が多く見られ、瓦屋根の施設は漏水が少ない。 

 学校・保育園等の屋上防水は耐用年数をかなり過ぎていることから、雨漏りが多く見られた。 

 屋上の排水ドレインが土砂で詰まっており、排水不良が見られる。 

 一部の施設で赤水も確認できることから、給水管改修も必要と思われる。 

 耐震改修・機能変更による改修は行っているが、老朽化に対する改修は行われていない。 

 

 

（２）施設別の状況（抜粋） 

施設名 棟 名 所  見 

勤労青少年ホーム － 全体的には良好である。外壁は部分的に爆裂が見られる。 

中央公民館 

(市民センター) － 

屋上の露出防水は劣化が著しい。外壁タイルは浮きが認めら

れたので詳細な調査が必要。カーテンウォールからの漏水も

あると思われる。 

大山公民館 
－ 

外部スチール製の錆が著しい。露出防水の磨耗が著しい。全

体的に塩害による錆等が見られる。 

高浜南部公民館 

－ 

屋上の露出防水は劣化が著しい。屋上設置の空調機は錆によ

る腐食が見られ、冷温水ポンプも異音が出始めている。屋上

の雨水排水は屋内のパイプシャフトを通しているがドレイン

が苔等による排水不良が見られる。 

吉浜公民館 

－ 

旧館と新館との EXP.J 部での雨漏りが見られた。給水は赤水

が出る。新館便所の漏水は強風雨の向きにより換気ダクトを

伝わっている可能性がある。 

高取公民館 

－ 

外壁の化粧鋼板が腐食した錆汁の垂れが目立つ。屋上の空調

機器は錆びている。地盤沈下が見られ、駐車場からのアプロ

ーチにある桝などの破損も見られる。 

南部ふれあいプラザ  

プラザ本館 

2005 年に大規模改修が行われており全体的に良好である。

勝手口に漏水が確認できるが下屋との取り合い部からの漏水

と思われる。外部階段のスチール手すりの根元が腐食してい

る。 

パン工房 経年劣化は認められるが、特に問題は見られない。 

図書館・郷土資料館 

－ 

屋上防水の劣化が著しく、トップライト立上り部の劣化が特

に著しい。外壁タイルのひび割れ、白華も見られ、屋内の壁

漏水も随所に見られる。また、タイルの浮きも確認できたの
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で詳細な調査が必要。縦樋の詰まりも見られることから、ド

レイン、縦樋からの漏水も疑われる。 

武道館 
－ 

アルミサッシが塩害により変質している。また、水切りの変

形も見られる。外壁塗装の剥がれも見られた。 

高浜市体育センター 

－ 

海が近いこともあり塩害の影響で鉄筋コンクリートの爆裂箇

所が多数見られた。また、モルタルの剥がれも見られる。放

送設備、ガス管設備が老朽化により現在使用できない。 

高浜小学校 

南校舎 

コンクリートの爆裂が多数見られる。屋上の防水層の孔開

き・磨耗が著しい。スチール製の外部階段は手すりが低く、

錆の進行も著しい。高置水槽は躯体利用となっているため現

行法規の 6 面点検が出来ない。 

北校舎 

コンクリートの爆裂が多数見られる。廊下が外廊下式なので、

吹きさらしの階段、便所の老朽化が著しい。また、水切り部

の爆裂、軒天の塗装剥がれが多数見られた。サッシが外れ易

いため落下防止プレートにて対応している。 

屋内運動場 

外部階段にコンクリートの爆裂が見られた。外壁塗装の剥が

れも見られた。設備室の外部スチールドアの下部が錆により

腐食し始めている。 

中校舎 
経年劣化は認められる。漏水痕や外壁の白華、ひび割れが見

られる。 

吉浜小学校 
北校舎 

外壁は錆汁を伴ったひび割れが多数見られた。屋上にある水

槽廻りの配管・バルブは塗装が剥げ、錆び付いている。 

南校舎 

屋上の排水ドレインの詰まりによる排水不良が見られる。外

壁は錆汁を伴ったひび割れが多数見られた。バルコニーの水

切り部の爆裂、軒天の塗装剥がれが見られた。 

屋内運動場 経年劣化は認められる。外壁の白華が見られる。 

高取小学校 
屋内運動場 

経年劣化は認められる。下屋の防水層は剥れ・孔開きが見ら

れる。 

北校舎 

屋上の防水層は孔開き・亀裂が見られる。外壁は北面に塗装

の浮きが見られる。スチール製の外部階段は錆が進行してい

る。 

南校舎 

屋上の防水層は孔開き・亀裂が見られる。外壁はひび割れの

補修は行われているが新たなひび割れが見られる。北面の汚

れが著しい。 

特別教室棟 経年劣化は認められるが、特に問題は見られない。 

港小学校 

校舎 

外壁、バルコニー先端の水切り部の爆裂が多数あり壁からの

漏水も多数見られる。ガラスブロックの枠の老朽化による漏

水も見られる。屋外の鉄部は海が近いこともあり錆が目立つ。 

屋内運動場 
屋外の鉄部は海が近いこともあり錆が目立つ。外階段手摺で

腐食して破損している箇所がある。 
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翼小学校 
校舎 

屋内運動場 

錆汁・白華を伴ったひび割れが多数見られる。特別教室のバ

ルコニーの手すりにひび割れ・モルタルの剥がれが見られる。

屋内・設備は良好。 

高浜中学校 
南校舎 

屋上防水は磨耗して剥れが見られる。外壁は躯体の爆裂、及

び塗装の剥れが多数見られる。外部の鉄部は錆が見られる。 

北校舎 

屋上防水は磨耗して孔開き・剥れ・しわが見られる。外壁は

躯体の爆裂、及び塗装の剥れが多数見られる。鉄製の外部階

段は錆が見られる。 

武道場 
経年劣化は認められる。外壁パネルのシーリングはひび割れ

ている。 

屋内運動場 外壁はひび割れ、塗装の剥れが見られる。 

南中学校 

南校舎 

屋上の防水シートが切れている箇所があり、防水シートの下

側に水が溜まっているのを確認出来た。外壁は錆汁を伴った

ひび割れ、モルタルの浮き・剥れが見られた。 

北校舎 

屋上防水層の磨耗が著しい。外壁は錆汁を伴ったひび割れ、

モルタルの浮き・剥れが見られた。屋内天井に漏水痕、ひび

割れ、欠損などが見られた。 

武道場 
軒樋にゴミが溜まり排水不良があり、縦樋はスチール製で腐

食により孔開きが目立った。 

屋内運動場 

下屋は目地部に雑草が生えており、ルーフドレイインの詰ま

りが確認できる。漏水痕も見られる。外壁はモルタル部の浮

き・剥がれが見られる。爆裂もあり、鉄筋が露出していると

ころがある。 

高浜幼稚園 
教室棟① 

外壁は錆汁を伴ったひび割れが多数見られた。屋外の鉄部は

錆が目立つ。 

教室棟② 特に問題は見当たらない。 

吉浜幼稚園 

教室棟① 

瓦屋根は樋に落葉等が堆積し排水不良が見られる。テラスの

瓦棒葺きで塗装が剥れ錆はじめている。外壁の汚れが目立っ

た。 

教室棟② 
外部階段のドレイン詰まりによる排水不良とスチール手すり

に錆が見られた。遊戯室のカーペットの磨耗が著しい。 

高取幼稚園 

南向教室棟 

テラス金属屋根が錆びている。アルミサッシのシーリングの

硬化が著しい。幼児便所のタイル剥れもあり、衛生機器のガ

タツキもある。 

東向教室棟 
屋内壁のひび割れ、クロスの剥れが目立った。床に白蟻によ

る孔開きが見られた。 

高浜南部幼稚園 

- 

下屋防水層の磨耗が著しい。外壁は錆汁を伴ったひび割れが

多数見られ屋内漏水も見られる。庇の軒天に爆裂、浮き、塗

装の剥がれなどが見られる。 

高取保育園 

- 

屋上防水の磨耗が著しく多数の破れが見られる。直下の部屋

には雨漏痕が多数見られた。外階段はモルタル部のひび割れ

と塗装剥れが見られ、軒天にひび割れ、塗装の剥がれが見ら

れる。 

吉浜北部保育園 

- 

屋上防水の磨耗が著しく多数の破れが見られる。直下の部屋

には雨漏痕が多数見られた。空調機の室外機に錆が目立ち、

異音を確認できるものもあった。 

中央保育園 - 垂直の屋根瓦が地震時に落ちないか心配している。ステンレ
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ス釘が部分的に抜けている。外壁は錆汁を伴ったひび割れが

見られ、屋内漏水も見られる。一部爆裂も確認できた。 

吉浜保育園 

- 

外壁のひび割れ及び塗装剥がれが部分的に見られた。トップ

ライトのシール劣化有り。空調機の室外機に錆が目立ち、異

音を確認できるものもあった。 

高浜市いちごプラザ 

- 

2007 年に大規模改修が行われており良好。テラス屋根と外

部開口部の取合いからの漏水が見られた。赤水が出るのと便

所排水の異臭から給排水管の改修が必要。 

小規模多機能居宅介護

支援事業所 オリーブ 
- 2007 年に大規模改修が行われており良好。 

全世代楽習館 
- 

大規模改修が行われており良好。屋上防水層が磨耗し始めて

いる。 

宅老所「こっこちゃん」 - 2000 年に大規模改修が行われており良好。 

宅老所「悠遊たかとり」 
- 

大規模改修が行われており良好。北東の角に大きな陥没があ

る。基礎下の土が流れているのか確認が必要。 

生きがいセンター シ

ルバー人材センター - 

全体的には良好である。風除室の屋根排水から雨漏りしてい

る。また、屋外設置の引込開閉器盤は錆が目立ち配線用配管

に損傷が見られた。 

高浜中部老人憩の家 

- 

地盤沈下の影響なのか白蟻による束の破損により傾斜してお

り床が一部沈むところがある。また、間仕切り用戸袋が外部

に突き出ており、激しく破損している。 

高浜老人ふれあいの家 

老人憩の家 - 

屋上防水の一部に亀裂が見られる。押入れは換気の状態が悪

くまた、外壁などの断熱性能も悪いため結露によるカビや汚

れが目立っている。 

養護老人ホーム 

高浜安立  
- 

修繕済みのひび割れが多数見られたが、パラペットに新たな

ひび割れが見られた。爆裂も一部で見られる。 

芳川住宅 
住宅棟 

全体的には良好である。屋上防水の一部で浮きが見られ水が

溜まっている。外壁塗装の一部に浮き・剥がれが見られる。 

集会所 全体的に良好である。給水で赤錆が確認できた。 

湯山住宅 

住宅棟① 

屋上防水層の破れが見られた。外壁は特に問題は見られない

が台所用換気扇が設置されている部分に油汚れの激しい室が

見られた。外部のスチールは錆びている。 

住宅棟② 屋上防水は①と同様と思われる。 

住宅棟③ 屋上防水は①と同様と思われる。 

集会所 全体的に良好で特に問題は見られない。 
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（３）各部の主な劣化状況 

 

ア．屋根・屋上 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋根・屋上

高浜小学校（南校舎） 港小学校（校舎）
屋上排水溝に土砂が堆積し木が生えている。根が
防水層を破っている場合もあるので無理に抜かず
伐採したほうがよい。

ルーフドレイン廻りの防水層に浮きが見られ破け
ている。

全体的に老朽化は認められないが部分的に防水層
の破けが見られる。直下階の天井に雨漏り痕が見
られる。

全体的に磨耗しており随所で防水層が破けてい
る。直下階の天井に雨漏り痕が多数見られる。

トップライトの立上り部分の防水層が破けてい
る。直下階では雨漏りしている。

防水層のトップコートが磨耗により剥げており、
シート自体の剥れも随所に見られる。

吉浜北部保育園 吉浜北部保育園

図書館・郷土資料館 中央公民館（市民ホール）
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イ．外壁 

 
 

外壁

高浜小学校（北校舎） 港小学校（校舎）

外壁躯体のひび割れから浸水し、屋内の壁に染み
出し塗装が劣化している。

外壁躯体のひび割れから浸水し、屋内の壁クロス
に染み出している。

外廊下（バルコニー）の下端から躯体コンクリー
トと塗装の間に浸水し浮き・膨れが生じさらにコ
ンクリートに浸水し爆裂している。

外壁躯体のひび割れから浸水し、屋内の壁に染み
出し塗装が劣化している。

吉浜北部保育園 吉浜北部保育園

高浜中学校（北校舎） 港小学校（校舎）
コンクリートに浸水した水と化学反応を起こし膨
張しポップアウトしている。これだけ大きいのは
珍しい。穴埋めした様な痕が他にもあることから
注意が必要。

ひび割れから浸水し鉄筋が錆により膨張しコンク
リートが爆裂しているのが随所で見られる。
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ウ．その他 

 
 

その他

港小学校（校舎） 高取公民館
外壁のボーダーの飾りに浸水し、錆汁が垂れて外
壁を汚している。

アルミサッシのシーリングが硬化しひび割れてい
るため止水硬化が弱くなる。

海が近い為、塩害による外部のスチールは錆びて
いる。このまま放置すると腐食する。

屋上に設置してある空調機や配管等が錆びて腐食
しはじめている。空調機は建設時に設置したもの
で耐用年数を大きく超えており異音も出始めてい
る。

内部建具を収納するためのスペースが外部に突き
出ているが漏水により木の柱及び壁下地が腐食し
損壊している。

建物の北東側の地盤が陥没している。基礎下の土
が流出していないか確認が必要。

東海会館 高浜南部保育園

高浜中部老人憩いの家 宅老所「悠遊たかとり」



  

81 

 

■総合劣化度による劣化状況の数値化 

（１）総合劣化度 

総合劣化度は、劣化状況調査の実施結果を評価基準に基づき数値化し、劣化状況を総合的に

表す指標です。 

具体的には、劣化状況による評価点、各部位の重要度係数、築年数により総合劣化度を定め

ています。 

 

① 劣化状況の評価基準と評価点 

４段階の評価基準に対する評価点を次表に示します。 

劣化状況の評価基準 評価点 

Ａ評価 概ね良好である 10 点 

Ｂ評価 局所的に劣化が見られる 40 点 

Ｃ評価 広範囲に劣化が見られる 70 点 

Ｄ評価 劣化の程度が大きく、早急に対応する必要がある 100 点 

 

② 各部位の重要度係数 

建築物の安全性、機能性に及ぼす影響は各部位によって異なることから、前項の評価点

に加算する係数として、次表に示す重要度係数を設定します。 

部位の重要度の判断基準 重要度係数 

大きい 特に安全性に関わる部位（例：屋上、外壁） 1.00 

中 計画保全にすべき部位（例：空調設備、昇降機） 0.75 

小 計画保全が望ましい部位（例：外部開口部、給水設備） 0.50 

軽微 事後保全でよい部位（例：室内の仕上、衛生器具） 0.25 

（「ライフサイクルコストデータベース（H17 版）」財団法人建築保全センター発行） 

 

③ 現況劣化度 

評価をする各部位ごとに、①で求める評価点と②で求める重要度係数を掛け合わせ、合計

した後、評価の対象部位数で割った値を現況劣化度と定義します。 

 

④ 総合劣化度の算定方法 

一般的に、建築物は経年により劣化が進行し、修繕では元の性能水準まで回復させること

ができません。古い建築物については、常に改修等を優先的検討する必要があることから、

築年数（建築年からの経過年数）を基準の１つとし、現況劣化度に足し合わせた値を総合劣

化度と定め、建築物としての劣化状況を総合的に表す指標値とします。 

①～④の手順を整理すると、総合劣化度は次式で求められます。 

 
総合劣化度 ＝ 

 

（各部の劣化状況評価点 × 部位の重要度係数）の総和 

評価の対象部位数 

 

＋ 築後年数 
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（２）総合劣化度一覧 

各公共施設の総合劣化度については下記表のとおりです。 

なお、表中「区分」欄については、①技術者による現地調査施設、②市職員による現地調査施

設、③調査対象外施設を示しています。 

◆ 65 点以上 

順位 区分 No. 施設名 棟名 
建築 

年度 

構造 

種別 

地

上 

地

下 

延床 

面積 
築年 

現況 

劣化

度 

総合 

劣化

度 

保全 

対象 

改善 

対象 

1 ① 30 高浜小学校 南校舎 1959 RC 造 3   2,873 54 47 101 ○   

2 ① 31 高浜小学校 北校舎 1966 RC 造 3   2,002 47 46 93 ○   

3 ① 62 港小学校 校舎 1975 RC 造 4   3,578 38 53 91 ○   

4 ① 80 高浜中学校 南校舎 1969 RC 造 3   2,588 44 46 90 ○   

5 ① 83 高浜中学校 北校舎 1972 RC 造 5   4,765 41 44 85 ○   

6 ② 132 旧南部保育園   1955 W 造 1   614 58 26 84   ○ 

7 ① 39 吉浜小学校 北校舎 1969 RC 造 3   1,589 44 38 82 ○   

8 ① 143 高浜老人ふれあいの家   1963 ＲＣ造 1   163 50 29 79   ○ 

9 ① 114 吉浜北部保育園   1977 RC 造 2   719 36 42 78 ○   

10 ① 20 高浜市体育センター 体育館 1977 SRC 造 1   1,259 36 41 77   ○ 

11 ① 40 吉浜小学校 南校舎 1978 RC 造 3   3,094 35 41 76 ○   

12 ① 7 吉浜公民館   1969 RC 造 2   1,147 44 32 76   ○ 

13 ① 50 高取小学校 南校舎 1965 RC 造 3   2,148 48 28 76 ○   

14 ② 130 宅老所「じぃ＆ばぁ」   1960 W 造 1   221 53 22 75 ○   

15 ① 19 武道館 武道館 1979 RC 造 1   598 34 40 74   ○ 

16 ① 113 高取保育園   1978 RC 造 2   697 35 39 74 ○   

17 ① 32 高浜小学校 
屋内運動

場 
1970 SRC 造 3   1,830 43 31 74 ○   

18 ① 4 中央公民館(市民センター) 集会所 1980 SRC 造 4 1 4,091 33 40 73   ○ 

19 ① 112 高浜南部幼稚園   1977 RC 造 2   625 36 34 70 ○   

20 ① 91 南中学校 南校舎 1977 RC 造 4   3,751 36 34 70 ○   

21 ① 92 南中学校 北校舎 1977 RC 造 4   1,461 36 33 69 ○   

22 ① 6 高浜南部公民館   1981 RC 造 2   478 32 36 68   ○ 

23 ① 73 港小学校 
屋内運動

場 
1976 RC 造 2   902 37 31 68 ○   

24 ① 136 高浜中部老人憩の家   1970 W 造 1   78 43 25 68   ○ 

25 ① 16 図書館・郷土資料館   1979 RC 造 2   1,707 34 33 67 
 

○ 

26 ① 110 高取幼稚園 
南向教室

棟 
1972 S 造 1   446 41 24 65 ○   
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◆ ５5 点以上６5 点未満 

順位 区分 No. 施設名 棟名 
建築 

年度 

構造 

種別 

地

上 

地

下 

延床 

面積 
築年 

現況 

劣化

度 

総合 

劣化

度 

保全 

対象 

改善 

対象 

1 ② 137 高浜北部老人憩の家   1975 W 造 1   76 38 26 64   ○ 

2 ① 107 吉浜幼稚園 教室棟① 1971 S 造 1   595 42 22 64 ○   

3 ① 35 高浜小学校 渡り廊下 1967 RC 造 2   98 46 17 63 ○   

4 ① 102 南中学校 体育館 1978 RC 造 1   1,177 35 27 62 ○   

5 ① 125 東海児童センター   1986 RC 造 2   560 27 34 61 ○   

6 ① 56 高取小学校 北校舎 1975 RC 造 3   1,469 38 23 61 ○   

7 ② 152 葭池住宅   1964 ＣＢ造 1   320 49 12 61   ○ 

8 ① 5 大山公民館   1985 RC 造 2   621 28 32 60   ○ 

9 ② 9 高取農業センター   1982 RC 造 2   544 31 27 58   ○ 

10 ① 2 勤労青少年ホーム   1974 ＲＣ造 2   694 39 19 58   ○ 

11 ① 111 高取幼稚園 
東向教室

棟 
1972 S 造 1   212 41 16 57 ○   

12 ① 146 養護老人ホーム高浜安立    1985 RC 造 1   1,663 28 28 56   ○ 

13 ① 123 高浜市いちごプラザ   1975 S 造 1   307 38 17 55   ○ 

14 ② 138 高浜南部老人憩の家   1974 W 造 1   68 39 16 55   ○ 

15 ① 54 高取小学校 
屋内運動

場 
1972 S 造 2   772 41 14 55 ○   

 

◆ 45 点以上 55 点未満 

順位 区分 No. 施設名 棟名 
建築 

年度 

構造 

種別 
地上 地下 

延床 

面積 
築年 

現況 

劣化度 

総合 

劣化度 

保全 

対象 

改善 

対象 

1 ① 116 中央保育園   1992 RC 造 3 0 1,551 21 33 54   ○ 

2 ② 141 高取北部老人憩の家   1972 W 造 1 0 67 41 12 53   ○ 

3 ③ 51 高取小学校 会議室棟 1960 RC 造 1   43 53 0 53 ○   

4 ② 148 中央保健センター   1979 RC 造 2 0 831 34 18 52   ○ 

5 ② 139 吉浜北部老人憩の家   1973 W 造 1 0 76 40 12 52   ○ 

6 ① 37 高浜小学校 中校舎 1985 RC 造 2   801 28 23 51 ○   

7 ① 104 高浜幼稚園 教室棟① 1988 RC 造 2 0 594 25 25 50 ○   

8 ① 153 芳川住宅   1981 ＲＣ造 4 0 1,494 32 18 50   ○ 

9 ③ 33 高浜小学校 
プール付属

室 
1963 CB 造 1   39 50 0 50 ○   

10 ③ 34 高浜小学校 
プール付属

室 
1963 CB 造 1   49 50 0 50 ○   

11 ② 131 宅老所「いっぷく」   1963 RC 造 1 0 161 50 0 50 ○   

12 ① 10 南部ふれあいプラザ  本館 1979 Ｓ造 2 0 314 34 15 49 ○   

13 ② 144 湯山老人憩の家   1975 W 造 1 0 81 38 11 49   ○ 

14 ① 135 生きがいセンター   1985 S 造 2 0 512 28 19 47 ○   

15 ① 118 吉浜保育園   1995 RC 造 1 0   18 28 46   ○ 

16 ① 133 宅老所「こっこちゃん」   1969 W 造 1 0 129 44 2 46 ○   
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順位 区分 No. 施設名 棟名 
建築 

年度 

構造 

種別 
地上 地下 

延床 

面積 
築年 

現況 

劣化度 

総合 

劣化度 

保全 

対象 

改善 

対象 

17 ③ 103 高浜幼稚園   1967 Ｗ造 1 0 40 46 0 46 ○   

18 ② 174 第一分団詰所 
 

1992 Ｓ造 2 0 129 21 24 45 ○   

19 ② 140 吉浜南部老人憩の家   1977 W 造 1 0 69 36 9 45   ○ 

20 ② 142 高取南部老人憩の家   1977 W 造 1 0 69 36 9 45   ○ 

21 ① 124 

小規模多機能居宅介

護支援事業所 オリ

ーブ 

  1975 S 造 1 0 285 38 7 45 ○   

22 ③ 52 高取小学校 
プール付属

室 
1968 CB 造 1   40 45 0 45 ○   

23 ③ 53 高取小学校 
プール付属

室 
1968 CB 造 1   28 45 0 45 ○   

24 ③ 81 高浜中学校 
プール付属

室 
1968 CB 造 1   91 45 0 45 ○   

25 ③ 82 高浜中学校 
プール付属

室 
1968 CB 造 1   40 45 0 45 ○   

 

 

45 点未満（省略） 
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３．公共施設の保全優先度の設定 

■保全優先度設定の目的と流れ 

今後、限られた財源の中で、公共施設の保全を推進していくために、適切な基準に基づくコス

ト平準化を考慮した保全スケジュールを作成しますが、同一年度に施設の更新時期が集中する年

度においては、どの施設を優先的に改修するかを選択しなければなりません。 

そこで、公共施設の保全優先度を設定することにより、優先度が高い施設と判断される施設の

改修時期を早めることや、優先度が他の施設と比べて高くないと判断した施設の改修時期を遅ら

せる等、更新時期を設定する判断基準とします。 

なお、保全優先度は施設の優劣を図る基準ではなく、あくまでコスト平準化を考慮した保全ス

ケジュールを作成するための評価基準という位置づけとなります。 

  

優先度を決定する２つの視点 

  

１．公共施設の総合劣化度（２．公共施設の総合劣化度参照） 

   → 老朽化が進行している施設を優先的に修繕 

 

２．避難所指定の施設（施設重要度基準） 

   → 災害時の避難拠点となる施設を優先的に修繕 

一定規模の施設（施設重要度基準） 

→ 公共施設の複合化・集約化の拠点施設を優先的に修繕 

 

 

■施設重要度基準の設定 

（１）避難所指定の施設 

公共施設の中で、避難所に指定されている施設は、地震災害や風水害等の災害が発生した

場合の市民の緊急避難所として、優先的な修繕を行い、緊急時の市民の安全を確保する必要

があります。 

（２）一定規模の施設 

延べ床面積２００㎡を超える公共施設は、施設機能の移転に伴う施設の複合化・集約化を

検討するうえで、公共施設のあり方を見直す重要な拠点施設となります。 
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表 23 施設重要度一覧 

重要度 概要 施設名 施設数 

 

Ⅰ 避難所指定あり 

小中学校（体育館） 

勤労青少年ホーム 

中央公民館 

大山公民館 

高浜南部公民館 

吉浜公民館 

高取公民館 

東海会館 

高浜幼稚園 

吉浜幼稚園 

高取幼稚園 

高浜南部幼稚園 

吉浜北部保育園 

中央保育園 

高浜南部保育園 

吉浜保育園 

認定こども園ひかり 

27 棟 

Ⅱ 

避難所指定なし 

かつ 

一定規模の施設 
（200 ㎡超または 2 階以上） 

小中学校（校舎） 

女性文化センター等の集会施設 

図書館・郷土資料館、美術館 

高浜市体育センター等 

よしいけ保育園、翼幼保園 

高浜市いちごプラザ等 

中央保健センター等 

高浜市役所 

公営住宅 

65 棟 

Ⅲ 200 ㎡以下かつ平屋 
 

82 棟 

 

 

（３）公共施設の総合劣化度と施設重要度からの優先度判定及びグループ分類 

   保全優先度を決定するための３つの視点における公共施設の「総合劣化度」を横軸とし、避

難所指定及び一定規模の施設の組み合わせによる「施設重要度」を縦軸としたマトリクス表を

用いて、保全の優先度の判定を行います。 

施設重要度 

Ⅰ 
（65 点以上） 

Ⅱ 
（55 点以上 65 点未

満） 

Ⅲ 
（45 点以上 55 点未

満） 

Ⅳ 
（45 点未満） 

Ⅰ 優先度１ 優先度２ 優先度３ 優先度４ 

Ⅱ 優先度２ 優先度３ 優先度４ 優先度５ 

Ⅲ 優先度３ 優先度４ 優先度５ 優先度６ 

高 

低 
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■公共施設の保全優先度の設定 

総合劣化度と施設重要度の２軸によるマトリクス表を作成し、保全の優先度付けを行います。

優先度は、①～⑥の順とし、優先度が同じ場合は総合劣化度が高い順とします。 

 

表 24 保全優先度一覧 

 

114 吉浜北部保育園 園舎 107 吉浜幼稚園 教室等 116 中央保育園

7 吉浜公民館 集会所 102 南中学校 体育館 104 高浜幼稚園 教室等

32 高浜小学校 屋内運動場 125 東海児童センター 118 吉浜保育園 園舎

4
中央公民館(市民
センター)

集会所 5 大山公民館 集会所

112 高浜南部幼稚園 園舎 2
勤労青少年ホー
ム（ふらっとホー
ム）

勤労青少年福祉
施設

6 高浜南部公民館 集会所 111 高取幼稚園 東向教室

73 港小学校 屋内運動場 54 高取小学校 屋内運動場

110 高取幼稚園 南向教室

30 高浜小学校 南校舎 35 高浜小学校 渡り廊下 148 中央保健センター

31 高浜小学校 北校舎 56 高取小学校 北校舎 37 高浜小学校 中校舎

62 港小学校 校舎 152 葭池住宅 共同住宅 153 芳川住宅 共同住宅

80 高浜中学校 南校舎 9 高取農業センター 10
南部ふれあいプラ
ザ

集会所本館

83 高浜中学校 北校舎 146
養護老人ホーム
高浜安立

135
生きがいセンター
シルバー人材セ
ンター

生きがいセンター

132 旧南部保育園 123
高浜市いちごプラ
ザ

子育て支援施設 174 第一分団詰所 分団詰所

39 吉浜小学校 北校舎 124
小規模多機能居
宅介護支援事業
所　オリーブ

20
高浜市体育セン
ター

体育館

40 吉浜小学校 南校舎

50 高取小学校 南校舎

130
宅老所「じぃ＆
ばぁ」

19 武道館 武道館

113 高取保育園 園舎

91 南中学校 南校舎

92 南中学校 北校舎

16
図書館・郷土資
料館

図書館

143
高浜老人ふれあ
いの家　老人憩
の家

老人憩の家 137 高浜北部老人憩の家老人憩の家

136
高浜中部老人憩
の家

老人憩の家 138 高浜南部老人憩の家老人憩の家

（55点以上65点未満） （45点以上55点未満） （45点未満）

Ⅰ

Ⅱ

総合劣化度

Ⅲ

施
設
重
要
度

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

（65点以上）

１ ２ ３ ４

２ ３ ４ ５

３ ４ ５ ６

9棟
（棟名省略）

15棟
（棟名省略）

36棟
（棟名省略）

69棟
（棟名省略）
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４．保全に係る基準の見直し 

■基準の目的 
公共施設の保全に向けて、施設の現状を把握し、今後の人口動向や財政状況の変化に公共施設

が柔軟に対応できるように、予防保全や安全性・機能性・経済性等を踏まえた保全に係る統一基

準を設定し、施設の整備水準を維持・向上させながら、全体経費の縮減をめざします。 
 

■施設の長寿命化 

（１）目標耐用年数の設定 

① 公共施設の耐用年数 

建物の耐用年数は、老朽化による物理的な耐用年数だけではなく、経済的、また機能的な

観点から建替え若しくは解体され、耐用年数を終える場合があります。 

表６ 公共施設の耐用年数 

物理的な耐用年数 

建物が経年劣化など自然的原因によって滅失する場合、通常は危険を予

知し、自然崩壊する前に解体する。なお、地震や風水害によって滅失する

場合も含まれる。 

経済的な耐用年数 

建物の機能が低下する過程において、不具合や故障が発生するため、事

前に若しくは事後にその復旧を行う必要が発生する。不具合や故障の程度

や回数、時期により新築するより高額と見込まれる場合は、解体され、新

築されることとなる。 

機能的な耐用年数 

新築当初に想定していた利用方法に対して機能が満足されていても、使

用方法が時とともに変化する場合や、新たな機能が要求されることがある。

その場合、建物の形態・構造など新しい要求に対応できない場合は、機能

的な寿命に達し、建替えをすることになる。 

② 目標耐用年数の設定の意義 

建築物は、躯体の耐用年数よりも建築物を構成する部位の耐用年数が短いため、躯体の耐

用年数が来るまでに複数回の修繕を必要とし、また、部位によってその周期も様々です。 

しかし、長寿命化を実現するために、漠然と修繕や改修を繰り返すだけでは、多額の費用

を必要とします。そのため、目標耐用年数を設定し、使用していく期間を明確にすることで、

効率的で無駄の無い改修周期や改修の方法を計画する必要があります。 

③目標耐用年数 

建築物の耐用年数として提示されている数値は、鉄筋コンクリート造だけでも財務省令や

学会基準等により、50 年から 65 年まで幅があります。 

一方、建築物は躯体の健全性が確保されてはじめて、長期に使用することが可能になりま

す。躯体の健全性を測る指標としては、コンクリートの中性化※１深さ、鉄筋の腐食度、コン

クリート圧縮強度等があります。今後は、大規模な改修を行う前に躯体の健全性調査を実施

し、良好であれば長期に使用することとし、目標耐用年数を次のように設定します。 

 

躯体の健全性を確認できる場合は目標耐用年数を 70 年と設定 

                                                      

※１ コンクリートの中性化とは…経年によりコンクリート内部のアルカリ成分が失われること。これにより鉄筋の腐食が進行しやすく

なり、腐食が進むとコンクリートが爆裂等を起こしやすくなります。コンクリート中性化は、それが許容深さ（30mm）を超える

と、鉄筋が腐食しやすい状態にあるという意味であり、ただちに、建物の強度が損なわれるという意味ではありません。 
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（２）改修・更新のあり方の見直し 

建築物が経年により劣化する一方で、耐震性能や省エネ性能などの社会的要求水準は年々高

まるため、定期的に修繕・改修を行わなければ建築物を長期に使用することはできません。 

そこで、目標耐用年数の中間年で、社会的要求に応じた大規模改修を行うこととします。さ

らに、部位の更新時期に合わせて 15～20 年周期で修繕周期を設定することで、建築物を使

用している間、求められる性能を確保できる状態を維持するように努めます。 

 

図２5 修繕・改修周期の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 躯体の健全性調査とは…建築物の骨組みの健全性を調査すること。骨組みの種類に応じて次の調査を想定している。 

・鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）：コンクリートの強度、コンクリートの中性化、鉄筋の腐食状況の調査 

・鉄骨造（Ｓ造）：鉄部の腐食状況の調査 ・木造（Ｗ造）：木部の腐朽状況の調査 

目標耐用年数の中間年（35 年）で社会的要求に応じた大規模改修を実施 

施設全体の機能に支障が発生する水準

竣工

経年

（年）

社会的要求水準（耐震・省エネ等）

20 7035

経年による機能・性能の劣化

60

近年の社会的要求（省エネ化、ライフラインの更新等）に応じた改修を行い、

機能を向上させる。

大規模改修中規模修繕 建替え

性能
（劣化度）

竣工

経年

（年）
20 8040

経年による機能・性能の劣化

60

性能
（劣化度）

建替え

社会的要求水準（耐震・省エネ等）

施設全体の機能に支障が発生する水準

長寿命化のイメージ
（目標耐用年数の70年使用する場合）

これまでの修繕・建替えのイメージ

不具合や機能低下に対する
部分的な修繕（事後保全）

躯体健全性調査

躯体健全性調査

中規模修繕
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■今後の建替え・大規模改修の整備レベル 

今後、公共施設を更新していく場合の整備レベルのモデルとして、公共施設の大半を占め、昭

和 50 年代に多く建築された学校施設をとりあげ、改修工事の内容を検討します。 

（１）整備レベルの設定 

30 年前の整備レベルは、現在の省エネルギー化等の社会的要求に対応できているとは言え

ません。整備レベルについては、大規模改修の仕様にかかる整備レベルを比較すると、下図の

とおりです。この比較を踏まえ、今後の整備レベルを下図のとおり設定します。 

 

図 26大規模改修の整備レベル（学校校舎の例） 
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上で換気をコントロールすることにより省エネ効果を
高める。

：省エネ化整備レベル

三州瓦

今後の整備レベル 

・高断熱化することにより空調のＬＣＣを縮減する。 

・高効率照明・節水型衛生器具によるＬＣＣを縮減する。 

・高耐久性化することにより長寿命化を図りＬＣＣを縮減する 

・海から離れた学校は断熱性能を向上させた上で換気をコントロール

することにより省エネ効果を高める。 
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（２）今後の維持管理のあり方 

   施設の長寿命化を図るためには、耐用年数の中間年で実施する大規模改修に加え、各部の定

期的な修繕を実施し、施設を安全で良好な状態に保つことが必要です。そこで、15～20 年周

期で行う工事と、それ以外に緊急的に行う修繕を分け、それぞれ年あたりの金額を設定します。 

こ
れ
ま
で 

・不具合や故障が生じた後で事後的に対処している。 

・耐震補強による耐震安全性の確保を優先して実施してきた。 

・屋上・外壁の全面的な修繕や、内部の機能改善は、計画的に実施できていない。 

 

 

今 

後 

・施設の点検・診断に基づく計画的な保全に切り替える。 

・屋上防水や外壁は 15～20 年周期で全面的に修繕を実施する。 

・鉄部は錆を防ぐため、定期的に塗装する。 

・給排水ポンプ、空調機器、受変電機器、設備配管は、定期的な修繕・更新を実施する。 
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５．保全スケジュールの作成 

（１）保全スケジュールの作成 

保全スケジュールは、平成６３年度までの公共施設に係る大規模改修及び建替え等の費用が、

今後どの時期にどのくらい必要になるのかを示したものです。 

保全スケジュールの作成にあたっては、公共施設マネジメント基本方針による中・長期的な

視点からのマネジメントの考え方及び、施設の実態を踏まえた施設機能の複合化等の方針、ま

た、公共施設改善編で示した長寿命化によるコスト削減、機能の複合化・運営の見直し等によ

る総量圧縮、財政計画と連動した財政シミュレーション（長期財政見通し）に基づき作成しま

す。さらに、更新時期が単年度に集中することを防ぐため、施設の保全優先度を設定し、投資

的経費の平準化を図ることや、施設の劣化状況を踏まえ、早急な修繕が必要となる施設を把握

し、優先的に修繕を実施するなどとしたスケジュールをまとめました。 

この保全スケジュールは、平成 26 年度から平成 63 年度の期間において、４年を周期に、

第１次から第１０次における公共施設の更新にかかるスケジュールを作成し、定期的に見直し

を図るものとします（ただし、第１０次の期間は２年）。 

なお、第 5 章に示す「高浜市公共施設あり方計画推進プラン」において、各年次に更新を予

定する施設名および更新費用を示すとともに、機能移転等の総量圧縮にかかるコスト削減案を

示します。 

 

（２）早急な対応が必要となる施設の修繕コスト算出 

建物の劣化状況評価において、Ｄ評価のものは、施設の劣化が激しく、安全上または機能上

問題があり、早急に対応する必要があります。下表では、施設の躯体に影響のある屋根・屋上

及び、外壁の評価がＤ評価と判断された施設について、当該部位の全面的な修繕コストを概算

で求めました。その結果、総額で１.７億円の費用が必要という試算結果となりました。 

なお、保全スケジュールを作成する過程で、更新時期が直近にある施設や公共施設改善編で

機能移転等とした施設については、緊急修繕の対象から除いています。 

 

表 27 緊急修繕費積算表 

  建物概要 屋根・屋上 外壁 外部開口部

No. 施設名 棟名
建築
年度

構造
種別

地
上

地
下

延床
面積

劣
化

仕様 屋根㎡
劣
化

仕様 外壁㎡
劣
化

仕様 開口㎡

1 港小学校 校舎 1975 RC造 4 3,578 D 保護防水 984 D 吹付け、塗装 1,566 C アルミ製 671 54

2 高浜中学校 南校舎 1969 RC造 3 2,588 D 露出防水 949 D 吹付け、塗装 1,176 B アルミ製 504 37

3 高浜中学校 北校舎 1972 RC造 5 4,765 D 露出防水 1,048 D 吹付け、塗装 1,997 B アルミ製 856 57

4 高浜中学校 屋内運動場 1995 RC造 2 1,669 D 瓦、ｽﾚｰﾄ、ｼﾝｸﾞﾙ等 918 C タイル貼り 801 A アルミ製 343 6

5 南中学校 南校舎 1977 RC造 4 3,751 D 露出防水 1,032 C 吹付け、塗装 1,603 B アルミ製 687 12

6 南中学校 北校舎 1977 RC造 4 1,461 D 露出防水 402 B 吹付け、塗装 1,001 C アルミ製 429 5

6 棟 修繕費　計

修繕費（百万円）
（屋根・屋上・外壁・開

口部のＤ評価対応）

延 17,812 ㎡ 172
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（３）保全スケジュール 

 平成６３年までの公共施設の保全スケジュールの概要は、下記グラフのとおりです。 

   今後も維持していくとした施設を更新した場合、総額で約２９９億円、年平均約７.９億円という

試算結果となります（各年左側グラフ）。 

また、機能移転等施設の総量圧縮を実施した場合は、施設の維持管理及び運営の改善効果により、

総額で約２０９億円、年平均５.5 億円（各年右側グラフ）に費用を抑えることができる試算結果と

なります。 

   なお、年次ごとの詳細につきましては、今後も維持していく施設について、時期や更新費用を示

した「公共施設保全アクションプラン」及び、機能移転等施設の総量圧縮によるコスト削減案を示

した「公共施設改善モデルプラン」を合わせた「高浜市公共施設あり方計画推進プラン」を第 5 章

に記載します。 
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①投資的経費年平均 

７．９億円ライン 

②投資的経費年平均 

５．５億円ライン 

①公共施設保全編に基づ

く更新費用 

②公共施設改善編に基づ

く改善実施効果 
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試 算 内 容 総 額 単年度平均額 

①公共施設保全編に基づく更新費用 ２９９億円 ７．９億円 

②公共施設改善編に基づく改善実施効果 ２０９億円 ５．５億円 
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【凡例】 

○更新費用 

・①公共施設保全編に基づく更新費用（青色縦棒グラフ） 

・②公共施設改善編に基づく改善効果（赤色縦棒グラフ） 

○投資的経費ライン 

・①投資的経費年平均７．９億円ライン（青色横棒点線） 

・②投資的経費年平均５．５億円ライン（赤色横棒二重線） 
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第５章 公共施設あり方計画推進プラン      
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１．公共施設あり方計画推進プランの策定趣旨 

本書では、これまで、今後 40年間を見据え、行政サービスの低下を招くことがないよう留意し

ながら、「高浜市公共施設マネジメント基本方針」、「公共施設改善編」や「公共施設保全編」をと

りまとめてきました。本計画の中では、施設の長寿命化や総量圧縮などを図ることにより、約２５

２億円のコスト削減を目標として掲げています。 

 この章では、引き続き厳しい財政状況が続くと見込まれる中、今後の公共施設のあり方の全体方

針をまとめた「公共施設あり方計画」を着実に推進していくため、今後も継続して維持していくと

した施設の更新時期や更新費用をまとめた「公共施設保全アクションプラン」と、民間活力を有効

活用しながら保有形態の見直しを含め、複合化や機能移転等により施設の総量圧縮を図るとした施

設について、１つの具体案としてまとめた「公共施設改善モデルプラン」の２つのプランによる「公

共施設あり方計画推進プラン」をまとめています。 

本推進プランの期間は、1次の期間を総合計画の基本計画期間に合わせ４年と設定し、第 1次か

ら第１０次までとしています。ただし、第１０次の期間は２年としています。 

本推進プランは、今後、本市の公共施設を「賢く使う」ため、市民の方々と問題意識を共有しな

がら、共に知恵と工夫を出し合って進めていくためのプランをお示しするものです。今後の社会情

勢の変化、景気の動向を注視し、定期的に見直しを行う中で、市民の方々からの意見を踏まえ、市

と市民との協働により公共施設マネジメントを進めていくためのものです。 
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（１）公共施設保全アクションプラン 

公共施設保全アクションプラン（以下 保全アクションプラン）は、「公共施設保全編」で今後

も継続して維持していくとした施設について、長寿命化を図りながら、平成６３年度までの更新

時期や更新費用を取りまとめたものです。 

  なお、更新費用が単年度に集中する場合、施設の劣化状況調査及び施設重要度による保全優先

度に基づき、時期を早めたり、遅くしたりするなど、コストの平準化を考慮したプランとしてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）公共施設改善モデルプラン 

公共施設改善モデルプラン（以下 改善モデルプラン）は、「公共施設改善編」で複合化や機能

移転等を図るとした施設について、その検討時期や削減される費用を取りまとめたものです。 

なお、改善モデルプランの対象となる施設については、社会情勢及び市民ニーズ、行政サービ

スのあり方を総合的に検討し、行政サービスの向上を最大限考慮したプランを提案します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設改善モデルプランの効果 

・中・長期的な視点による行政サービスの効率化及び管理・運営コストの削減 

・財政計画と連動した財政シミュレーション（長期財政見通し） 

公共施設保全アクションプランの効果 

・将来を見据えた、財政負担の平準化 

・建替えから大規模改修への転換・長寿命化の方針による財政負担の軽減 

・計画的な予防保全による行政サービス低下の未然防止 
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２．公共施設あり方計画推進プラン 

（１）第１次 推進プラン（平成２６年度～平成２９年度） 

平成２６年度～平成２９年度までの推進プランの方針として、「公共施設改善編」において示

されているモデル事業の推進を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全プラン 対象施設 内容 

建替え 高浜小学校 モデル事業として位置づけている施設の更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（百万円）

高浜小① 1,631 高浜小② 1,631

A
（地方債）

（特定財源）

（一般財源）

A’

983 983

建替え

単年保全額

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度平成２６年度

109 109
0 538 538

単年度保全額計

財源

内訳
0

0

第１次　保全アクションプラン

3,262

0 1,631 1,6310
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（百万円） 

第１次 改善モデルプラン 

 対象施設 内容 

保有形態 

の見直し 
市役所庁舎 

民間活力の活用による、施設保有形態の見直

しを図る。（見直しに伴い、今後２０年間賃借

料が発生すると仮定） 

機能移転 

体育センター、高浜北部老人憩いの家、 

高浜中部老人憩いの家、高浜老人ふれあいの家 

市立図書館、大山公民館、春日庵 

高浜小学校の建替えに伴い、施設機能の集約

化を図る。 

廃止 ものづくり工房あかおにどん、サロン赤窯 施設のあり方の見直しを図る。 

年次改善額 ３１ 

累計改善額計（B） ２０ 

 

○第１次 推進プランの効果 

 第１次 推進プラン効果の内訳 

財政効果 

○保全アクションプランに伴う事業費（A’）  ＝約３，２６２百万円 

○改善モデルプランに伴う改善効果（B）    ＝約   ２０百万円 

○差引 第１次推進プラン事業費（A’）+（B） ＝約３，２８１百万円 

 （単年度平均約８２０百万円） 

供給効果 

【保全効果】 

○建替え施設       ＝１施設（９，５４８㎡）※小学校と図書館の合築面積        

【改善効果】 

○保有形態の見直し施設  ＝１施設（７，６７３㎡） 

○機能移転施設      ＝７施設（２，３２１㎡）※図書館面積を除く 

○廃止施設         ＝２施設（  ２５０㎡） 

○総量圧縮効果       ＝１０，２４４ ㎡ 
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（２）第２次 推進プラン（平成３０年度～平成３３年度） 

平成３１年度～平成３３年度までの推進プランの方針として、大規模改修の時期（築 35年）を

迎える施設や、既に大規模改修の時期が経過している施設の更新を図るとともに、劣化の著しい施

設の緊急修繕保有形態の見直しや機能移転等のあり方の見直しを図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全プラン 対象施設 内容 

大規模改修 
高取小学校、吉浜小学校、東海児童センター、生きがい

センター 

大規模改修の時期（築 35 年）を迎

える施設の更新を図る。 

大規模改修 

（積み残し） 

高浜南部幼稚園、高取幼稚園、吉浜幼稚園、吉浜北部保

育園、高取保育園、南部ふれあいプラザ 

大規模改修の時期（築 35 年）既に

超えた施設について、コスト平準

化を考慮した更新を図る。 

緊急修繕 港小学校、高浜中学校、南中学校 

劣化状況調査において、安全上又

は機能上、早急な対応が必要と判

断された施設の修繕 

（百万円）

高取小① 515 高取小② 515 吉浜小① 543

生きがいセンター 102
東海児童
センター

59

吉浜北部保育園 124 高取幼稚園 112 吉浜幼稚園 181

高浜南部幼稚園 106 高取保育園 118
南部ふれあい
プラザ

96

高浜中（体育館） 6

高浜中（南校舎） 37

高浜中（北校舎） 57

港小学校（校舎） 54

南中（北校舎） 5

南中（南校舎） 12

A
（地方債）

（特定財源）

（一般財源）

A’

平成３３年度

745 848 880単年保全額

224 264

624 615

242
0 0 0

第２次　保全アクションプラン

2,644

平成３０年度

緊急修繕

172

大規模
改修

大規模
改修

（積み残し）

単年度保全額計

財源
内訳

503

平成３１年度 平成３２年度

0
0

172
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（百万円） 

 

○第２次 推進プランの効果                           

 第２次 推進プラン効果の内訳 

財政効果 

○保全アクションプランに伴う事業費（A’）   ＝約２，６４４百万円 

○改善モデルプランに伴う改善効果（B）     ＝約   ５４百万円 

○差引 第２次推進プラン事業費（A’）‐（B）  ＝約２，５９１百万円 

 （単年度平均約６４８） 

供給効果 

【保全効果】 

○大規模改修施設     ＝１０施設（２９，１３９㎡）        

【改善効果】 

○保有形態の見直し施設  ＝ ３施設（８，５７９㎡） 

○機能移転施設      ＝１８施設（８，９９７㎡） 

○廃止施設         ＝ １施設（１４０㎡） 

○総量圧縮効果       ＝１７，７１６㎡ 

第２次 改善モデルプラン 

改善プラン 対象施設 内容 

保有形態 

の見直し 
芳川住宅、湯山住宅、東海住宅  

民間活力の活用による、施設保有形態の見直しを

図る。 

機能移転 

中央公民館、高取公民館、高取図書室、 

吉浜公民館、吉浜図書室、高取農業センター、

東海会館、安心安全ステーション 

高浜南部老人憩の家、吉浜北部老人憩の家、 

吉浜南部老人憩の家、高取北部老人憩の家、 

高取南部老人憩の家、湯山老人憩の家、 

学校施設の更新時に機能の複合化図る。また

は、施設更新時期を既に過ぎている施設に対

して近隣の集会施設へ機能の集約化を図る。 

武道館、碧海テニスコート  学校開放の拡充による対応を図る。 

いちごプラザ、保健センター  いきいき広場等へ機能の集約化を図る。 

廃止 シルバー作業所 運営の見直しを図る。 

年次改善額 －６４ 

累計改善額（B） －５４ 



  

104 

 

（３）第３次 推進プラン（平成３４年度～平成３７年度） 

平成３４年度～平成３７年度までの推進プランの方針として、学校施設の大規模改修及び大規模

改修の時期（築 35年）を迎える施設の更新を図るとともに、保有形態の見直しや機能移転等のあ

り方の見直しを図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全プラン 対象施設 内容 

大規模改修 

吉浜小学校、高浜中学校、港小学校、高浜幼

稚園、小規模多機能居宅介護支援事業所オリ

ーブ、高浜ふれあいプラザ 

大規模改修の時期（築 35 年）を迎える施設

の更新を図る。 

（百万円）

吉浜小② 543 高浜中① 877 高浜中② 877 港小① 416

高浜幼稚園 129

小規模多機能居
宅介護支援事業
所　オリーブ

57

高浜ふれあい
プラザ

101

A
（地方債）

（特定財源）

（一般財源）

A’

第３次　保全アクションプラン

877 416

平成３４年度 平成３６年度 平成３７年度平成３５年度

219 104

財源
内訳

658 312
0 0

合  計

830 877
580 658

単年保全額

3,001

大規模改修

250 219
0 0
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 （百万円） 

 

 

 

○第３次 推進プランの効果                          

 第 3 次 推進プラン効果の内訳 

財政効果 

○保全アクションプランに伴う事業費（A’）  ＝約３，００１百万円 

○改善モデルプランに伴う改善効果（B）   ＝約  １６７百万円 

○差引 第３次推進プラン事業費（A’）‐（B）＝約２，８３３百万円 

 （単年度平均約 708 百万円） 

供給効果 

【【保全効果】 

○大規模改修施設     ＝６施設（２２，９２０㎡）        

【改善効果】 

○保有形態の見直し施設  ＝２施設（５，７１４㎡） 

○機能移転施設      ＝２施設（１，２３０㎡） 

○総量圧縮効果       ＝６，９４４㎡ 

 

 

 

 

第３次 改善モデルプラン 

  内容 

保有形態 

の見直し 
三高駅西駐車場、稗田住宅 

契約更新時期に合わせ、民間活力の活用によ

る、施設保有形態の見直しを図る。 

機能移転 高浜南部公民館、女性文化センター 学校施設の更新時に機能の複合化図る。 

年次改善額 － ２９ 

累計改善額（B） －１６７ 
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（４）第４次 推進プラン（平成３８年度～平成４１年度） 

平成３８年度～平成４１年度までの推進プランの方針として、学校施設やかわら美術館の大規模

改修の時期（築 35年）を迎える施設の更新を図るとともに、かわら美術館を大規模改修の時期を

目安に、施設のあり方の見直しを図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全プラン 対象施設 内容 

大規模改修 港小学校、南中学校、かわら美術館、第一分団詰所 
大規模改修の時期（築 35 年）を迎える施設の

更新を図る。 

（百万円）

港小② 416 南中① 644 南中② 644 かわら美術館① 584

第一分団詰所 32

A
（地方債）

（特定財源）

（一般財源）

A'

平成４０年度 平成４１年度

第４次　保全アクションプラン

大規模
改修

単年保全額 449 644

平成３８年度 平成３９年度

644 584

財源
内訳

312 483 483 438
0 0 0 0

136 161 161 146

合  計 2,320
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（百万円） 

 

 

○第４次 推進プランの効果                          

 第４次 推進プラン効果の内訳 

財政効果 

○保全アクションプランに伴う事業費（A’）   ＝約２，３２０百万円 

○改善モデルプランに伴う改善効果（B）    ＝約  ４７１百万円 

○差引 第４次推進プラン事業費（A’）‐（B） ＝約１，８４８百万円 

 （単年度平均約４６２百万円） 

供給効果 

【保全効果】 

○大規模改修施設     ＝４施設（１７，２６９㎡）        

【改善効果】 

○保有形態の見直し施設  ＝１施設（４，６６９㎡） 

○機能移転施設      ＝１施設（６９４㎡） 

○総量圧縮効果       ＝５，３６３㎡ 

 

第４次 改善モデルプラン 

 対象施設 内容 

保有形態 

の見直し 
かわら美術館 

大規模改修にあわせて、民間活力の活用によ

る、施設保有形態の見直しを図る。 

機能移転 勤労青少年ホーム 学校施設の更新時に機能の複合化図る。 

年次改善額 －２２１ 

累計改善額（B） －４７１ 
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（５）第５次 推進プラン（平成４２年度～平成４５年度） 

平成４２年度～平成４５年度までの推進プランの方針として、いきいき広場など大規模改修の時

期（築 35年）を迎える施設の更新を図るとともに、施設の廃止や機能移転等の施設のあり方の見

直しを図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全プラン 対象施設 内容 

建替え 宅老所「いっぷく」、全世代楽習館 
建替えの時期（築 70 年）を迎える施設の

更新を図る。 

大規模改修 

かわら美術館、いきいき広場、悠遊たかとり、 

高浜市漕艇センター、南部デイサービスセン

ター、第二分団詰所、第三分団詰所、 

第四分団詰所、 

大規模改修の時期（築 35 年）を迎える施

設の更新を図る。 

（百万円）

宅老所「いっぷく」 58

全世代楽習館 29

かわら美術館② 584 いきいき広場① 601 いきいき広場② 601 第四分団詰所 33

第三分団詰所 33 悠遊たかとり 36

高浜市漕艇
センター

90

第二分団詰所 33

南部デイサービス
センター

99

A
（地方債）

（特定財源）

（一般財源）

A' 合  計 2,196

377

財源
内訳

438 451 451 70
0 0 0 0

601

178 150 150 307

建替え

単年保全額 616 601

大規模
改修

第５次　保全アクションプラン

平成４２年度 平成４３年度 平成４４年度 平成４５年度
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（百万円） 

 

 

○第５次 推進プランの効果                          

 第５次 推進プラン効果の内訳 

財政効果 

○保全アクションプランに伴う事業費（A’）   ＝約２，１９６百万円 

○改善モデルプランに伴う改善効果（B）     ＝約１，１３４百万円 

○差引 第５次推進プラン事業費（A’）‐（B）  ＝約１，０６２百万円 

 （単年度平均約２６６百万円） 

供給効果 

【保全効果】 

○建替え       ＝２施設（２５０㎡） 

○大規模改修施設   ＝８施設（１２，１７５㎡）        

【改善効果】 

○機能移転施設    ＝２施設（２６８㎡） 

○総量圧縮効果     ＝２６８㎡ 

 

 

第５次 改善モデルプラン 

 対象施設 内容 

機能移転 

全世代楽習館 
集会機能部分について、近隣の集会施設等へ

機能の集約化を図る。 

みどり学園 
いきいき広場等の福祉施設へ機能の集約化を

図る。 

年次改善額 －４ 

累計改善額（B）  －１，１３４ 
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（６）第６次 推進プラン（平成４６年度～平成４９年度） 

平成４６年度～平成４９年度までの推進プランの方針として、更新の時期を迎える、高取小学校

や翼小学校などの施設の更新を図るとともに、機能移転等の施設のあり方の見直しを図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全プラン 対象施設 内容 

建替え 高取小学校 
建替えの時期（築 70 年）を迎える施設の更

新を図る。 

大規模改修 
翼小学校、 

アサヒサンクリーン高浜ケアハウス 

大規模改修の時期（築 35 年）を迎える施設

の更新を図る。 

（百万円）

高取小① 1,000 高取小② 1,000

翼小① 827 翼小② 827

アサヒサンクリーン
高浜ケアハウス

363

A
（地方債）

（特定財源）

（一般財源）

A'

平成４６年度 平成４７年度 平成４８年度 平成４９年度

第６次　保全アクションプラン

建替え

大規模
改修

単年保全額 1,000 1,000 1,190

財源

内訳

603 603 620 893
330 330 0 0

827

67 67 207 298

合  計 4,017
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（百万円） 

 

○第６次 推進プランの効果                           

 第６次 推進プラン効果の内訳 

財政効果 

○保全アクションプランに伴う事業費（A’）   ＝約４，０１７百万円 

○改善モデルプランに伴う改善効果（B）    ＝約１，２８７百万円 

○差引 第６次推進プラン事業費（A’）‐（B） ＝約２，７３０百万円 

 （単年度平均約 683 百万円） 

供給効果 

【保全効果】 

○建替え       ＝１施設（６，０６１㎡） 

○大規模改修施設   ＝２施設（１１５，６４６㎡）        

【改善効果】 

○廃止施設      ＝１施設（３２０㎡） 

○総量圧縮効果     ＝３２０㎡ 

 

 

 

 

 

 

第６次 改善モデルプラン 

 対象施設 内容 

廃止 葭池住宅 運営の見直しを図る。 

年次改善額 －１ 

累計改善額（B）  －１，２８７ 
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（７）第７次 推進プラン（平成５０年度～平成５３年度） 

平成５０年度～平成５３年度までの推進プランの方針として、更新の時期を迎える、吉浜小学校

をはじめとした学校施設や幼稚園の建替えの実施を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全プラン 対象施設 内容 

建替え 吉浜小学校、吉浜幼稚園、高浜中学校 
建替えの時期（築 70 年）を迎える施設の更新

を図る。 

（百万円）

吉浜小① 1,054 吉浜小② 1,054 吉浜幼稚園 352 高浜中① 1,703

A
（地方債）

（特定財源）

（一般財源）

A'

平成５０年度 平成５１年度 平成５２年度 平成５３年度

第７次　保全アクションプラン

建替え

単年保全額 1,054 1,054 1,703

財源

内訳

636 636 212 1,027
348 348 116 562

352

71 71 24 114

合  計 4,163
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（百万円） 

 

○第７次 推進プランの効果                          

 第７次 推進プラン効果の内訳 

財政効果 

○保全アクションプランに伴う事業費（A’）   ＝約４，１６３百万円 

○改善モデルプランに伴う改善効果（B）    ＝約１，７０１百万円 

○差引 第７次推進プラン事業費（A’）‐（B） ＝約２，４６３百万円 

 （単年度平均約６１６百万円） 

供給効果 

【保全効果】 

○建替え       ＝３施設（１７，７０２㎡）   

【改善効果】 

○機能移転施設    ＝１施設（１３３㎡） 

○総量圧縮効果     ＝１３３㎡ 

 

第７次 改善モデルプラン 

  内容 

機能移転 障害者地域生活支援施設「みんなの家」 移転が可能な他の施設へ機能移転を図る。 

年次改善額 －０．４ 

累計改善額（B）  －１，７０１ 
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（８）第８次 推進プラン（平成５４年度～平成５７年度） 

平成５４年度～平成５７年度までの推進プランの方針として、更新の時期を迎える、港小学校や

高取幼稚園・保育園の建替えや、ふれあいプラザ等の大規模改修の実施を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全プラン 対象施設 内容 

建替え 

高浜中学校、港小学校、高浜ふれあいプラザ 

小規模多機能居宅介護支援事業所オリーブ、

高取幼稚園、高取保育園、 

建替えの時期（築 70 年）を迎える施設の更新

を図る。 

大規模改修 吉浜ふれあいプラザ、高浜エコハウス 
大規模改修の時期（築 35 年）を迎える施設の

更新を図る。 

（百万円）

高浜中② 1,703 港小① 808 港小② 808
小規模多機能居宅
介護支援事業所
オリーブ

103

高取幼稚園 217 高取保育園 230
高浜ふれあい
プラザ

162

吉浜ふれあい
プラザ

87

高浜エコハウス 250

A
（地方債）

（特定財源）

（一般財源）

A'

平成５４年度 平成５５年度 平成５６年度 平成５７年度

第８次　保全アクションプラン

建替え

大規模
改修

単年保全額 1,703 1,025 601

財源
内訳

1,027 618 660 456
562 338 267 0

1,038

114 69 112 145

合  計 4,368
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（百万円） 

 

 

○第８次 推進プランの効果                          

 第８次 推進プラン効果の内訳 

財政効果 

○保全アクションプランに伴う事業費（A’）    ＝約４，３６８百万円 

○改善モデルプランに伴う改善効果（B）      ＝約１，７０１百万円 

○差引 第８次推進プラン事業費（A’）‐（B）   ＝約２，２６７百万円 

 （単年度平均約６６７百万円） 

供給効果 

【保全効果】 

○建替え       ＝６施設（１７，４２５㎡） 

○大規模改修施設   ＝２施設（１，３４９㎡）        

 

 

 

第８次 改善モデルプラン 

改善プラン 対象施設 内容 

 対象施設なし 

累計改善額（B）  －１，７０１ 
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（９）第９次 推進プラン（平成５８年度～平成６１年度） 

平成５８年度～平成６１年度までの推進プランの方針として、更新の時期を迎える、南中学校、

高浜南部幼稚園、吉浜北部保育園、南部ふれあいプラザの建替えの実施を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全プラン 対象施設 内容 

建替え 
南中学校、南部ふれあいプラザ、 

吉浜北部保育園、高浜南部幼稚園 

建替えの時期（築 70 年）を迎える施設の更新

を図る。 

（百万円）

高浜南部幼稚園 206 南中① 1,250 南中② 1,250
南部ふれあい
プラザ

154

吉浜北部保育園 240

A
（地方債）

（特定財源）

（一般財源）

A'

平成５８年度 平成５９年度 平成６０年度 平成６１年度

第９次　保全アクションプラン

建替え

単年保全額 446 1,250 154

財源
内訳

316 753 753 116
68 412 412 0

1,250

62 84 84 39

合  計 3,099
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（百万円） 

 

 

○第９次 推進プランの効果                          

 第９次 推進プラン効果の内訳 

財政効果 

○保全アクションプランに伴う事業費（A’）   ＝約３，０９９百万円 

○改善モデルプランに伴う改善効果（B）     ＝約１，７０１百万円 

○差引 第９次推進プラン事業費（A’）‐（B）  ＝約１，３９９百万円 

 （単年度平均約３５０百万円） 

供給効果 
【保全効果】 

○建替え    ＝４施設（９，３１０㎡） 

 

 

 

第９次 改善モデルプラン 

 対象施設 内容 

 対象施設なし 

累計改善額（B）  －１，７０１ 
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（１０）第１０次 推進プラン（平成６２年度～平成６３年度） 

平成６２年度～平成６３年度までの推進プランの方針として、更新の時期を迎える、高浜小学校

の建替えの実施を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全プラン 対象施設 内容 

大規模改修 高浜小学校 
大規模改修の時期（築 35 年）を迎える施設

の更新を図る。 

（百万円）

高浜小① 880

A
（地方債）

（特定財源）

（一般財源）

A'

大規模
改修

単年保全額 0

第１０次　保全アクションプラン

平成６２年度 平成６３年度

0 220

合  計 880

880

財源
内訳

0 660
0 0
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（百万円） 

 

 

○第１０次 推進プランの効果                         

 第１０次 推進プラン効果の内訳 

財政効果 

○保全アクションプランに伴う事業費（A’）   ＝約８８０百万円 

○改善モデルプランに伴う改善効果（B）     ＝約８５０百万円 

○差引 第１０次推進プラン事業費（A’）‐（B） ＝約 ３０百万円 

 （単年度平均約７百万円） 

供給効果 
【保全効果】 

○大規模改修施設   ＝１施設（７，８４１㎡）   

 

 

 

第１０次 改善モデルプラン 

 対象施設 内容 

 対象施設なし 

累計改善額（B）  －１，７０１ 
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３．まとめ 

■今後必要と見込まれる投資的経費の見通しと課題 

平成 63年度までの全１０次の計画として示してきた「公共施設あり方計画推進プラン」を実

際に推進していくためには、将来を見据えた長期財政見通しを作成することで、より実現性の高

い計画とすることができます。 

これまでの試算による今後必要となる投資的経費については、保全アクションプランにおいて

は、総額で約 299 億円、単年度平均で約 7．9 億円が必要となり、改善モデルプランにおいて

は総額で約９0億円、単年度平均で約 2．４億円の改善が可能となり、この改善モデルプランが

実施されることによる改善効果により、最終的には推進プランの総事業費として、約２０9億円、

単年度平均で約５．５億円までコストを改善することが見込まれる結果となりました。これは高

浜市公共施設マネジメント白書での試算に比べて 31４億円の改善効果につながりました。（表

28） 

 
表 28 公共施設あり方推進プランの投資的経費総括表 

公共施設あり方推進プラン 総額（億円） 単年度平均額（億円） 

保全アクションプラン（A） ２９９ ７．９  
改善モデルプラン（B） －９０ －２．４  
差引 推進プラン事業費（A）-（B） ２０９ ５．５  
（参考）高浜市公共施設マネジメント白書 ５２３ １３．１ 

 

しかし、推進プランの投資的経費見通し（図 29）によると、今後大規模改修が集中する時期

と建て替えが集中する時期の大きく分けて 2度、施設更新に係る費用が集中する時期が到来しま

す。これらの更新費用が集中する時期に備えて、補助金の活用等による保全アクションプラン対

象施設の費用負担の軽減や、改善モデルプランの早期実施などを取り組んでいく必要があります。 

 
図 29 公共施設推進プランの投資的経費見通し図 
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第６章 公共施設あり方計画の推進体制     
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１．公共施設あり方計画を推進するために 

（１）計画の推進 

   これまで、今後の行政サービスのあり方や公共施設マネジメントの全体方針となる「高浜市

公共施設あり方計画」をまとめてきました。今後は、市民の皆さまと問題意識を共有しながら、

お互いに知恵と工夫を出し合い、市と市民との協働により「公共施設あり方計画」を推進して

いくことが大切です。 

これから本計画を着実に進めていくために、適切な補修・大規模改修を行うことにより、建

替えの周期を 60年から 70年に延命化するとした施設の長寿命化、機能の複合化や集約化に

よる施設の総量（総延床面積）圧縮について具現化するための取り組みを進めていきます。 

   その取り組みとして、厳しい財政状況の中、本計画を推進するための推進体制の整備や、Ｐ

ＤＣＡサイクルをまわす仕組みを構築するとともに、計画の進行管理を行ってまいります。こ

の取り組みにより、高浜市の次世代に安定して行政サービスが提供できるよう、限られた財産

の有効活用を図ってまいります。 

   また、財政計画と連動した財政シミュレーション（長期財政見通し）から、今後の社会情勢

や景気の動向を考慮すると、さらに厳しい財政状況が見込まれるということを踏まえ、行政サ

ービスを維持していくための財源確保として、機能の複合化や機能移転等、施設の総量圧縮に

より生じた未利用資産について、資産の売却、貸付などの方法についても検討してまいります。 

 

（２）全庁を挙げた推進体制 

    公共施設マネジメントは、市の財政事情からみえる現状と課題から、単に費用をカットし

て財源を捻出すれば良いという問題ではありません。市民の皆さまに対する行政サービスと

して、どのようなサービスを提供し、そのためにどのような施設を使うか、優先順位をどの

ようにつけていくか、市民の皆さまが行うことは何か、民間の知恵をどのように使うかなど

を総合的に考える自治体経営そのものです。 

    本計画を進めていくうえでは、施設について、個別の判断を施設所管グループに委ねると、

所管する施設のみの考え方に偏り、総合的な視点に立っての判断がつかず、結果的にマネジ

メントすることが困難になってしまいます。 

そこで、本計画を着実に推進していくため、トップマネジメントによる推進体制として、

平成２６年４月に市長をトップに、各部局長で構成する「公共施設あり方推進本部」を設置

しました。 

「公共施設あり方推進本部」では、組織の縦割りを越えて、総合的、長期的な視点で、「公

共施設あり方計画」の検証や見直し、個別施設の更新にかかる計画に対しての調整及び了承、

施設の改修等の優先順位付けの決定や全体方針との調整等の役割を担うとともに、「公共施

設あり方計画」の進行管理を行います。 

なお、「公共施設あり方推進本部」の事務局は、総務部行政グループが行います。 

組織図については次のとおりです。 
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総務部行政グループ 

（本部の庶務及び各検討部会との連絡調整） 

 

〔組織図〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※点線は今後設置予定 

 

（３）地域の提案などが反映できる推進体制 

    「公共施設あり方計画」は、市民の皆さまのご理解とご協力がなければ計画の目的を果た

すことはできません。市民の皆さまは、施設を利用する利用者と施設にかかる費用を負担す

る納税者の二面性をもっています。本計画実現のためには、市民の皆さまに本市の公共施設

の現状と抱えている課題等をわかりやすく情報提供し、本計画に対するご理解を得ることが

必要です。 

そのためには、市民の皆さまと公共施設の現状と課題等の情報を共有し、合意形成を図り

ながら推進していきます。その方法としては、アンケート調査、出前講座の実施、わかりや

すいリーフレットの作成・配布、シンポジウムの開催などが考えられます。また、公共施設

の大規模改修や建て替え等の更新時に、市民の方々を交えたワークショップの開催や意見募

集を行うなど、市民の意見が反映できるような仕組みを構築します。 

 

 （４）財政シミュレーションから次なる展開へ 

    公共施設あり方計画推進プランにおける財政シミュレーション（長期財政見通し）では、

平成６３年度までの期間で２回の大きな波が訪れることが判明しました。それは、大規模改

修が集中する平成２８年度から平成３６年度までの第１期集中期（第１波）、大規模改修や

建替えが集中する平成４５年度から平成６０年度までの第２期集中期（第２波）です。平成

４５年度までは、長期財政見通しから収支が赤字とならずに推移しますが、第２期集中期で

約２２億円が不足する試算となっています。そのため、第２期集中期に入る前の平成４１年

度の時期に、さらなる総量圧縮を図ることを検討する必要があります。（「第２次高浜市公共

施設あり方計画」作成） 

公共施設あり方推進本部（部長会） 
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Ⅰ．高浜市公共施設あり方計画策定の経過 

 

年
度 

月日 内容 

平
成
２
２
年
度 

１１月１日 職員研修開催 

【講演内容】 

 ○テーマ 「高浜市の公共施設のあり方 老朽化と再配置」 

 ○講師  東洋大学 根本祐二教授 

      公共施設のあり方の検討の必要性についての認識を共有 

平
成
２
３
年
度 

５月３１日 公共施設マネジメント白書作成のための職員プロジェクト設置及び会議開催 

○内容 プロジェクトの役割と今後の進め方について 

６月２９日 第２回職員プロジェクト開催 

○内容 公共施設マネジメント白書作成の概要、利用運営、コスト調査票の

記入について 

１１月９日 第３回職員プロジェクト開催 

 ○内容 公共施設マネジメントの必要性（序章）、高浜市の特色及び課題（第

１章）、市が保有する財産の状況及び資産の有効活用の必要性（第

２章）について内容を協議 

１２月７日 第４回職員プロジェクト開催 

 ○内容 第３回に引続き、白書の序章から第２章までの内容を精査 

３月２８日 公共施設マネジメント白書作成 

平
成
２
４
年
度 

７月２０日 公共施設あり方検討委員会の作業部会として職員で構成する公共施設あり方

計画検討プロジェクトを設置 

７月３１日 第１回公共施設あり方計画検討プロジェクト開催 

 ○内容 プロジェクトの概要及びスケジュールについて 

８月１５日 公共施設マネジメント白書公表 

８月２０日 高浜市公共施設あり方検討委員会設置 

８月２２日 第２回公共施設あり方計画検討プロジェクト開催 

 ○内容 公共施設の補助金及び起債等調査結果、公共施設あり方検討委員会

（第１回）の議題及び資料について 

８月２４日 第１回高浜市公共施設あり方検討委員会開催 

９月２４日 第３回公共施設あり方計画検討プロジェクト開催 

 ○内容 検討委員会（第１回）の報告及び今後の検討委員会の開催日程、高

浜市マネジメント方針（案）、分野別（用途別）の方向性について 

１０月１４日 第２回高浜市公共施設あり方検討委員会開催 

１１月７日 第４回公共施設あり方計画検討プロジェクト開催 

 ○内容 検討委員会（第２回）の報告、公共施設（施設別）のあり方意向調

査の結果報告、ワーキンググループによるあり方検討について 

１１月１４日 第５回公共施設あり方計画検討プロジェクト開催 

 ○内容 ワーキンググループによる検討結果報告について 

１２月 ４日 第６回公共施設あり方計画検討プロジェクト開催 

 ○内容 今後の公共施設（施設別）のあり方意向の再検討調査結果、公共施

設あり方検討委員会【第３回】の議題及び資料について 

１２月１６日 第３回高浜市公共施設あり方検討委員会開催 
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１月２９日 第７回公共施設あり方計画検討プロジェクト開催 

 ○内容 検討委員会【第３回】の報告、検討委員会【第４回】の議題及び資

料について 

２月 ９日 第４回高浜市公共施設あり方検討委員会開催 

３月１４日 第８回公共施設あり方計画検討プロジェクト開催 

 ○内容 検討委員会【第４回】の報告、検討委員会【第５回】の議題、公共

施設あり方計画検討プロジェクト会議の総括について 

３月２３日 第５回高浜市公共施設あり方検討委員会開催 

平
成
２
５
年
度 

 

４月２２日 職員で構成する公共施設あり方計画推進プロジェクト設置 

５月３１日 

 

第１回公共施設あり方計画推進プロジェクト開催 

 ○内容 プロジェクトの概要およびスケジュールについて、建物実態調査の

概要およびスケジュールについて、ワーキンググループでの検討 

１１月１４日 

 

第２回公共施設あり方計画推進プロジェクト開催 

 ○内容 建物実態調査結果および更新優先度の報告、ワーキンググループか

らの検討テーマ報告、今後のプロジェクトの進め方 

３月１７日 第３回公共施設あり方計画推進プロジェクト開催 

 ○内容 公共施設保全計画の進捗状況について、ワーキンググループからの

検討テーマの最終報告 

平成２６年５月 高浜市公共施設保全計画作成 
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Ⅱ．高浜市公共施設あり方検討委員会 

 

高浜市公共施設あり方検討委員会委員名簿 

（敬称略・順不同） 

役職 氏名 
設置要綱第４条第２項に 

基づく選出区分 

委 員 長 南  学 第 １ 号 

職 務 代 理 者 谷 口  元 第 １ 号 

委 員 小 松  幸 夫 第 １ 号 

委 員 望 月  伸 一 第 １ 号 

委 員 笠 松  栄 治 第 ２ 号 

委 員 小 笠 原  芳 夫 第 ３ 号 

第１号  地方公共団体の行財政及び公共施設のあり方に関し、学識経験を有する者 

第２号  市の行財政に専門的な知識を有する市民 

第３号  高浜市の未来を創る市民会議財政分科会の市民リーダー 

 

 

高浜市公共施設あり方検討委員会検討経緯 

回 開催日 議題 

第１回 平成 24 年 8 月 24 日 

(1)委員長の選任及び職務代理者の指名について 

(2)高浜市の現状と課題の整理について 

(3)委員会の公開方法について 

第２回 平成 24 年 10 月 14 日 

(1)高浜市公共施設あり方計画マネジメント方針(案)

について 

(2)今後の施設の建替え・改修にかかるコスト試算につ

いて 

(3)分野別（用途別）の方向性について 

第３回 平成 24 年 12 月 16 日 

(1)公共施設マネジメント基本方針（案）について 

(2)公共施設改善計画の方向性について 

(3)モデルケースのイメージについて 

第４回 平 成 25 年 2 月 9 日 

(1)高浜市公共施設あり方計画（案）について 

①公共施設マネジメント基本方針（案）について 

②公共施設改善計画（案）について 

第５回 平成 25 年 3 月 23 日 

(1)高浜市公共施設あり方計画（案）について 

①修正及び追加箇所の説明 

  ②来年度に向けて 
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高浜市公共施設あり方検討委員会設置要綱 

 

 （設置） 

第１条 限られた財源及び資産をより有効に活用するため、高浜市公共施設マネジメント白書（以

下「白書」という。）に基づき、高浜市公共施設あり方計画を策定することを目的として、高浜

市公共施設あり方検討委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（定義） 

第２条 この要綱において「公共施設」とは、市が保有し、公共の用に供する施設のうち、道路、

上下水道その他の社会的インフラを除いたものをいう。 

２ この要綱において「高浜市公共施設あり方計画」とは、公共施設について、中・長期的な視点

に立って、将来にわたる更新費用、費用対効果、施設機能及び政策の観点から検証し、優先順位、

再配置方針、保全計画その他公共施設の適正な配置及び効率的な管理運営を行うための今後の方

向性を示す計画をいう。 

（所掌事務） 

第３条 委員会は、次に掲げる事項について調査検討する。 

(１) 白書を踏まえた公共施設の評価及び分析に関する事項 

(２) 高浜市公共施設あり方計画の策定に関する事項 

(３) その他市における公共施設のあり方の検討に関し必要な事項 

 （組織） 

第４条 委員会は、委員７人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

 (１) 地方公共団体の行財政及び公共施設のあり方に関し、学識経験を有する者 

 (２) 市の行財政に専門的な知識を有する市民 

 (３) 高浜市の未来を創る市民会議財政分科会の市民リーダー 

 （任期） 

第５条 委員の任期は、高浜市公共施設あり方計画の策定が終了するまでの間とする。 

 （委員長） 

第６条 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指名する委員がその

職務を代理する。 

 （会議） 

第７条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員会においては、委員長が議長となる。 

３ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

 （関係者の出席等） 

第８条 委員会は、その権限に属する事項を行うため必要があると認めるときは、関係者に対して
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出席を求め、その説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

 （会議の公開） 

第９条 委員会の会議は、原則として公開とする。 

 （作業部会の設置） 

第１０条 委員会の作業部会として、市職員で構成する公共施設あり方計画検討プロジェクトチー

ムを置く。 

２ 公共施設あり方計画検討プロジェクトチームに関し必要な事項は、別に定める。 

（庶務） 

第１１条 委員会の庶務は、企画部経営戦略グループにおいて処理する。 

 （雑則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が会議に諮っ

て定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年８月２０日から施行する。 
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Ⅲ．公共施設等更新費用試算ソフトの試算条件 

 

公共施設の更新費用の試算については、「地方公共団体の財政分析等に関する調査研究会報告書

（平成 23 年 3 月）」（財団法人自治総合センター）を基に作成した、「公共施設更新費用試算ソフ

ト」（財団法人地域総合整備財団）を用いて試算しています。なお、試算条件については以下のと

おりです。 

 

（１）基本的な考え方 

公共施設等の種類ごとに、耐用年数経過後に現在と同じ延べ床面積等で更新すると仮定し、

延べ床面積等の数量に更新単価を乗じることにより、試算の翌年度から４０年度分の更新費用

を試算する。 

 

（２）耐用年数の設定 

公共施設等の建築物については、標準的な耐用年数「建築物の耐久計画に関する考え方（日

本建築学会）」とされる６０年を採用することとする。 

 

（３）更新年数の設定 

建築物の耐用年数は６０年と仮定するが、建物附属設備（電気設備、昇降機設備等）及び配

管の耐用年数が概ね１５年であることから、２回目の改修である建設後３０年で建築物の大規

模改修を行い、その後３０年で建て替えを行うと仮定する。 

なお、試算の時点で、建設時からの経過年数が３１年以上６０年未満のものについては、今

後１０年間で均等に大規模改修を行うと仮定し、これらの仮定を更新年数に設定する。 

 

（４）建替え、大規模改修時の単価設定 

公共施設等の建築物の更新（建替え）と大規模改修の単価については、公共施設等の建築物

の種類により建物構造等が異なることから、既に更新費用の試算に取り組んでいる地方公共団

体の調査実績、設定単価等を基に、用途別に４段階の単価を設定する。この単価は、落札価格

ではなく、予定価格又は設計価格を想定して設定している。 

なお、大規模改修の単価は、６割と想定して単価を設定し、建替えに伴う解体、仮移転費用、

設計料等については含むものとして想定する。 

 

 建替え 大規模改修 

市民文化系・社会教育系・行政系施設

等 
４０万円/㎡ ２５万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション系施設等 ３６万円/㎡ ２０万円/㎡ 

学校教育系、子育て支援施設等 ３３万円/㎡ １７万円/㎡ 

公営住宅 ２８万円/㎡ １７万円/㎡ 
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Ⅳ．公共施設保全アクションプランの試算条件 

 

公共施設保全アクションプランの対象施設にかかる試算条件は以下のとおりです。 

 

①耐用年数の基準 

公共施設等の建築物については、標準的な耐用年数（「建築物の耐久計画に関する考え方（日

本建築学会）」）とされる６０年を基準として、建物の健全性を確認できる場合を前提に目標耐

用年数を70年と設定し、建物附属設備（電気設備、昇降機設備等）及び配管の耐用年数が概

ね１５年であることから、２回目の改修である建設後３５年で建築物の大規模改修を行い、そ

の後３５年で建て替えを行うと仮定します。 

なお、耐用年数は建物の構造により異なりますが、本試算においては鉄筋コンクリート造・

鉄筋鉄骨コンクリート造の標準的な耐用年数である６０年を一律の基準として試算を行いま

す。 

 

②建替え、大規模改修時の単価設定 

公共施設等の建築物の更新（建替え）と大規模改修の単価については、「地方公共団体の財

政分析等に関する調査研究報告書（（財）自治総合センター）」に基づき、公共施設等の建築物

の種類により建物構造等が異なることから、既に更新費用の試算に取り組んでいる地方公共団

体の調査実績、設定単価等を基に、用途別に単価を設定します。単価は、落札価格ではなく、

予定価格又は設計価格を想定して設定します。 

なお、大規模改修の単価は、６割と想定して単価を設定し、建替えに伴う解体、仮移転費用、

設計料等については含むものとして想定する。また、耐震補強費については既に多くの建物が

基準に達しているため、本試算では計上しません。 

 

 

 

 

 

 

③その他の条件設定 

・更新費用の振り分けは建替え・大規模改修ともに単年で実施するものとする。ただし、学校

施設や庁舎等、更新費用が高額になるものについては複数年に振り分けて実施するものとし

ます。 

・平成３１年時点で築35年を超え築55年未満の建物は第２次保全アクションプラン（平成３

１年度～平成３５年度）の間に保全優先度に基づき大規模改修を実施するものとし、築55

年以上の建物については大規模改修を実施しません。 

 

 

 

 建替え 大規模改修 

市民文化系・社会教育系・行政系施設等 ４０万円/㎡ ２５万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション系施設等 ３６万円/㎡ ２０万円/㎡ 

学校教育系、子育て支援施設等 ３３万円/㎡ １７万円/㎡ 

公営住宅 ２８万円/㎡ １７万円/㎡ 
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Ⅴ．公共施設改善モデルプランの試算条件 

 

 公共施設改善モデルプランの対象施設にかかる試算条件については以下のとおりです。 

 

 ①改善費用は高浜市公共施設マネジメント白書の公表値（施設にかかるコスト及び事業運営に係

るコスト）を基準とする。 

②機能移転等の実施時期は、大規模改修時（築後 35 年）や建替え時（築後７０年）、指定管理

者制度等の民間との契約更新時期に実施するものとし、当該年度をコスト改善の適用年度とし、

適用年度以降の対象施設の維持管理費及び運営費を削減する。 

ただし、平成 31年度末時点で築後 35年を超え、築 55年未満の施設は平成 31年度を適用

年度とする。 

③機能移転施設の削減額は、施設にかかるコストの 100％、事業運営に係るコストの 20％を削

減額として計上（複合施設が機能移転を実施する場合は減築面積で試算） 

④廃止又は保有形態の見直し施設の削減額は、施設にかかるコスト及び事業運営に係るコストの

100％を削減額として計上 

 

 



公共施設あり方計画（保全編、改善編）の取組みを実施した場合の財政見通し

（単位：百万円）

①　歳入

1 市税 8,239 8,470 8,534 8,593 8,607 8,621 8,635 8,649 8,663 8,677 8,691 8,705 8,705 8,706 8,707 8,707 8,708 8,694 8,679 8,665
2 地方譲与税・地方交付金 790 998 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161
3 地方交付税 250 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130
4 国庫支出金 1,678 1,584 2,115 2,141 1,555 1,644 1,665 1,672 1,667 1,675 1,678 1,615 1,627 1,663 1,671 1,670 1,684 1,696 1,711 1,695
5 県支出金 985 787 817 813 663 664 666 667 667 668 668 669 671 673 675 677 679 682 686 690
6 繰入金 0 165 423 156 253 150 150 261 235 203 207 72 0 0 0 0 0 0 0 0
7 　　財政調整基金繰入金 0 165 313 46 103 0 0 111 85 53 106 72
8 　　公共施設等整備基金繰入金 0 0 110 110 150 150 150 150 150 150 101 0
9 その他収入 1,459 1,254 1,255 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297
10 市債 317 160 1,141 1,141 165 665 790 780 745 823 823 477 477 648 648 603 603 616 616 235
11 　　公共施設あり方計画に係る地方債 0 0 983 983 0 500 625 615 580 658 658 312 312 483 483 438 438 451 451 70
12 　　それ以外の地方債 317 160 158 158 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165
13 歳入総額 13,718 13,548 15,576 15,432 13,831 14,332 14,495 14,616 14,564 14,634 14,654 14,126 14,068 14,277 14,288 14,245 14,261 14,276 14,281 13,873

②　歳出（性質別） （単位：百万円）

14 人件費 1,880 1,856 1,793 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771
15 扶助費 3,466 3,527 3,590 3,662 3,682 3,702 3,723 3,728 3,734 3,740 3,746 3,753 3,775 3,798 3,821 3,845 3,869 3,912 3,955 3,999
16 公債費 1,057 1,016 954 980 892 856 896 987 979 998 1,015 964 946 927 901 864 808 790 780 779
17 物件費 2,830 2,710 3,140 2,770 2,801 2,744 2,744 2,737 2,737 2,735 2,732 2,708 2,708 2,706 2,706 2,488 2,488 2,488 2,488 2,484
18 維持補修費 143 155 160 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165
19 補助費等 2,161 2,243 2,198 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222
20 積立金 255 181 181 181 76 76 76 76 76 76 76 76 76 76 76 76 76 76 76 76
21 投資・出資金・貸付金 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70
22 繰出金 1,356 1,379 1,426 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480
23 投資的経費（普通建設事業費） 470 381 2,034 2,101 642 1,215 1,318 1,350 1,300 1,347 1,347 886 919 1,114 1,114 1,054 1,086 1,071 1,071 847
26 　　公共施設あり方計画に係る投資的経費 0 0 1,631 1,631 172 745 848 880 830 877 877 416 449 644 644 584 616 601 601 377
27 　　それ以外の投資的経費 470 381 403 470 470 470 470 470 470 470 470 470 470 470 470 470 470 470 470 470
28 予備費 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

29 歳出合計 13,718 13,548 15,576 15,432 13,831 14,332 14,495 14,616 14,564 14,634 14,654 14,126 14,162 14,358 14,356 14,065 14,065 14,075 14,108 13,923

30 歳入・歳出収支差額（①－②） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 -94 -81 -68 181 196 201 173 -50

③　基金残高の推移 （単位：百万円）

31 財政調整基金残高 1,132 968 656 611 508 508 508 397 313 259 153 81
32 公共施設等整備基金残高 909 1,013 1,007 1,001 851 701 551 401 251 101 0 0

第５次　推進プラン

中期基本計画に係る財政計画（２６－２９）

第１次　推進プラン 第２次　推進プラン 第３次　推進プラン 第４次　推進プラン

Ⅵ．高浜市　長期財政見通し（平成26年度～平成63年度）

Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ Ｈ３６
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
　　区分

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
　区分

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１

Ｈ４３ Ｈ４４ Ｈ４５Ｈ３７ Ｈ３８ Ｈ３９

Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ Ｈ３６ Ｈ３７

Ｈ４０ Ｈ４１ Ｈ４２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
　区分

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

Ｈ４４ Ｈ４５

Ｈ４３ Ｈ４４Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５ Ｈ３６ Ｈ３７ Ｈ３８

Ｈ３８ Ｈ３９ Ｈ４０ Ｈ４１ Ｈ４２ Ｈ４３

基金枯渇

Ｈ４５Ｈ３９ Ｈ４０ Ｈ４１ Ｈ４２

●市税 

個人市民税について生産年齢人口の伸び率に応じて積算 

●国庫支出金・県支出金 

高齢者・児童関連について従属人口の伸び率で積算 

●市債 

施設の用途別に起債充当率を設定して積算 

●扶助費 

従属人口（年少人口＋老年人口）の伸び率で積算 

●公債費 

公共施設の更新に伴う新規分の償還については、金利１．４%と想定し、３年据置、２７年元金均等償還として計算 

       大規模改修集中期 （Ｈ２８～Ｈ３６） 第１波 

②第2波 建替え集中期には、約４１億円の財源不足が生

じるが、１０億円の積立てを行った場合でも対応が困難 

平成４０年度～ 

「第２次 高浜市公共施設あり方計画」の策定（予定） 

①第2波に備え、１０億円の基金積み立てを目指す 

（Ｈ４１－Ｈ４４） 

第2波に備えた新たな検討の必要性 
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①　歳入

市税
地方譲与税・地方交付金
地方交付税
国庫支出金
県支出金
繰入金
　　財政調整基金繰入金
　　公共施設等整備基金繰入金
その他収入
市債
　　公共施設あり方計画に係る地方債
　　それ以外の地方債

歳入総額

②　歳出（性質別）

人件費
扶助費
公債費
物件費
維持補修費
補助費等
積立金
投資・出資金・貸付金
繰出金
投資的経費（普通建設事業費）
　　公共施設あり方計画に係る投資的経費
　　それ以外の投資的経費
予備費

歳出合計

歳入・歳出収支差額（①－②）

③　基金残高の推移

財政調整基金残高
公共施設等整備基金残高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
　　区分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
　区分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
　区分

（単位：百万円）

8,651 8,637 8,612 8,587 8,563 8,538 8,514 8,514 8,514 8,514 8,514 8,514 8,514 8,514 8,514 8,514 8,514 8,514
1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161
130 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130 130
1,799 1,815 1,808 1,878 1,878 1,897 1,818 2,009 2,009 1,913 1,915 1,853 1,831 1,945 1,945 1,790 1,768 1,892
694 698 702 707 712 716 721 721 721 721 721 721 721 721 721 721 721 721
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 1,297 起債合計
768 768 785 1,058 801 801 377 1,192 1,192 783 825 621 481 918 918 281 165 825 26,032
603 603 620 893 636 636 212 1,027 1,027 618 660 456 316 753 753 116 0 660 19,629
165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 6,403

14,500 14,505 14,496 14,818 14,541 14,541 14,018 15,024 15,024 14,520 14,563 14,298 14,136 14,687 14,687 13,894 13,756 14,541

（単位：百万円）

1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771 1,771
4,044 4,089 4,142 4,195 4,250 4,305 4,362 4,362 4,362 4,362 4,362 4,362 4,362 4,362 4,362 4,362 4,362 4,362
777 790 813 802 794 827 836 814 846 877 886 926 969 952 943 963 950 887
2,483 2,483 2,483 2,345 2,345 2,345 2,345 2,345 2,345 2,345 2,345 2,345 2,345 2,345 2,345 2,345 2,345 2,345
165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165
2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222 2,222
76 76 76 76 76 76 76 76 76 76 76 76 76 76 76 76 76 76
70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70

1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 投資的経費合計

1,470 1,470 1,297 1,660 1,524 1,524 822 2,173 2,173 1,495 1,508 1,071 916 1,720 1,720 624 470 1,350 47,654
1,000 1,000 827 1,190 1,054 1,054 352 1,703 1,703 1,025 1,038 601 446 1,250 1,250 154 0 880 29,950
470 470 470 470 470 470 470 470 470 470 470 470 470 470 470 470 470 470 17,704
30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

14,587 14,646 14,549 14,817 14,727 14,816 14,178 15,508 15,539 14,893 14,915 14,518 14,406 15,192 15,183 14,107 13,940 14,757

-88 -141 -53 1 -186 -275 -160 -484 -515 -373 -352 -220 -270 -505 -496 -214 -184 -217

（単位：百万円）

第６次　推進プラン 第７次　推進プラン 第８次　推進プラン 第９次　推進プラン 第１０次　推進プラン

Ｈ５５ Ｈ５６Ｈ４９ Ｈ５０ Ｈ５１ Ｈ５２ Ｈ５３ Ｈ５４Ｈ４６ Ｈ４７ Ｈ４８ Ｈ６１ Ｈ６２ Ｈ６３Ｈ５７ Ｈ５８ Ｈ５９ Ｈ６０

Ｈ６３Ｈ５７ Ｈ５８ Ｈ５９ Ｈ６０ Ｈ６１Ｈ５６Ｈ５０ Ｈ５１ Ｈ５２ Ｈ５３ Ｈ５４ Ｈ５５Ｈ４６ Ｈ６２Ｈ４７ Ｈ４８ Ｈ４９

Ｈ６３Ｈ５７ Ｈ５８ Ｈ５９ Ｈ６０ Ｈ６１ Ｈ６２Ｈ５１ Ｈ５２ Ｈ５３ Ｈ５４ Ｈ５５ Ｈ５６Ｈ４６ Ｈ４７ Ｈ４８ Ｈ４９ Ｈ５０

         建替え集中期 （Ｈ４６～Ｈ６０） 第２波 

平成２６年６月時点 
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Ⅶ．用語集（５０音順） 
インフラ インフラストラクチャーの略。 

公共施設のうち、都市活動を支える道路・橋りょうなどの交通施設や公園、

上下水道などの総称。 

稼働率 施設の利用度合いを示す指標。 

保有部屋数と時間区分から各施設の年間利用可能コマ数を算出し、年間利用

可能コマ数と１年間の利用件数より求める。 

旧耐震基準 建築基準法において定義された「耐震基準」のうち、昭和５６年の改正によ

り前の建築基準法による基準のことで、中規模程度の地震（震度５強程度）

を想定して規定されている。旧耐震基準に対し、昭和５６年の法改正後は「新

耐震基準」と言われている。新耐震基準では、大規模の地震（震度６強～７

程度）でも倒壊・崩壊しないことが求められている。 

減価償却相当額 企業会計で用いられ、使用や時の経過による建物等の価値減少分を「コスト」

として計上する手法で、一般的な公会計（現金主義会計）では用いない手法。 

公共施設マネジ

メント 

本市が保有し、又は借り上げている公共施設を重要な経営資源として捉え、

市民ニーズや人口動態等を踏まえた施設の運営状況、利用状況、老朽化度や

トータルコスト等を調査・分析し、最適な保有量の検討、維持管理の適切化、

有効活用の実践、効果の検証を定期的に行い、全市的・総合的な視点から効

果的かつ効率的な管理運営を推進していくこと。 

事業運営にかか

るコスト 

人件費や、そこで行われている事業費、事業にかかる消耗品等のコスト。 

施設にかかるコ

スト 

行政サービスが行われている施設を維持管理していくために必要なコスト。 

光熱水費や各所修繕費、清掃・警備等の委託費、賃料等。 

指定管理者制度 公の施設の管理に民間の能力やノウハウを幅広く活用し、市民サービスの向

上と経費の節減を図ることを目的に、市が指定する法人その他団体などに、

公の施設の管理を委ねる制度。指定管理者の範囲については、特段の制約を

設けず、議会の議決を経て指定される。 

消費的経費 支出の効果が単年度の短期間で終わる性質の経費。 

大規模改修 経年劣化に伴う修繕と建築当初の機能・性能を上回る機能向上を伴う改修工

事。 

耐震基準 建物等の構造物が最低限度の耐震能力を示す基準。 

現行の耐震基準（新耐震基準）は１９８１年に改正された基準。 

投資的経費 公共施設の建設・整備など、将来にわたる資産の形成のための工事や用地取

得にかかる経費のこと。 

トータルコスト 人件費や事業費等の事業運営にかかるコストや光熱水費、各所修繕費等の施

設にかかるコスト、減価償却相当額等、行政サービスにかかる全ての費用。 

ネットワーク型 施設に備える諸室等の機能について、施設間で連携・補完を行うことにより、

地域等の単位全体として機能を満たしていること。 

バリアフリー 高齢者や障害のある人など、だれもが社会生活をしていく上で障壁（バリア）

となる、物理的、社会的、制度的、心理的及び情報面での障害を除去するこ

と。公共施設のバリアフリー化とは、高齢者や障害のある人などが利用しや

すい施設にすることで、エレベータや身障者用トイレ、スロープ、手すりな

どの設置がこれに当たる。 

ＰＦＩ 公共施設等の建設、維持管理、運営等に、民間の資金、経営能力及び技術的

能力を活用し、効果的かつ効率的に社会資本整備を図る事業手法。 

ＰＤＣＡ 事業について、計画を立て（Plan）、実施（Do）し、事業終了後に、結果

を評価（Check）し、改善（Action）し、次の計画に反映させていくとい

うマネジメント・サイクルを確立するしくみ。 
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ＰＰＰ 官民協働。アウトソーシングなどを含めた公共と民間のパートナーシップに

よる公共サービスの提供手法の総称。 

扶助費 社会保障制度の一環として、生活困窮者、要援護高齢者、障害者などの生活

維持や保育所での保育活動などに支出される経費。 

フルスペック型 施設に備える諸室等の機能について、施設ごとに全てを満たしていること。 

ライフサイクル

コスト 

施設等の建設・建築費だけでなく、維持管理、運営、修繕、廃棄までの事業

全体にわたり必要な総費用。初期建設費のイニシャルコストと、エネルギー

費、保全費、改修・更新費などのランニングコストにより構成される。 
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